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基本板厚計算書の概略系統図記載要領については，添付書類「Ⅴ-3-2-2 クラス１管の強度計算

方法 別紙１ 基本板厚計算書の概略系統図記載要領」による。 
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管の基本板厚計算書のフォーマットについては，添付書類「Ⅴ-3-2-2 クラス１管の強度計算方

法 別紙 2 管の基本板厚計算書のフォーマット」による。 
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1. 一般事項

1.1 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構

造物の強度計算の基本方針」に基づき，重大事故等クラス２容器が十分な強度を有すること

を確認するための方法を説明するものである。 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，昭和45年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等

の技術基準」（以下「告示第５０１号」という。）及び発電用原子力設備規格（設計・建設

規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007（日本機械学

会）（以下「設計・建設規格」という。）により行う。 

告示第５０１号各条項及び設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応は，表1-1

に示すとおりである。 

(2) 両規格に計算式の規定がないものについては，日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）

を準用する。ＪＩＳと強度計算書との対応は表1-2に示すとおりである。 

(3) 重大事故等クラス２容器であってクラス１容器の強度評価に当たっては，設計上定め

る条件である重大事故等時の使用圧力，使用温度及び事故時荷重を上回る既工認における

評価結果を確認することにより評価を実施する。 

(4) 重大事故等クラス２容器であって原子炉格納容器の評価に当たっては，設計・建設規

格によるクラスＭＣの規定を準用し評価を実施する。 

(5) 強度計算書で計算するもの以外のフランジは，以下に掲げる規格（材料に関する部分

を除く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規格 PVC-

3700,PVD-3010） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」

c. ＡＳＭＥ Ｂ１６.５（1996）「PIPE FLANGES AND FLANGED FITTINGS」
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表1-1 告示第５０１号各条項及び設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

設計・建設規格 規格番号 

告示５０１号 条項 

強度計算書の計算式 

（章節番号） 
備考 

（重大事故等クラス２容器） 

PVC-3100（容器の胴の規定） 

PVC-3121 

PVC-3122(1) 

2.2.1 円筒形の胴の計算 

PVC-3150(2) 2.2.2 容器の胴の補強を要しな

い穴の最大径の計算 

PVC-3160 2.2.9(2) 容器の穴の補強計算 

PVC-3162 2つ以上の穴が接近して

いるときの補強計算 

PVC-3200（容器の鏡板についての規定） 

PVC-3210(1) 

PVC-3220 

PVC-3221 

2.2.3(1) さら形鏡板の計算 

PVC-3210(2) 

PVC-3223(1) 

2.2.3(2) 全半球形鏡板の計算 

PVC-3210(3) 

PVC-3220 

PVC-3225 

2.2.3(3) 半だ円形鏡板の計算 

PVC-3230(2) 2.2.3(4) 容器の鏡板の補強を要し

ない穴の最大径の計算 

PVC-3240 2.2.9(2) 容器の穴の補強計算 

第33条（容器の平板についての規定） 

第1項 平板の計算 

PVC-3300（容器の平板についての規定） 

PVC-3310 

PVC-3320 

2.2.4 平板の計算 

PVC-3320(2) 2.2.9(2) 容器の穴の補強計算 

PVC-3500（容器の管板についての規定） 

PVC-3510 2.2.5 容器の管板の計算 

PVC-3600（管台についての規定） 

PVC-3610 

PVC-3610(1) 

PVC-3610(2) 

2.2.6 

2.2.8 

容器の管台の計算 

熱交換器の伝熱管の計算
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表1-1 告示第５０１号各条項及び設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

設計・建設規格 規格番号 

告示５０１号 条項 

強度計算書の計算式 

（章節番号） 
備考 

PVC-3900（開放タンクについての規定） 

PVC-3920 

PVC-3940 

PVC-3950 

PVC-3960 

PVC-3970 

PVC-3980 

2.2.7(1) 

2.2.9(3) 

2.2.7(2) 

2.2.7(3) 

開放タンクの胴の計算 

開放タンクの穴の補強計

算 

開放タンクの底板の計算

開放タンクの管台の計算
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表1-2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

ＪＩＳ 強度計算書の計算

式 

（章節番号） 

備考 
No． 項 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003） 

「圧力容器の構造－一般事項」附

属書3（規定）「圧力容器のボルト

締めフランジ」 

ＪＩＳ Ｂ ８２０１（2005） 

「陸用鋼製ボイラ－構造」 

3 

4 

5 

6.6.8 

2.2.10 

2.2.4 

フランジ強度計算＊1

だ円形マンホール平板

の計算＊2 

注記 ＊1：設計・建設規格 PVC-3710によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造

－一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書3（規定）「圧力

容器のボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 

＊2：ＪＩＳ Ｂ ８２０１（2005）「陸用鋼製ボイラ－構造」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８

２０１」という。）を用いて計算を行う。 
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1.3 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は，6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表1-3に示すとおりとする。 

表1-3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧
力

最高使用圧力 

（開放タンクを除く）
MPa － － 小数点以下第2位

最高使用圧力 

（開放タンク） 
MPa 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位

外面に受ける 

最高の圧力 
MPa － － 小数点以下第2位

温度 ℃ － － 整数位 

許容応力＊1 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

降伏点＊1 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

長
さ

下記以外の長さ 
mm

m＊2 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位

計算上必要な厚さ mm 小数点以下第3位 切上げ 小数点以下第2位

最小厚さ mm 小数点以下第3位 切捨て 小数点以下第2位

ボルト谷径 mm － － 小数点以下第3位

開放タンクの水頭及び

管台の内径 
m 小数点以下第5位 四捨五入 小数点以下第4位

ガスケット厚さ mm － － 小数点以下第1位

面積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

モーメント N・mm 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

角度 ° 小数点以下第2位 四捨五入 小数点以下第1位

比重 － 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位

慣性モーメント mm4 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁 
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注記 ＊1：設計・建設規格 付録材料図表及び告示第５０１号 別表に記載された温度の中

間における許容引張応力及び設計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以

下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。（告示第５０１号は非SI単位をSI単

位に換算する。）ただし，許容引張応力及び設計降伏点が設計・建設規格 付録材

料図表及び告示第５０１号 別表に定められた値のa倍である場合は，次のように

して定める。 

(1) 比例法により補間した値の小数点以下第2位を切り捨て，小数点以下第1位

までの値をa倍する。 

(2) (1)で得られた値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。

＊2：開放タンクの胴内径 

＊3：絶対値が1,000以上のときは，べき数表示とする。 
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1.4 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は

次のように表示する。 

相当材記号 相当 （当該材記号） 

（例1） SM400A 相当 （SMA400AP） 

（例2） SCMV3-1 相当 （ASME SA387 Gr.11C1.1） 

(2) 管材の許容引張応力の値は継目無管，電気抵抗溶接管及び鍛接管等，製造方法により

異なる場合があるため材料記号の後に“－”を入れ，その製法による記号を付記して表示

する。 

（例）STPT410-S（継目無管の場合） 

(3) 強度区分により許容引張応力が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳで定める強度区分

を付記して表示する。 

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

SCMV3 
付録材料図表 Part5 表 5 

の許容引張応力の上段 
SCMV3-1 

SCMV3 
付録材料図表 Part5 表 5 

の許容引張応力の下段 
SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当

する厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例）S45C（直径40 mm以下） 

(5) 熱処理によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳに定める熱処

理記号を付記して表示する。 

（例）SUS630 H1075（固溶化熱処理後570～590 ℃空冷の場合） 

(6) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は以下とする。

（例）非石綿ジョイントシート

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス鋼） 

平形金属被覆ガスケット（非石綿板）（ステンレス鋼） 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）は，

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3より，ガスケットメーカ推奨値を適用する。
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2. 重大事故等クラス２容器（クラス１容器又は原子炉格納容器を除く）の強度計算方法

2.1 共通記号の定義 

重大事故等クラス２容器の強度計算において，特定の計算に限定せず，一般的に使用する

記号を共通記号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 

設計・建設 

規格又は 

告示第５０１号

の記号 

計算書の表示 表示内容 単位

Ｐ Ｐ 最高使用圧力 MPa 

Ｓ
ｙ

Ｓ
ｙ

材料の設計降伏点 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 によ

る。 

MPa 

η 継手の効率 

設計・建設規格 PVC-3130 に規定している継手の

種類に応じた効率を使用する。設計・建設規格

PVC-3140 に規定している連続した穴がある場合

における当該部分の効率については該当するもの

がないので強度計算書には記載しない。 

－ 

継手の種類 － 

継手無し 同左 － 

突合せ両側溶接 同左 － 

裏当金（取り除

く。）を使用し

た突合せ片側溶

接 

裏当金を使用した突合せ片側溶接（溶接後裏当金

を取り除いたものに限る。）並びにこれと同等以

上の効果が得られる方法による溶接 

－ 

裏当金（取り除

かず。）を使用

した突合せ片側

溶接 

裏当金を使用した突合せ片側溶接(溶接後裏当金

を取り除いたものを除く。 ） 

－ 

裏当金を使用し

ない突合せ片側

溶接 

同左 － 

両側全厚すみ肉

重ね溶接 

同左 － 

プラグ溶接を行

う片側全厚すみ

肉重ね溶接 

同左 

－ 
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設計・建設 

規格又は 

告示第５０１号

の記号 

計算書 

の表示 
表示内容 単位

放射線検査の有無

  有り

発電用原子力設備規格（溶接規格 ＪＳＭＥ Ｓ

ＮＢ１－2001）（日本機械学会 2001 年）N-3140

及び N-4140（N-1100(1)a 準用）の規定に準じて

放射線透過試験を行い，同規格の規定に適合する

もの 

－ 

無し その他のもの － 
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2.2 クラス２容器の規定に基づく強度計算方法 

2.2.1 円筒型の胴の計算 

重大事故等クラス２容器については，設計建設規格 PVC-3121,PVC-3122(1)を適用

する。容器の形状は設計・建設規格 PVC-3111に適合する円筒形とする。また，容器

の継手は，設計・建設規格 PVC-3112に適合する溶接継手又は，フランジ継手を使用

する。 

(1) 記号の定義

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄｉ Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。 

MPa 

ｔ 胴に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ 胴の材料による制限最小厚さ mm 

ｔ２ 胴の計算上必要な厚さ mm 

ｔｓ 胴の実際使用最小厚さ mm 

ｔ
ｓｏ 胴の呼び厚さ mm 

(2) 算式

円筒形の胴に必要な厚さは次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。

a. 胴の材料による制限最小厚さ：ｔ１

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られたものにあっては3 mm，その他の材料で作ら

れたものにあっては1.5 mmとする。 

b. 内面に圧力を受ける胴：ｔ２

ｔ
２
＝

Ｐ Ｄ
ｉ

2 Ｓ η-1.2 Ｐ

(3) 評価

胴の最小厚さ（ｔｓ）≧胴に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。
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2.2.2 容器の胴の補強を要しない穴の最大径の計算 

重大事故等クラス２容器については，設計・建設規格PVC-3150(2)を適用する。 

(1) 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄ Ｄ 穴の中心における胴の外径 mm 

ｄ
ｒ１

補強を要しない穴の最大径（だ円穴の場合は

長径） 

mm 

ｄ ｄ
ｒ２

補強を要しない穴の最大径（だ円穴の場合は

長径） 

mm 

Ｋ Ｋ 係数 ただしＫ≦0.99 － 

Ｓ Ｓ 内圧時の最高使用温度における材料の許容引

張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 

又は表 6 による。 

MPa 

ｔ
ｓ

ｔ
ｓ 胴の実際使用最小厚さ mm 

η η 穴が長手継手を通る場合はその継手の効率，

その他の場合は1.00 

－ 

(2) 算式

胴の補強を要しない穴の最大径は，次のa項及びb項で計算した値のうちいずれか大

きい方の値とする。ここで，胴の補強を要しない穴は，円形又はだ円形とする。 

a. 穴の径が61 mm以下で，かつ，次の式により計算した値以下の穴

ｄ
ｒ１

＝
Ｄ－2 ｔ

ｓ

4

b. 穴の径が200 mm以下で，かつ，クラス２容器は設計・建設規格 図PVC-3150-1及

びPVC-3150-2により求めた値以下の穴 

ｄ
ｒ２

＝8.05・	 Ｄ ｔ
ｓ

1－Ｋ	3

Ｋは，次の式により計算した値で，Ｋ＞0.99のときは，Ｋ＝0.99とする。 

(a) 円筒形の場合

Ｋ＝
Ｐ Ｄ

1.82 Ｓ η ｔ
ｓ
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(3) 評価

穴の径＞補強を要しない穴の最大径となる穴を判別する。

穴の補強が不要な場合は，穴の補強計算を行わない。
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2.2.3 鏡板の計算 

(1) さら形鏡板の計算

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3210(1)，PVC-3220を適用

する。 

a. 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄ
ｉ

Ｄ
ｉ

鏡板が取り付けられる胴の内径 mm 

Ｄ
ｏｃ

鏡板の外径 mm 

Ｒ Ｒ 鏡板の中央部における内面の半径 mm 

ｒ ｒ 鏡板のすみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 内圧時（中低面に圧力を受けるとき）の最高

使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 

又は表 6 による。 

MPa 

ｔ 鏡板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
１ 鏡板のフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
２ 鏡板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｃ 鏡板の最小厚さ mm 

ｔ
ｃｏ 鏡板の呼び厚さ mm 

Ｗ Ｗ さら形鏡板の形状による係数 － 

b. 形状の制限

Ｄ
ｏｃ

≧Ｒ，ｒ≧3 ｔ
ｃｏ

，ｒ≧0.06 Ｄ
ｏｃ

，ｒ≧50mmであること。

図2-1 さら形鏡板の形状 
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c. 算式

さら形鏡板に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。

(a) 中低面に圧力を受ける鏡板：ｔ
１
，ｔ

２

イ. フランジ部：ｔ
１

ｔ
１
＝

Ｐ Ｄ
ｉ

2 Ｓ η－1.2 Ｐ

ロ. 鏡板：ｔ
２

ｔ
２
＝

Ｐ Ｒ Ｗ

2 Ｓ η－0.2 Ｐ

ただし，Ｗ＝
1

4
3＋	

Ｒ

ｒ

d. 評価

鏡板の最小厚さ（ｔ
ｃ
）≧鏡板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。
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(2) 全半球形鏡板の計算

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3210(2)，PVC-3220及び

PVC-3223(1)を適用する。 

a. フランジ部を有する場合

(a) 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄ
ｉ

Ｄ
ｉ

鏡板が取り付けられる胴の内径 mm 

Ｒ Ｒ 鏡板の内半径 mm 

Ｓ Ｓ 内圧時（中低面に圧力を受けるとき）の最高

使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 

又は表 6 による。 

MPa 

ｔ 鏡板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
１ 鏡板のフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
２ 鏡板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｃ 鏡板の最小厚さ mm 

ｔ
ｃｏ 鏡板の呼び厚さ mm 

(b) 形状

全半球形であること。

図2-2 全半球形鏡板の形状 
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(c) 算式

イ. 中低面に圧力を受ける鏡板：ｔ
１
，ｔ

２

(イ) フランジ部：ｔ
１

ｔ
１
＝

Ｐ Ｄ
ｉ

2 Ｓ η－1.2 Ｐ

(ロ) 鏡板：ｔ
２

ｔ
２
＝

Ｐ Ｒ

2 Ｓ η－0.2 Ｐ

(d) 評価

鏡板の最小厚さ（ｔ
ｃ
）≧鏡板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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b. フランジ部を有しない場合

(a) 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｒ Ｒ 鏡板の内半径 mm 

Ｓ Ｓ 内圧時（中低面に圧力を受けるとき）の最高

使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 

又は表 6 による。 

MPa 

ｔ 鏡板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
１ 鏡板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｃ 鏡板の最小厚さ mm 

ｔ
ｃｏ 鏡板の呼び厚さ mm 

(b) 形状

全半球形であること。

図2-3 全半球形鏡板の形状 

(c) 算式

中低面に圧力を受ける全半球形鏡板に必要な厚さｔ
１
は，次に掲げる値とする。

ｔ
１
＝

Ｐ Ｒ

2 Ｓ η－0.2 Ｐ

(d) 評価

鏡板の最小厚さ（ｔ
ｃ
）≧鏡板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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(3) 半だ円形鏡板の計算

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3210(3)，PVC-3220及び

PVC-3225を適用する。 

(a) 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄ
ｉ

Ｄ
ｉ

鏡板が取り付けられる胴の内径 mm 

Ｄ Ｄ
ｉＬ 鏡板の内面における長径 mm 

ｈ ｈ 鏡板の内面における短径の 2 分の 1 mm 

Ｋ Ｋ 半だ円形鏡板の形状による係数 － 

Ｓ Ｓ 内圧時（中低面に圧力を受けるとき）の最高

使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 

又は表 6 による。 

MPa 

ｔ 鏡板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
１ 鏡板のフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
２ 鏡板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｃ 鏡板の最小厚さ mm 

ｔ
ｃｏ 鏡板の呼び厚さ mm 

(b) 形状

Ｄ
ｉＬ

2 ｈ
≦2であること。 

図2-4 半だ円形鏡板の形状 
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(c) 算式

半だ円形鏡板に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。

イ. 中低面に圧力を受ける鏡板：ｔ
１
，ｔ

２

(イ) フランジ部：ｔ
１

ｔ
１
＝

Ｐ Ｄ
ｉ

2 Ｓ η－1.2 Ｐ

(ロ) 鏡板：ｔ
２

ｔ
２
＝

Ｐ Ｄ
ｉＬ

 Ｋ

2 Ｓ η－0.2 Ｐ

ただし，Ｋ＝
1

6
2＋

Ｄ
ｉＬ

2 ｈ

2

(d) 評価

鏡板の最小厚さ（ｔ
ｃ
）≧鏡板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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(4) 容器の鏡板の補強を要しない穴の最大径の計算

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3230(2)を適用する。

(a) 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ｄ Ｄ 鏡板のフランジ部の外径。ただし円すい形鏡板にあ

っては，円すいの部分がすその丸みの部分に接続す

る部分の軸に垂直な断面の外径 

mm 

ｄ ｄｒ１ 補強を要しない穴の最大径（だ円穴の場合は長径） mm 

ｄｒ２ 補強を要しない穴の最大径（だ円穴の場合は長径） mm 

Ｋ Ｋ 係数 ただしＫ≦0.99 － 

Ｓ Ｓ 内圧時（中低面に圧力を受けるとき）の最高使用温

度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

ｔ
ｓ

ｔ
ｃ 鏡板の最小厚さ mm 

η 穴が継手を通る場合はその継手の効率。その他の場

合は 1.00 
－ 
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(b) 算式

鏡板の補強を要しない穴の最大径は，次のイ項及びロ項で計算した値のうちいず

れか大きい方の値とする。 

イ. 穴の径が61 mm以下で，かつ，次の式により計算した値以下の穴

ｄ
ｒ１

＝
Ｄ－2 ｔ

ｃ

4

ロ. 穴の径が200 mm以下で，かつ，設計・建設規格 図PVC-3150-1及び図PVC-

3150-2により求めた値以下の穴 

ｄ
ｒ２

＝8.05 	 Ｄ ｔ
ｃ

1－Ｋ	3

Ｋは，次の式により計算した値で，Ｋ＞0.99のときは，Ｋ＝0.99とする。 

(イ) さら形鏡板及び半だ円形鏡板の場合

Ｋ＝
Ｐ Ｄ

1.82 Ｓ η ｔ
ｃ

(ロ) 全半球鏡板の場合

Ｋ＝
Ｐ Ｄ

3.64 Ｓ η ｔ
ｃ

(c) 評価

穴の径＞補強を要しない穴の最大径となる穴を判別する。

穴の補強が不要な場合は，穴の補強計算を行わない。
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2.2.4 平板の計算 

2.2.4.1 円形平板の計算 

重大事故等クラス２容器については告示第５０１号 第33条 第1項又は設計・

建設規格 PVC-3310及びPVC-3320を適用する。 

(1) 記号の定義

告示第５０１号，

設計・建設規格，

ＪＩＳの記号 

計算書の

表示 
表示内容 単位 

Ａ
Ｂ

Ａ
Ｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａ
ｍ

Ａ
ｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａ
ｍ１

Ａ
ｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａ
ｍ２

Ａ
ｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ
ｏ

ｂ
ｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3 による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ，Ｇ ｄ クラス２容器は告示第５０１号 第 33 条第 1 項に

記載される表，設計・建設規格 表 PVC-3310-1，

に規定する方法によって測った平板の径又は最小

内のり（ガスケットの場合ｄ＝Ｇ） 

mm 

ｄ
ｂ

ｄ
ｂ 平板の断面に現れる穴の径 

（だ円穴の場合は長径） 

mm 

ｄ
ｈ 平板の断面に現れる穴の径 

（だ円穴の場合は長径） 

mm 

Ｄ
ｇ

Ｄ
ｇ セルフシールガスケットの外径 mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力 N 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

Ｇ
ｓ

Ｇ
ｓ ガスケット接触面の外径 mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ｈ
Ｇ

ｈ
Ｇ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の

距離 

mm 

ｈ
ｇ

ｈ
ｇ モーメントアームでボルトのピッチ円の直径とｄ

との差の 2 分の 1 

mm 

Ｋ Ｋ 平板の厚さ計算における取付け方法による係数 － 

フランジ部の長さ mm 

ｍ ｍ 
ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3

表 2 による。） 

－ 
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告示第５０１号，

設計・建設規格，

ＪＩＳの記号 

計算書の

表示 
表示内容 単位 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3 による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 － 

ｒ ｒ すみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 内圧時の最高使用温度における材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 又は別表第 5，設計・建

設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は 

表 6 による。 

MPa 

σ
ａ

Ｓ
ａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 又は別表第 5，設計・建

設規格 付録材料図表 Part5 表 7 による。 

MPa 

σ
ｂ

Ｓ
ｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 又は別表第 5，設計・建

設規格 付録材料図表 Part5 表 7 による。 

MPa 

ｔ ｔ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｃ

ｔ
ｃ 平板のすみ肉ののど厚 mm 

ｔ
ｆ

ｔ
ｆ 平板のフランジ部の厚さ mm 

ｔ
ｎ

ｔ
ｎ ガスケット溝を考慮した平板の厚さ mm 

ｔ
ｐ 平板の最小厚さ mm 

ｔ
ｐｏ 平板の呼び厚さ mm 

ｔ
ｓ

ｔ
ｓ 胴又は管の最小厚さ mm 

ｔ
ｒ

ｔ
ｓｒ 胴又は管の継目がない場合の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｗ

ｔ
ｗ 設計・建設規格 表 PVC-3310-1 及び表 PVD-3310-1

による。 

mm 

ｔ
ｗ１

ｔ
ｗ１ 設計・建設規格 表 PVC-3310-1 及び表 PVD-3310-1

による。 

mm 

ｔ
ｗ２

ｔ
ｗ２ 設計・建設規格 表 PVC-3310-1 及び表 PVD-3310-1

による。 

mm 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又は平板の接触面の外径内の面積に

作用する全圧力 

N 

Ｗ
ｇ

Ｗ
ｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗ
ｍ１

Ｗ
ｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 
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告示第５０１号，

設計・建設規格，

ＪＩＳの記号 

計算書の 

表示 
表示内容 単位 

Ｗ
ｍ２

Ｗ
ｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ
ｏ

Ｗ
ｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 （ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 表 2 による。） 

N/mm2

π π 円周率 － 

σ
ｐ 平板に作用する力によって生じる応力 MPa 

ガスケット

座面の形状

ガスケット座面の形状（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3 による。） 

－ 
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(2) 形状の制限

a. 告示第５０１号（第33条第1項）

取付け方法 形状の制限 

(ａ) 無し 

(ｂ) ｄ≦600 mm， 

ｔ
ｐｏ

≧ｄ／20 であること。

(ｃ) ｄ≦600 mm， 

ｔ
ｐｏ

≧ｄ／20 であること。

(ｄ) ｒ≧3 ｔ
ｆ
であること。

(ｅ) ｄ≦600 mm， 

ｔ
ｐｏ

≧ｄ／20，

ｒ≧3 ｔ
ｆ
であること。
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取付け方法 形状の制限 

（ｆ） 0.8 Ｓ≧σ
ｐ
かつ，

ｒ≧3 ｔ
ｆ
あること。

(ｇ) 0.8 Ｓ≧σ
ｐ
であること。

(ｈ) 0.8 Ｓ
ｂ
≧σ

ｐ
であること。

(ｉ) ｔ
ｗ
≧2 ｔ

ｓｒ
かつ，

ｔ
ｗ
≧1.25 ｔ

ｓ
であること
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取付け方法 形状の制限 

(ｊ) ｔ
ｗ
≧2 ｔ

ｓｒ
かつ，

ｔ
ｗ
≧1.25 ｔ

ｓ
であること

(ｋ) ｔ
ｗ
≧2 ｔ

ｓｒ
	，

ｔ
ｗ
≧1.25 ｔ

ｓ
であること

かつ， 

ｔ
ｃ
≧Min 	 0.7 ｔ

ｓ
，6	 であること。 

( ) 無し 

（ｍ） その他の場合 無し 
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b. 設計・建設規格（PVC-3310）

取付け方法 形状の制限 

(ａ) 無し 

(ｂ) ｄ≦600， 

ｄ／4＞ｔ
ｐｏ

≧ｄ／20 かつ，

ｒ≧ｔ
ｆ
／4 であること。

(ｃ) ｔ
ｆ
≧2 ｔ

ｓ
かつ，

ｒ≧3 ｔ
ｆ
であること。

(ｄ) ｔ
ｆ
≧ｔ

ｓ
かつ，

ｒ≧1.5 ｔ
ｆ
であること。

(ｅ) ｒ≧3 ｔ
ｆ
であること。
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取付け方法 形状の制限 

(ｆ) 0.8 Ｓ≧σ
ｐ
であること。

(ｇ) 0.8 Ｓ
ｂ
≧σ

ｐ
であること。

(ｈ) ｔ
ｗ
≧2 ｔ

ｓｒ
	かつ，

ｔ
ｗ
≧1.25 ｔ

ｓ
であること

(ｉ) ｔ
ｗ１

＋ｔ
ｗ２

≧	2 ｔ
ｓ
，

ｔ
ｗ１

≧ｔ
ｓ
	かつ，

ｔ
ｓ
≧1.25 ｔ

ｓｒ
であること。
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取付け方法 形状の制限 

(ｊ)(1) ｔ
ｗ
≧Min 	 0.5 ｔ

ｓ
，0.25 ｔ

ｐｏ
， 

ｔ
ｃ
≧Min 	 0.7 ｔ

ｓ
，6	 であること。 

(ｊ)(2) ｔ
ｗ
≧Min 	 1.0 ｔ

ｓ
，0.5 ｔ

ｐｏ
， 

ｔ
ｃ
≧Min 	 0.7 ｔ

ｓ
，6	 であること。 

(ｋ) ｔ
ｃ
≧Min 	 0.7 ｔ

ｓ
，6 であること。 

( ) ｔ
ｗ１

＋ｔ
ｗ２

≧	2 ｔ
ｓ
，

（ｔ
ｗ２

＝0を含む。）
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取付け方法 形状の制限 

(ｍ) 無し 

(ｎ) その他の場合 無し 
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(3) 算式

平板の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。

a. 告示第５０１号

(a) 平板に穴がない場合

ｔ＝ｄ 
Ｋ Ｐ

Ｓ

Ｋの値は以下による。 

取付け方法 
Ｋの値 

第33条 第1項 

（ａ） 

0.20 （ｂ） 

（ｃ） 

（ｄ） 

0.25 

（ｅ） 

（ｆ） 

0.30 （ｇ） 

（ｈ） 

（ｉ） 

0.50 （ｊ） 

（ｋ） 

（ ） 0.30＋
1.4 Ｆ ｈ

ｇ

Ｗ ｄ

＊1

（ｍ） 0.75 

注記 ＊1：2.2.10項「フランジの強度計算」における記号との対応は次のとおり。 

ＦはＷｏとＷｇのいずれか大きい方，ｈｇはｈＧ，ＷはＨ，ｄはＧ(セルフシー

ルガスケットを用いる場合はＤｇ)とする。
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(b) 平板に穴を設ける場合であって，穴の径（ｄ
ｈ
）がｄの2分の1以下で容器の胴の

穴の補強に準じて補強するものの計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

ｔ＝ｄ 
Ｋ Ｐ

Ｓ

この場合において，平板の補強に用いる必要厚さ（ｔ
ｐｒ

）はｔとし，かつ，補強

に有効な面積は，補強に必要な面積の2分の1以上とする。 

(c) 平板に穴を設ける場合であって，穴の径（ｄ
ｈ
）がｄの2分の1以下で(b)項以外

のものの計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

ｔ＝ｄ 
2 Ｋ Ｐ

Ｓ

ただし，平板の取付け方法が，（ ）の場合を除き，Ｋの値が0.375を超えるとき

はその値を0.375とする。 

(d) 平板に穴を設ける場合であって，穴の径（ｄ
ｈ
）がｄの2分の1を超えるものの計

算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

ｔ＝ｄ 
2.25 Ｋ Ｐ

Ｓ
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b. 設計・建設規格

(a) 平板に穴がない場合

ｔ＝ｄ 
Ｋ Ｐ

Ｓ

Ｋの値は以下による。 

取付け方法 Ｋの値 

（ａ） 0.17 

（ｂ） 0.13 

（ｃ） 0.17 

（ｄ） 
Max 0.2，0.33 ｍ	  

ここで，ｍ＝ｔ
ｓｒ

／ｔ
ｓ

（ｅ） 
0.17 

0.10＊1 

（ｆ） 
0.20 

（ｇ） 

（ｈ） 
Max 0.2，0.33 ｍ	  

ここで，ｍ＝ｔ
ｓｒ

／ｔ
ｓ

（ｉ） 0.33 

(ｊ)(1) 
Max 0.2，0.33 ｍ	  

ここで，ｍ＝ｔ
ｓｒ

／ｔ
ｓ

(ｊ)(2) 

（ｋ） 

（ ） 

（ｍ） 

0.20＋
1.0 Ｆ ｈ

ｇ

Ｗ ｄ

ただし，ｔ
ｎ
の厚さにあっては

1.0 Ｆ ｈ
ｇ

Ｗ ｄ

（ｎ） 0.50 

注記 ＊1：取付け方法(ｅ)においてｔ
ｆ
からｔ

ｓ
へ移行するテーパが1対4又はそれより

緩やかであり，かつ，以下の①又は②いずれかの場合，Ｋ＝0.10とする。 

① l≧ 1.1－0.8 
ts

2

tf
2

d tf	の場合 

② ｔ
ｓ
が2 	 ｄ ｔ

ｓ
 以上の長さにわたって

ｔ
ｓ
≧1.12 ｔ

ｆ
1.1－ ｄ ｔ

ｆ
	の場合

＊2：2.2.10項「フランジの強度計算」における記号との対応は次のとおり。 

ＦはＷｏとＷｇのいずれか大きい方，ｈｇはｈＧ，ＷはＨ，ｄはＧ(セルフシ

ールガスケットを用いる場合はＤｇ)とする。

＊2 
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(b) 平板に穴を設ける場合であって，穴の径（ｄ
ｈ
）がｄの2分の1以下で容器の胴の

穴の補強に準じて補強するものの計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

ｔ＝ｄ 
Ｋ Ｐ

Ｓ

この場合において，平板の補強に用いる必要厚さ（ｔ
ｐｒ

）はｔとし，かつ，補強

に有効な面積は，補強に必要な面積の2分の1以上とする。 

(c) 平板に穴を設ける場合であって，穴の径（ｄ
ｈ
）がｄの2分の1以下で(b)項以外

のものの計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

ｔ＝ｄ 
2 Ｋ Ｐ

Ｓ

ただし，平板の取付け方法が，（ｍ）の場合を除き，Ｋの値が0.375を超えるとき

はその値を0.375とする。 

(d) 平板に穴を設ける場合であって，穴の径（ｄ
ｈ
）がｄの2分の1を超えるものの計

算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

ｔ＝ｄ 
2.25 Ｋ Ｐ

Ｓ

(4) 評価

平板の最小厚さ（ｔ
ｐ
）≧平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.2.4.2 だ円形マンホール平板の計算 

ＪＩＳ Ｂ ８２０１ 6.6.8 項 マンホールカバーの最小厚さを適用する。 

(1) 記号の説明

ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

ａ ａ 穴の長径 mm 

ｂ ｂ 穴の短径 mm 

ｃ ｃ 穴の短径と長径との比によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２０１図 6.20 による。） 

－ 

ｔ マンホール平板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ マンホール平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ２ マンホール平板の中央部の規格上必要な最小

厚さ 

mm 

ｔｐ マンホール平板の最小厚さ mm 

ｔｐｏ マンホール平板の呼び厚さ mm 

α α 付け代で，1 mm 以上とする。ただし，取替え

のできるマンホール平板にあっては，0 とす

る。 

mm 

σａ σａ 材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。 

MPa 

(2) 算式

だ円形マンホール平板の計算上必要な厚さは次に掲げる値のうちいずれか大きい

値とする。 

a. 平板の計算上必要な厚さ：ｔ１

ｔ
１
＝

5・ｂ

ｃ

Ｐ

σ
ａ

＋α 

b. 規格上必要な最小厚さ：ｔ２

平板の中央部の厚さは 14 mm 以下としてはならない。

(3) 評価

マンホール平板の最小厚さ（ｔｐ）≧マンホール平板に必要な厚さ（ｔ）ならば十

分である。
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2.2.5 容器の管板の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3510を適用する。 

(1) 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ａ Ａ 管板に取り付けられる任意の管の中心が囲む面積 mm2 

Ｄ Ｄ パッキンの中心円の径（胴と一体となった管板にあ

っては，胴の内径） 

mm 

ｄ
ｔ 管の外径 mm 

Ｆ Ｆ 管及び管板の支え方による係数 － 

Ｌ Ｌ 面積Ａの周のうち穴の径以外の部分の長さ mm 

Ｐ Ｐ 計算上必要な厚さが大きい値の方の最高使用圧力 MPa 

Ｐ
ｔ 管穴の中心間の距離 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

ｔ 管板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
１ 管板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
２ 管板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｂ 管板の最小厚さ mm 

ｔ
ｂｏ 管板の呼び厚さ mm 

ｔ
ｓ 胴と管板が一体となっている場合の胴の最小厚さ mm 

ｚ 管穴の中心間に必要な距離 mm 

伝熱管の形式

直管 同左 －

Ｕ字管 同左 － 

管板の支え方

管側胴と一

体でない。

同左 － 

管側胴と一

体である。

同左 － 

胴側胴と一

体でない。

同左 － 

胴側胴と一

体である。

同左 － 
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(2) 形状の制限

Ｐ
ｔ
≧ｚ，ｚ＝ｄ

ｔ
＋0.25 ｄ

ｔ
であること。

(3) 算式

管板の計算上必要な厚さは，次の式により計算したいずれか大きい方の値（10 mm未

満の場合は10 mm）とする。 

ｔ
１
＝

Ｆ Ｄ

2

Ｐ

Ｓ

ｔ
２
＝

Ｐ

0.85 Ｓ

Ａ

Ｌ
Max

ここで
Ａ

Ｌ
Max

は
Ａ

Ｌ
の最大値であり，通常一番外側の管穴の中心を順次結んで 

得られる多角形が最大値となる。 

以下にＡ及びＬの取り方の例を示す。 

Ａは，一番外側の管穴の中心を順次結んで得られる多角形の面積（図2-5参照） 

Ｌは，一番外側の管穴の中心を順次結んで得られる多角形の外周の長さから外周上の

管穴の直径の合計を差し引いた長さ 

図2-5 管板の計算に用いる多角形 

なお，計算は管側と胴側各々の条件に対して行い，計算上必要な厚さが大きい側の結

果を強度計算書に記載する。 

(4) 評価

管板の最小厚さ（ｔ
ｂ
）≧管板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。
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2.2.6 容器の管台の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3610を適用する。 

(1) 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ｄ
ｏ

Ｄ
ｏ 管台の外径＊ mm 

Ｓ Ｓ 内圧時の最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

ｔ 管台に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
１ 管台の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
３ 管台の規格上必要な最小厚さ mm 

ｔ
ｎ 管台の最小厚さ mm 

ｔ
ｎｏ 管台の呼び厚さ＊ mm 

注記 ＊：管台の外径及び呼び厚さは，下図参照。 

(2) 算式

管台に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。

a. 内面に圧力を受ける管台：ｔ
１

ｔ
１
＝

Ｐ Ｄ
ｏ

2 Ｓ η＋0.8 Ｐ

b. 規格上必要な最小厚さ：ｔ
３

炭素鋼鋼管を使用する管台にあっては，管台の外径に応じて設計・建設規格 表

PVC-3610-1より求めた管台の厚さとする。 

(3) 評価

管台の最小厚さ（ｔ
ｎ
）≧管台に必要な厚さ（t）ならば十分である。

本図は，管台の外径及び呼び厚さの寸法を説

明するものであり，管台の取付け形式を示す

ものではない。 
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2.2.7 開放タンクの計算 

(1) 開放タンクの胴の計算

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3920を適用する。

a. 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ｄ
ｉ

Ｄ
ｉ 胴の内径 m 

Ｈ Ｈ 水頭＊ m 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

ｔ 胴に必要な厚さ mm 

ｔ
１ 胴の規格上必要な最小厚さ mm 

ｔ ｔ
２ 胴の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
３ 胴の内径に応じた必要厚さ mm 

ｔ
ｓ 胴の最小厚さ mm 

ｔ
ｓｏ 胴の呼び厚さ mm 

ρ ρ 液体の比重。ただし，1.00 未満の場合は 1.00 とす

る。 

－ 

注記 ＊：開放タンクの水頭の取り方は，強度評価上は次のいずれかとする。 

① タンク上部フランジ上端又はタンク胴板上端より底板内側まで

② 底板に管台が取り付く場合は，第1溶接継手まで

①の場合 ②の場合

なお，この水頭の取り方は，底板及び管台の計算で用いる水頭も同じである。 
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b. 算式

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。

(a) 規格上必要な最小厚さ：ｔ
１

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は3 mm，その他の材料で作られた

場合は1.5 mmとする。 

(b) 胴の計算上必要な厚さ：ｔ
２

ｔ
２
＝

Ｄ
ｉ
 Ｈ ρ

0.204 Ｓ η

(c) 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ
３

胴の内径が5 mを超えるものについては，胴の内径の区分に応じ設計・建設規格

表PVC-3920-1より求めた胴の厚さとする。 

c. 評価

胴の最小厚さ（ｔ
ｓ
）≧胴に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。
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(2) 開放タンクの底板の計算

重大事故等クラス２容器（クラス２容器）については設計・建設規格 PVC-3960及

びPVC-3970を適用する。 

a. 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ｈ Ｈ 水頭 m 

ｔ 底板の規格上必要な厚さ mm 

ｔ
ｂ 底板の最小厚さ mm 

ｔ
ｂｏ 底板の呼び厚さ mm 

ρ ρ 液体の比重。ただし，1.00 未満の場合は 1.00 とす

る。 

－ 

下記c.(b)項の場合の記号の説明で上記以外の記号については，鏡板又は平板の項

を参照のこと。ただし，鏡板の計算にあっては，ｔ
ｂ
をｔ

ｃ
，ｔ

ｂｏ
をｔ

ｃｏ
に読み替え

る。 

b. 形状の制限

次のいずれかであること。

(a) 平板

(b) 設計・建設規格に規定されている鏡板
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c. 算式

開放タンクの底板に必要な厚さは次によるものとする。

(a) 地面，基礎等に直接接触するものの厚さ：ｔ

設計・建設規格 PVC-3970(1)により6 mm以上とする。

(b) 上記以外のものの底板に必要な厚さ：ｔ

設計・建設規格 PVC-3970(2)を適用する。

ここで，最高使用圧力Ｐは次の式による値とする。

Ｐ＝9.80665×10－3 Ｈ ρ

イ. 鏡板

設計・建設規格 PVC-3970(2)より，設計・建設規格 PVC-3220を準用する。

さら形鏡板にあっては，2.2.3(1)項「さら形鏡板の計算」による厚さとする。

全半球形鏡板にあっては，2.2.3(2)項「全半球形鏡板の計算」による厚さと

する。 

半だ円形鏡板にあっては，2.2.3(3)項「半だ円形鏡板の計算」による厚さと

する。 

ロ. 平板

設計・建設規格 PVC-3970(2)より，設計・建設規格 PVC-3310を準用する。

2.2.4項「平板の計算」による厚さとする。

d. 評価

底板の最小厚さ（ｔ
ｂ
）≧底板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。
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(3) 開放タンクの管台の計算

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3980を適用する。

a. 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ｄ
ｉ

Ｄ
ｉ 管台の内径＊ m 

Ｈ Ｈ 水頭 m 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図書 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

ｔ 管台に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
１ 管台の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
２ 管台の規格上必要な最小厚さ mm 

ｔ
ｎ 管台の最小厚さ mm 

ｔ
ｎｏ 管台の呼び厚さ＊ mm 

ρ ρ 液体の比重。ただし，1.00 未満の場合は 1.00 とす

る。 

－ 

注記 ＊：管台の内径及び呼び厚さは，下図参照。 

本図は，管台の内径及び呼び厚さの寸法を説明する

ものであり，管台の取付け形式を示すものではない。 

b. 算式

開放タンクの管台に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。

(a) 管台の計算上必要な厚さ：ｔ
１

ｔ
１
＝

Ｄ
ｉ
 Ｈ ρ

0.204 Ｓ η

(b) 規格上必要な最小厚さ：ｔ
２

管台の外径に応じ設計・建設規格 表PVC-3980-1より求めた管台の厚さとする。

c. 評価

管台の最小厚さ（ｔ
ｎ
）≧管台に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。



45 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
3
-2
-
9
 R
1 

2.2.8 熱交換器の伝熱管の計算 

重大事故等クラス２容器の熱交換器の伝熱管については設計・建設規格 PVC-

3610(1)及びPVC-3610(2)を適用する。 

(1) 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ｂ Ｂ 設計・建設規格 付属材料図表 Part7 図 1～図 20

より求めた値（Ｂを求める際に使用した板の厚さは

繰返し計算により最終的にｔ
２
となる。）

－ 

Ｄ
ｏ

Ｄ
ｏ 伝熱管の外径 mm 

Ｐ
ｅ

Ｐ
ｅ 外面に受ける最高の圧力 MPa 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

ｔ 伝熱管に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
１ 内圧時の伝熱管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ
２ 外圧時の伝熱管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｔ 伝熱管の最小厚さ mm 

ｔ
ｔｏ 伝熱管の呼び厚さ － 

(2) 算式

伝熱管に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。

a. 内面に圧力を受ける伝熱管：ｔ
１

ｔ
１
＝

Ｐ Ｄ
ｏ

2 Ｓ η＋0.8 Ｐ

b. 外面に圧力を受ける伝熱管：ｔ
２

設計・建設規格 図PVC-3610-1よりＰ
ｅ
及びＳに対応して求めた厚さ。ただし，図

より求められない場合は，次の式により計算した値とする。 

ｔ
２
＝

3 Ｐ
ｅ
 Ｄ

ｏ

4 Ｂ

(3) 評価

伝熱管の最小厚さ（ｔ
ｔ
）≧伝熱管に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.2.9 穴の補強計算 

(1) 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ａ
０ 補強に有効な総面積 mm2 

Ａ Ａ
１ 胴，鏡板又は平板の部分の補強に有効な面積 mm2 

Ａ
２ 管台の部分の補強に有効な面積 mm2 

Ａ
３ すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 mm2 

Ａ
４ 強め板の部分の補強に有効な面積 mm2 

Ａ
０Ｄ

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての補強に有効な

総面積 

mm2 

Ａ
１Ｄ

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての胴，鏡板又は

平板の部分の補強に有効な面積 

mm2 

Ａ
２Ｄ

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての管台の部分の

補強に有効な面積 

mm2 

Ａ
３Ｄ

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についてのすみ肉溶接の

部分の補強に有効な面積 
mm2 

Ａ
４Ｄ Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての強め板 mm2 

Ａ
ｊ０ 大きい穴の補強に有効な総面積 mm2 

Ａ
ｊ１

大きい穴の胴，鏡板又は平板の部分の補強に有効な

面積 

mm2 

Ａ
ｊ２ 大きい穴の管台の部分の補強に有効な面積 mm2 

Ａ
ｊ３ 大きい穴のすみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 mm2 

Ａ
ｊ４ 大きい穴の強め板の部分の補強に有効な面積 mm2 

Ａ
ｊｒ 大きい穴の補強に有効な面積 mm2 

Ａ
ｒ

Ａ
ｒ 穴の補強に必要な面積 mm2 

Ａ
ｒｄ 片側断面についての穴の補強に必要な面積 mm2 

Ｂ Ｂ 設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～図 20

より求めた値（Ｂを求める際に使用した板の厚さは

繰返し計算により最終的にｔｎｒとなる。） 

－ 

Ｂ
ｅ 強め板の外径 mm 

ｄ ｄ 胴又は鏡板の断面に現われる穴の径 

平板の場合は設計・建設規格の表中に規定する方法

によって測った平板の径又は，最小内のり断面に現

われる穴の径 

mm 

ｄ
ｈ 平板の断面に現われる穴の径 mm 

ｄ
ｊ 大きい穴の補強を要する限界径 mm 

ｄ
ｗ 管台の取り付く穴の径（完全溶込み溶接により溶接

された管台については，ｄｗ＝Ｄｏｎ＋α（αはルート

間隔の 2 倍），それ以外の管台については，ｄｗ＝

Ｄｏｎ）

mm 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ｄ
ｉ

Ｄ
ｉ

円筒胴にあっては胴の内径。さら形鏡板及び半だ円

形鏡板にあっては鏡板のフランジ部の内径。全半球

形鏡板にあっては鏡板の内径 

mm 

Ｄ Ｄ
ｉＬ 半だ円形鏡板の内面における長径 mm 

Ｄ
ｉｓ 半だ円形鏡板の内面における短径 mm 

Ｄ
ｏｎ 管台の外径 mm 

Ｆ Ｆ 係数 － 

Ｆ
１ すみ肉溶接の許容せん断応力の係数 － 

Ｆ
２ 突合せ溶接の許容せん断応力の係数 － 

Ｆ
３ 突合せ溶接の許容引張応力の係数 － 

Ｆ
４ 管台壁の許容せん断応力の係数 － 

Ｋ
１

Ｋ
１ 半だ円形鏡板の長径と短径との比による係数 － 

Ｌ
１ 溶接の脚長＊1 mm 

Ｌ
２ 溶接の脚長＊1 mm 

Ｌ
３ 溶接の脚長＊1 mm 

Ｌ
４ 溶接の脚長＊1 mm 

Ｌ
５ 溶接の脚長＊1 mm 

Ａ
ｒ ＰＬＡＴＥ－ 管台のない平板形式（図 2-25 参照） － 

Ｒ さら形鏡板にあっては鏡板の中央部における内面の

半径。半だ円形鏡板にあってはＤ１Ｌ・Ｋ１。全半球

形鏡板にあっては鏡板の内半径。 

mm 

Ｂ Ｓ
ｃ

鏡板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

Ｓ
ｅ

強め板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

Ｓ Ｓ
ｎ

管台材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

Ｓ
ｐ

平板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

Ｓ Ｓ
ｓ

胴板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表

6 による。 

MPa 

Ｓ
ｗ１ すみ肉溶接部の許容せん断応力 MPa 

Ｓ
ｗ２ 突合せ溶接部の許容せん断応力 MPa 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ｓ
ｗ３ 突合せ溶接部の許容引張応力 MPa 

Ｓ
ｗ４ 管台壁の許容せん断応力 MPa 

ｔ
ｓ

ｔ
ｃ 鏡板の最小厚さ mm 

ｔ
ｓｒ

ｔ
ｃｒ 穴の補強計算に用いる鏡板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｅ 強め板の最小厚さ mm 

ｔ
ｎ

ｔ
ｎ 管台の最小厚さ mm 

ｔ
ｎｏ 管台の呼び厚さ mm 

ｔ
ｎｒ

ｔ
ｎｒ 管台の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｓ

ｔ
ｐ 平板の最小厚さ mm 

ｔ
ｓｒ

ｔ
ｐｒ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｓ

ｔ
ｓ 胴の最小厚さ mm 

ｔ
ｓｒ

ｔ
ｓｒ 胴の継目がない場合の計算上必要な厚さ mm 

Ｗ 溶接部の負うべき荷重 N 

			Ｗ
１

＊2
Ｗ

１
＝ Ａ

２
＋Ａ

３
＋Ａ

４
	 Ｓ

ｓ
N 

						Ｗ
２

＊2 Ｗ
２
＝ ｄ ｔ

ｓｒ
－Ａ

１
	 Ｓ

ｓ
 又は

Ｗ
２
＝ ｄ

ｗ
 ｔ

ｓｒ
－Ａ

１
	 Ｓ

ｓ

N 

Ｗ
ｅ１

すみ肉溶接部のせん断力（管台取付部：胴，鏡板又

は平板の外側） 

N 

Ｗ
ｅ２

すみ肉溶接部のせん断力（管台取付部：胴，鏡板又

は平板の内側） 

N 

Ｗ
ｅ３ すみ肉溶接部のせん断力（強め板取付部） N 

Ｗ
ｅ４

突合せ溶接部のせん断力（胴，鏡板又は平板と強め

板との突合せ部） 

N 

Ｗ
ｅ５ 突合せ溶接部のせん断力（管台取付部） N 

Ｗ
ｅ５Ｄ 突合せ溶接部のせん断力（管台取付部） N 

Ｗ
ｅ６

突合せ溶接部の引張力（胴，鏡板又は平板の部分径

Ｄｏｎにおいて） 

N 

Ｗ
ｅ７

突合せ溶接部の引張力（胴，鏡板又は平板の部分径

ｄｗにおいて） 

N 

Ｗ
ｅ８

突合せ溶接部の引張力（強め板の部分径Ｄｏｎにおい

て） 

N 

Ｗ
ｅ９

突合せ溶接部の引張力（強め板の部分径ｄｗにおい

て） 

N 

Ｗ
ｅ１０ 管台のせん断力 N 

Ｗ
ｅ１１

すみ肉溶接部のせん断力（管台取付部の胴，鏡板又

は平板の部分径ｄｗより外側） 

N 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ｗ
ｅｂｐ１ 予想される破断箇所の強さ N 

Ｗ
ｅｂｐ２ 予想される破断箇所の強さ N 

Ｗ
ｅｂｐ３ 予想される破断箇所の強さ N 

Ｗ
ｅｂｐ４ 予想される破断箇所の強さ N 

Ｗ
ｅｂｐ５ 予想される破断箇所の強さ N 

Ｗ
ｅｂｐ６ 予想される破断箇所の強さ N 

ＷＥＬＤ－ 管台溶接形式（図 2-6～図 2-24 を参照） － 

Ｘ 補強の有効範囲（胴，鏡板又は平板の面に沿った方

向） 

mm 

Ｘ
１ 補強の有効範囲 mm 

Ｘ
２ 補強の有効範囲 mm 

Ｘ
ｊ 大きい穴の補強に有効な範囲 mm 

Ｘ
ｊ１ 大きい穴の補強に有効な範囲 mm 

Ｘ
ｊ２ 大きい穴の補強に有効な範囲 mm 

Ｙ
１ 補強の有効範囲（胴，鏡板又は平板より外側） mm 

Ｙ
２ 補強の有効範囲（胴，鏡板又は平板より内側） mm 

η η 穴が長手継手又は胴と全半球形鏡板との接合部の周

継手を通る場合はその継手の効率。その他の場合は

1.00 

－ 

π 円周率 － 

応力除去の 

有無 

有 り 同左 －

無 し 同左 －

注記 ＊1：重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 図PVC-4212-3による。 

＊2：本記号の表示内容は胴の場合を示す。 

なお，鏡板の場合はＳｓをＳｃ，ｔｓｒをｔｃｒに読み替える。平板の場合は，Ｓｓ

をＳｐ，ｄをｄｈ，ｔｓｒをｔｐｒに読み替える。
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(2) 容器の穴の補強計算

「補強は，穴の中心を含み，かつ，胴板の面に垂直な任意の平面に現れる断面につい

て，補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が補強に必要な面積より大きい」こと

を確認する。また，破断が想定される溶接部の強さが溶接部の負うべき荷重より大きい

ことを確認する。 

なお，穴の補強計算上必要のない強め板を取り付けるものもあるが，その場合は強め

板があるものとして計算する。 

a. 胴の場合（設計・建設規格 PVC-3160）

重大事故等クラス２容器については，設計・建設規格 PVC-3160を適用する。

(a) 管台の形式

図2-6～図2-24に管台の形式，補強に有効な面積，補強に必要な面積，破断形式

等を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側

の脚長の破断形式のみを図示する。 

(b) 穴の補強

イ. 補強に必要な面積

(イ) 円筒形の胴の場合

①管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合

Ａ
ｒ
＝ｄ ｔ

ｓｒ
 Ｆ

②管台の一部分が胴の部分となっている場合

Ａ
ｒ
＝ｄ ｔ

ｓｒ
 Ｆ＋2 1－Ｓ

ｎ
Ｓ

ｓ
	 	  ｔ

ｓｒ
 Ｆ ｔ

ｎ

（Ｓ
ｎ

Ｓ
ｓ

	 ＞1の場合はＳ
ｎ

Ｓ
ｓ

	 ＝1とする。以下，胴の場合において同じ。）
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ロ. 補強に有効な範囲（設計・建設規格 PVC-3161.1）

Ｘ＝Ｘ
１
＋Ｘ

２

Ｘ
１
＝Ｘ

２
＝Max（ｄ，ｄ ２＋ｔ

ｓ
＋ｔ

ｎ
	 ）

Ｙ
１
＝Min（2.5 ｔ

ｓ
，2.5 ｔ

ｎ
＋ｔ

ｅ
）

Ｙ
２
＝Min（2.5 ｔ

ｓ
，2.5 ｔ

ｎ
）

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とす

る。 

また，強め板がない場合にはｔ
ｅ
＝0とする。

ハ. 補強に有効な面積

設計・建設規格 PVC-3161.2を適用する。

(イ) 胴の部分の補強に有効な面積

①管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の場

合

Ａ
１
＝ 	η ｔ

ｓ
－Ｆ ｔ

ｓｒ
	 Ｘ－ｄ	

②管台の一部分が胴の部分となっている場合

Ａ
１
＝ 	η ｔ

ｓ
－Ｆ ｔ

ｓｒ
	 Ｘ－ｄ	  

  － 1－Ｓ
ｎ

Ｓ
ｓ

	 	 η ｔ
ｓ
－Ｆ ｔ

ｓｒ
	 2 ｔ

ｎ

(ロ) 管台の部分の補強に有効な面積

①管台が胴の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の場合

Ａ
２
＝2 ｔ

ｎ
－ｔ

ｎｒ
	 Ｙ

１
 Ｓ

ｎ
Ｓ

ｓ
	

②管台が胴の内側に突出している場合

Ａ
２
＝2 ｔ

ｎ
－ｔ

ｎｒ
	 Ｙ

１
＋ｔ

ｎ
 Ｙ

２
	 Ｓ

ｎ
Ｓ

ｓ
	

ただし， 

ｔ
ｎｒ

＝
Ｐ Ｄ

ｏｎ
－2 ｔ

ｎ
	

2 Ｓ
ｎ
－1.2 Ｐ
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(ハ) すみ肉溶接部の部分の補強に有効な面積

Ａ
３
＝Ｌ

１
 Ｌ

１
＋Ｌ

２
 Ｌ

２
＋Ｌ

３
 Ｌ

３

ただし，補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。

(ニ) 強め板の部分の補強に有効な面積

Ａ
４
＝ 	 Min Ｂ

ｅ
，Ｘ	 －Ｄ

ｏｎ
	 ｔ

ｅ
 Ｓ

ｅ
Ｓ

ｓ
	

（Ｓｅ/Ｓｓ＞1の場合はＳｅ/Ｓｓ＝1とする。以下，胴の場合において同じ。） 

(ホ) 補強に有効な総面積

Ａ
０
＝Ａ

１
＋Ａ

２
＋Ａ

３
＋Ａ

４

ニ. 補強に有効な範囲Ｘ１≠Ｘ２の場合の補強に有効な面積の確認

設計・建設規格 PVC-3165を適用する。

補強に必要な面積の2分の1以上の補強に有効な面積は穴の中心線の両側にあ

る必要がある。 

ただし，補強に有効な範囲Ｘ１＝Ｘ２の場合は上記条件を満足することが明ら

かであり，以下の計算は行わない。 

(イ) 補強に必要な面積の2分の1

Ａ
ｒＤ

＝Ａ
ｒ

2	

(ロ) Ｘ１又はＸ２のいずれか小さい方の断面における補強に有効な面積

①胴の部分の補強に有効な面積

・管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の

場合

Ａ
１Ｄ

＝ 	η ｔ
ｓ
－Ｆ ｔ

ｓｒ
	  	 Min 	Ｘ

１
，Ｘ

２
	 －ｄ 2	

・管台の一部分が胴の部分となっている場合

Ａ
１Ｄ

＝ 	η ｔ
ｓ
－Ｆ ｔ

ｓｒ
	 	 Min 	Ｘ

１
，Ｘ

２
	 －ｄ 2	

 － 1－Ｓ
ｎ

Ｓ
ｓ

	 	 η ｔ
ｓ
－Ｆ ｔ

ｓｒ
	 ｔ

ｎ
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②管台の部分の補強に有効な面積

Ａ
２Ｄ

＝Ａ
２

2	  

③すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積

Ａ
３Ｄ

＝Ａ
３

2	  

④強め板の部分の補強に有効な面積

Ａ
４Ｄ

＝Ａ
４

2	  

⑤補強に有効な総面積

Ａ
０Ｄ

＝Ａ
１Ｄ

＋Ａ
２Ｄ

＋Ａ
３Ｄ

＋Ａ
４Ｄ
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(c) 大きい穴の補強

設計・建設規格 PVC-3164を適用する。

イ. 大きい穴の補強を要する限界径

(イ) Ｄ
ｉ
が1500 mm以下の場合

ｄ
ｊ
＝Ｄ

ｉ
2	

ただし，500 mmを超える場合は500 mmとする。

(ロ) Ｄ
ｉ
が1500 mmを超える場合

ｄ
ｊ
＝Ｄ

ｉ
3	

ただし，1000 mmを超える場合は1000 mmとする。

ここで，ｄ≦ｄ
ｊ
の場合は大きい穴の補強計算は必要ない。

一方，ｄ＞ｄ
ｊ
の場合は補強に必要な面積の3分の2以上が穴の周囲から穴の

径の4分の1の範囲内にある必要がある。 

ロ. 大きい穴の補強における管台の形式

図2-26～図2-44に大きい穴の補強における管台の形式を示す。

ハ. 大きい穴の補強に必要な面積

Ａ
ｊｒ

＝
2

3
 Ａ

ｒ

ニ. 大きい穴の補強に有効な範囲

Ｘ
ｊ
＝Ｘ

ｊ１
＋Ｘ

ｊ２

Ｘ
ｊ１

＝Ｘ
ｊ２

＝
ｄ

2
＋

ｄ

4

ただし，構造上計算した有効範囲がとれない場合は，構造上取り得る範囲とす

る。 
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ホ. 大きい穴の補強に有効な面積

(イ) 胴の部分の補強に有効な面積

①管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の場合

Ａ
ｊ１

＝ 	η ｔ
ｓ
－Ｆ ｔ

ｓｒ
	  	Ｘ

ｊ
－ｄ	

②管台の一部分が胴の部分となっている場合

Ａ
ｊ１

＝ 	η ｔ
ｓ
－Ｆ ｔ

ｓｒ
	 	Ｘ

ｊ
－ｄ	

  － 1－Ｓ
ｎ

Ｓ
ｓ

	 	 η ｔ
ｓ
－Ｆ ｔ

ｓｒ
	 2 ｔ

ｎ

(ロ) 管台の部分の補強に有効な面積

①管台が胴の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の場合

Ａ
ｊ２

＝2
Min Ｘ

ｊ
，Ｄ

ｏｎ
	 -ｄ

2
-ｔ

ｎｒ
	 Ｙ

１

Ｓ
ｎ

Ｓ
ｓ

②管台が胴の内側に突出している場合

Ａ
ｊ２

＝2
Min Ｘ

ｊ
，Ｄ

ｏｎ
	 -ｄ

2
-ｔ

ｎｒ
Ｙ

１

＋
Min Ｘ

ｊ
，Ｄ

ｏｎ
	 -ｄ

2
Ｙ

２
	

Ｓ
ｎ

Ｓ
ｓ

(ハ) すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積

Ａ
ｊ３

＝Ｌ
１
 Ｌ

１
＋Ｌ

２
 Ｌ

２
＋Ｌ

３
 Ｌ

３

ただし，大きい穴の補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。

(ニ) 強め板の部分の補強に有効な面積

Ａ
ｊ４

＝ 	 Min 	Ｂ
ｅ
，Ｘ

ｊ
	 －Ｄ

ｏｎ
	 ｔ

ｅ
 Ｓ

ｅ
Ｓ

ｓ
	

(ホ) 大きい穴の補強に有効な総面積

Ａ
ｊ０

＝Ａ
ｊ１

＋Ａ
ｊ２

＋Ａ
ｊ３

＋Ａ
ｊ４
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(d) 溶接部の強度

設計・建設規格 PVC-3168及びPVC-3169を適用する。

イ. 溶接部の負うべき荷重

次の2つの計算式（Ｗ
１
及びＷ

２
）により求めた荷重のうちいずれか小さい方。

よって，Ｗ＝Min 	Ｗ
１
，Ｗ

２
	

ここで，Ｗ＜0の場合は，溶接部の強度計算は必要ない。

一方、Ｗ≧0の場合は以下の溶接部の強度計算を行う。

(イ) 管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の場

合 

Ｗ
１
＝ 	Ａ

２
＋Ａ

３
＋Ａ

４
	 Ｓ

ｓ

Ｗ
２
＝ 	ｄ	ｔ

ｓｒ
－Ａ

１
	 	Ｓ

ｓ

(ロ) 管台の一部分が胴の一部となっている場合

Ｗ
１
＝ 	Ａ

２
＋Ａ

３
＋Ａ

４
	 Ｓ

ｓ

Ｗ
２
＝ 	ｄ

ｗ
	ｔ

ｓｒ
－Ａ

１
	 	Ｓ

ｓ

ロ. 溶接部の単位面積当たりの強さ

Ｓ
ｗ１

＝Ｓ
ｓ
 Ｆ

１

Ｓ
ｗ２

＝Ｓ
ｓ
 Ｆ

２

Ｓ
ｗ３

＝Ｓ
ｓ
 Ｆ

３

Ｓ
ｗ４

＝Min 	Ｓ
ｓ
，Ｓ

ｎ
	  Ｆ

４
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ハ. 継手部の強さ

Ｗ
ｅ１

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
１
 Ｓ

ｗ１
2	  

Ｗ
ｅ２

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
３
 Ｓ

ｗ１
2	   （ＷＥＬＤ－17以外の場合） 

Ｗ
ｅ２

＝π 	ｄ－2 Ｌ
２
	 Ｌ

２
 Ｓ

ｗ１
2	   （ＷＥＬＤ－17の場合） 

Ｗ
ｅ３

＝π Ｂ
ｅ
 Ｌ

２
 Ｓ

ｗ１
2	  

Ｗ
ｅ４

＝π Ｄ
ｏｎ

ｄ
ｗ
－Ｄ

ｏｎ

2
Ｓ

ｗ２
/2

Ｗ
ｅ５

＝π
Ｄ

ｏｎ
＋ｄ

2
ｔ

ｎ
 Ｓ

ｗ２
/2

Ｗ
ｅ６

＝π Ｄ
ｏｎ

 ｔ
ｓ
 Ｓ

ｗ３
2	  

 （ＷＥＬＤ－5，6，14，35，36，44以外の場合） 

Ｗ
ｅ６

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
４
 Ｓ

ｗ３
2	  

 （ＷＥＬＤ－5，6，14，35，36，44の場合） 

Ｗ
ｅ７

＝π ｄ
ｗ
 ｔ

ｓ
 Ｓ

ｗ３
2	   （ＷＥＬＤ－6，36以外の場合） 

Ｗ
ｅ７

＝π ｄ
ｗ
 Ｌ

４
 Ｓ

ｗ３
2	   （ＷＥＬＤ－6，36の場合） 

Ｗ
ｅ８

＝π Ｄ
ｏｎ

 ｔ
ｅ
 Ｓ

ｗ３
2	  （ＷＥＬＤ－14，44以外の場合） 

Ｗ
ｅ８

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
５
 Ｓ

ｗ３
2	  （ＷＥＬＤ－14，44の場合） 

Ｗ
ｅ９

＝π ｄ
ｗ
 ｔ

ｅ
 Ｓ

ｗ３
2	  

Ｗ
ｅ１０

＝π 	
Ｄ

ｏｎ
＋ｄ

2
ｔ

ｎ
 Ｓ

ｗ４
/2

Ｗ
ｅ１１

＝π ｄ
ｗ

Ｄ
ｏｎ

－ｄ
ｗ

2
＋Ｌ

１
	  Ｓ

ｗ１
/2
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ニ. 予想される破断箇所の強さ

(イ) ＷＥＬＤ－１，31の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ５

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ５

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ５Ｄ

を通る強さ＝Ｗ
ｅ５

(ロ) ＷＥＬＤ－2，32の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ハ) ＷＥＬＤ－3，33の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ７

(ニ) ＷＥＬＤ－4，34の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ１１

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１１

＋Ｗ
ｅ７

ただし，Ｄ
ｏｎ

＝ｄ
ｗ
の場合はＷ

ｅｂｐ１
＝Ｗ

ｅｂｐ３
となるためＷ

ｅｂｐ３
を省略する。

(ホ) ＷＥＬＤ－5，35の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(へ) ＷＥＬＤ－6，36の場合 

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ７

(ト) ＷＥＬＤ－8，38の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０
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(チ) ＷＥＬＤ－9，39の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ７

(リ) ＷＥＬＤ－11，41の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ヌ) ＷＥＬＤ－12，42の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ル) ＷＥＬＤ－13，43の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ５Ｄ

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ５

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ５

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ５

(ヲ) ＷＥＬＤ－14，44の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０
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（ワ） ＷＥＬＤ－14’の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(カ) ＷＥＬＤ－15，16，22，45，46の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ６

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ヨ) ＷＥＬＤ－17の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ２

(タ) ＷＥＬＤ－18，48の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０
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(レ) ＷＥＬＤ－19，19´，49の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ６

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

ホ. 評価

胴の穴の補強は，下記の条件を満足すれば十分である。

Ａ
０
＞Ａ

ｒ

Ａ
０Ｄ

＞Ａ
ｒＤ

（ただし，Ｘ
１
≠Ｘ

２
の場合のみ）

Ａ
ｊ０

＞Ａ
ｊｒ

（ただし，大きい穴の補強を要する場合のみ）

すべての破断箇所の強さ≧Ｗ（ただし，Ｗが正の場合のみ）
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b. 鏡板の場合

設計・建設規格 PVC-3240を適用する。

(a) 管台の形式

図2-6～図2-24に管台の形式，補強に有効な面積，補強に必要な面積，破断形式

等を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側

の脚長の破断形式のみを図示する。 

(b) 穴の補強

イ. 補強に必要な面積

設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 PVC-3161.3準用）を適用する。

(イ) 半だ円形鏡，さら形鏡板及び全半球鏡板の場合

①管台の一部分が鏡板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－38の場合

Ａ
ｒ
＝ｄ ｔ

ｃｒ
 Ｆ

②管台の一部分が鏡板の部分となっている場合

Ａ
ｒ
＝ｄ ｔ

ｃｒ
 Ｆ＋2 	 1－Ｓ

ｎ
Ｓ

ｃ
	 	 ｔ

ｃｒ
 Ｆ ｔ

ｎ

ただし，ｔ
ｃｒ

は次による。

さら形鏡板であって，中低面に圧力を受けるものは 

ｔ
ｃｒ

＝
Ｐ Ｒ Ｗ

2 Ｓ
ｃ
 η－0.2 Ｐ

 （Ｗ＝1.00，η＝1.00とする。） 

半だ円形鏡板であって，中低面に圧力を受けるものは 

ｔ
ｃｒ

＝
Ｐ Ｒ

2 Ｓ
ｃ
 η－0.2 Ｐ

全半球形鏡板にあって（厚さが内半径の0.356倍以下のもの），中低面に圧

力を受けるものは 

ｔ
ｃｒ

＝
Ｐ Ｒ

2 Ｓ
ｃ
 η－0.2 Ｐ
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ロ. 補強に有効な範囲

設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 PVC-3161.1準用）を適用する。

Ｘ＝Ｘ
１
＋Ｘ

２

Ｘ
１
＝Ｘ

２
＝Max（ｄ，ｄ ２＋ｔ

ｃ
＋ｔ

ｎ
	 ）

Ｙ
１
＝Min（2.5 ｔ

ｃ
，2.5 ｔ

ｎ
＋ｔ

ｅ
）

Ｙ
２
＝Min（2.5 ｔ

ｃ
，2.5 ｔ

ｎ
）

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とす

る。 

また，強め板がない場合にはｔ
ｅ
＝0とする。

ハ. 補強に有効な面積

設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 PVC-3161.2準用）を適用する。

(イ) 鏡板の部分の補強に有効な面積

①管台の一部分が鏡板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－38の場合

Ａ
１
＝ 	η ｔ

ｃ
-Ｆ ｔ

ｃｒ
	  	Ｘ－ｄ	

②管台の一部分が鏡板の部分となっている場合

Ａ
１
＝ 	η ｔ

ｃ
－Ｆ ｔ

ｃｒ
	 Ｘ－ｄ	  

  － 1－Ｓ
ｎ

Ｓ
ｃ

	 	 η ｔ
ｃ
－Ｆ ｔ

ｃｒ
	 2 ｔ

ｎ

(ロ) 管台の部分の補強に有効な面積

①管台が鏡板の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の場合

Ａ
２
＝2 	ｔ

ｎ
－ｔ

ｎｒ
	  Ｙ

１
 Ｓ

ｎ
Ｓ

ｃ
	

②管台が鏡板の内側に突出している場合

Ａ
２
＝2 	 	ｔ

ｎ
－ｔ

ｎｒ
	 Ｙ

１
＋ｔ

ｎ
 Ｙ

２
	 Ｓ

ｎ
Ｓ

ｃ
	

ただし， 

ｔ
ｎｒ

＝
Ｐ Ｄ

ｏｎ
－2 ｔ

ｎ
	

2 Ｓ
ｎ
－1.2 Ｐ
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(ハ) すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積

Ａ
３
＝Ｌ

１
 Ｌ

１
＋Ｌ

２
 Ｌ

２
＋Ｌ

３
 Ｌ

３

ただし，補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。

(ニ) 強め板の部分の補強に有効な面積

Ａ
４
＝ 	 Min Ｂ

ｅ
，Ｘ	 －Ｄ

ｏｎ
	 ｔ

ｅ
 Ｓ

ｅ
Ｓ

ｃ
	

（Ｓｅ/Ｓｃ＞1の場合はＳｅ/Ｓｃ＝1とする。以下，鏡板の場合において同じ。） 

(ホ) 補強に有効な総面積

Ａ
０
＝Ａ

１
＋Ａ

２
＋Ａ

３
＋Ａ

４

ニ. 補強に有効な範囲Ｘ１≠Ｘ２の場合の補強に有効な面積の確認

設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 PVC-3165準用）を適用する。

補強に必要な面積の2分の1以上の補強に有効な面積は，穴の中心線の両側に

ある必要がある。 

ただし，補強に有効な範囲Ｘ１＝Ｘ２の場合は上記条件を満足することが明ら

かであり，以下の計算は行わない。 

(イ) 補強に必要な面積の2分の1

Ａ
ｒＤ

＝Ａ
ｒ

2	

(ロ) Ｘ１又はＸ２のいずれか小さい方の断面における補強に有効な面積

①鏡板の部分の補強に有効な面積

・管台の一部分が鏡板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38

の場合

Ａ
１Ｄ

＝ 	η ｔ
ｃ
－Ｆ ｔ

ｃｒ
	  	 Min 	Ｘ

１
，Ｘ

２
	 －ｄ 2	

・管台の一部分が胴の部分となっている場合

Ａ
１Ｄ

＝ 	η ｔ
ｃ
－Ｆ ｔ

ｃｒ
	 	 Min 	Ｘ

１
，Ｘ

２
	 －ｄ 2	

 － 1－Ｓ
ｎ

Ｓ
ｃ

	 	 η ｔ
ｃ
－Ｆ ｔ

ｃｒ
	 ｔ

ｎ
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②管台の部分の補強に有効な面積

Ａ
２Ｄ

＝Ａ
２

2	  

③すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積

Ａ
３Ｄ

＝Ａ
３

2	  

④強め板の部分の補強に有効な面積

Ａ
４Ｄ

＝Ａ
４

2	  

⑤補強に有効な総面積

Ａ
０Ｄ

＝Ａ
１Ｄ

＋Ａ
２Ｄ

＋Ａ
３Ｄ

＋Ａ
４Ｄ
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(c) 大きい穴の補強

設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 PVC-3164準用）を適用する。

イ. 大きい穴の補強を要する限界径

(イ) Ｄ
ｉ
が1500 mm以下の場合

ｄ
ｊ
＝Ｄ

ｉ
2	

ただし，500 mmを超える場合は500 mmとする。

(ロ) Ｄ
ｉ
が1500 mmを超える場合

ｄ
ｊ
＝Ｄ

ｉ
3	

ただし，1000 mmを超える場合は1000 mmとする。

ここで，ｄ≦ｄ
ｊ
の場合は大きい穴の補強計算は必要ない。

一方、ｄ＞ｄ
ｊ
の場合は，補強に必要な面積の3分の2以上が穴の周囲から穴

の径の4分の1の範囲内にある必要がある。 

ロ. 大きい穴の補強における管台の形式

図2-26～図2-44に大きい穴の補強における管台の形式を示す。

ハ. 大きい穴の補強に必要な面積

Ａ
ｊｒ

＝
2

3
 Ａ

ｒ

ニ. 大きい穴の補強に有効な範囲

Ｘ
ｊ
＝Ｘ

ｊ１
＋Ｘ

ｊ２

Ｘ
ｊ１

＝Ｘ
ｊ２

＝
ｄ

2
＋

ｄ

4

ただし，構造上計算した有効範囲がとれない場合は，構造上取り得る範囲とす

る。 
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ホ. 大きい穴の補強に有効な面積

(イ) 鏡板の部分の補強に有効な面積

①管台の一部分が鏡板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の場合

Ａ
ｊ１

＝ 	η ｔ
ｃ
－Ｆ ｔ

ｃｒ
	 Ｘ

ｊ
－ｄ	

②管台の一部分が鏡板の一部となっている場合

Ａ
ｊ１

＝ 	η ｔ
ｃ
－Ｆ ｔ

ｃｒ
	 Ｘ

ｊ
－ｄ	 － 1－Ｓ

ｎ
Ｓ

ｃ
	 	

η ｔ
ｃ
－Ｆ ｔ

ｃｒ
	 Ｘ

ｊ
－ｄ	 － 1－Ｓ

ｎ
Ｓ

ｃ
	 	

(ロ) 管台の部分の補強に有効な面積

①管台が鏡板の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の場合

Ａ
ｊ２

＝2
Min Ｘ

ｊ
，Ｄ

ｏｎ
	 －ｄ

2
－ｔ

ｎｒ
	 Ｙ

１

Ｓ
ｎ

Ｓ
ｃ

②管台が鏡板の内側に突出している場合

Ａ
ｊ２

＝2
Min Ｘ

ｊ
，Ｄ

ｏｎ
	 -ｄ

2
-ｔ

ｎｒ
Ｙ

１

＋
Min Ｘ

ｊ
，Ｄ

ｏｎ
	 -ｄ

2
Ｙ

２
	

Ｓ
ｎ

Ｓ
ｃ

(ハ) すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積

Ａ
ｊ３

＝Ｌ
１
 Ｌ

１
＋Ｌ

２
 Ｌ

２
＋Ｌ

３
 Ｌ

３

ただし，大きい穴の補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。

(ニ) 強め板の部分の補強に有効な面積

Ａ
４
＝ 	 Min 	Ｂ

ｅ
，Ｘ

ｊ
	 －Ｄ

ｏｎ
	 ｔ

ｅ
 Ｓ

ｅ
Ｓ

ｃ
	

(ホ) 大きい穴の補強に有効な総面積

Ａ
ｊ０

＝Ａ
ｊ１

＋Ａ
ｊ２

＋Ａ
ｊ３

＋Ａ
ｊ４



68 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
3
-2
-
9
 R
1 

(d) 溶接部の強度

設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 PVC-3168及びPVC-3169準用）を

適用する。 

イ. 溶接部の負うべき荷重

次の2つの計算式（Ｗ
１
及びＷ

２
）により求めた荷重のうちいずれか小さい方。

よって，Ｗ＝Min 	Ｗ
１
，Ｗ

２
	

ここで，Ｗ＜0の場合は溶接部の強度計算は必要ない。

一方，Ｗ≧0の場合は以下の溶接部の強度計算を行う。

(イ) 管台の一部分が鏡板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の

場合 

Ｗ
１
＝Min 	Ａ

２
＋Ａ

３
＋Ａ

４
	 Ｓ

ｃ

Ｗ
２
＝ 	ｄ	ｔ

ｃｒ
－Ａ

１
	 	Ｓ

ｃ

(ロ) 管台の一部分が鏡板の部分となっている場合

Ｗ
１
＝Min 	Ａ

２
＋Ａ

３
＋Ａ

４
	  Ｓ

ｃ

Ｗ
２
＝ 	ｄ

ｗ
	ｔ

ｃｒ
－Ａ

１
	 	Ｓ

ｃ

ロ. 溶接部の単位面積当たりの強さ

Ｓ
ｗ１

＝Ｓ
ｃ
 Ｆ

１

Ｓ
ｗ２

＝Ｓ
ｃ
 Ｆ

２

Ｓ
ｗ３

＝Ｓ
ｃ
 Ｆ

３

Ｓ
ｗ４

＝Min 	Ｓ
ｃ
，Ｓ

ｎ
	  Ｆ

４
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ハ. 継手部の強さ

Ｗ
ｅ１

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
１
 Ｓ

ｗ１
2	  

Ｗ
ｅ２

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
３
 Ｓ

ｗ１
2	   （ＷＥＬＤ－17以外の場合） 

Ｗ
ｅ２

＝π 	ｄ－2 Ｌ
２
	 Ｌ

２
 Ｓ

ｗ１
2	   （ＷＥＬＤ－17の場合） 

Ｗ
ｅ３

＝π Ｂ
ｅ
 Ｌ

２
 Ｓ

ｗ１
2	  

Ｗ
ｅ４

＝π Ｄ
ｏｎ

ｄ
ｗ
－Ｄ

ｏｎ

2
Ｓ

ｗ２
/2

Ｗ
ｅ５

＝π
Ｄ

ｏｎ
＋ｄ

2
ｔ

ｎ
 Ｓ

ｗ２
/2

Ｗ
ｅ６

＝π Ｄ
ｏｎ

 ｔ
ｃ
 Ｓ

ｗ３
2	  

 （ＷＥＬＤ－5，6，14，35，36，44以外の場合） 

Ｗ
ｅ６

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
４
 Ｓ

ｗ３
2	  

 （ＷＥＬＤ－5，6，14，35，36，44の場合） 

Ｗ
ｅ７

＝π ｄ
ｗ
 ｔ

ｃ
 Ｓ

ｗ３
2	   （ＷＥＬＤ－6，36以外の場合） 

Ｗ
ｅ７

＝π ｄ
ｗ
 Ｌ

４
 Ｓ

ｗ３
2	   （ＷＥＬＤ－6，36の場合） 

Ｗ
ｅ８

＝π Ｄ
ｏｎ

 ｔ
ｅ
 Ｓ

ｗ３
2	  （ＷＥＬＤ－14，44以外の場合） 

Ｗ
ｅ８

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
５
 Ｓ

ｗ３
2	  （ＷＥＬＤ－14，44の場合） 

Ｗ
ｅ９

＝π ｄ
ｗ
 ｔ

ｅ
 Ｓ

ｗ３
2	  

Ｗ
ｅ１０

＝π 	
Ｄ

ｏｎ
＋ｄ

2
ｔ

ｎ
 Ｓ

ｗ４
/2

Ｗ
ｅ１１

＝π ｄ
ｗ

Ｄ
ｏｎ

－ｄ
ｗ

2
＋Ｌ

１
	  Ｓ

ｗ１
/2
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ニ. 予想される破断箇所の強さ

(イ) ＷＥＬＤ－１，31の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ５

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ５

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ５Ｄ

を通る強さ＝Ｗ
ｅ５

(ロ) ＷＥＬＤ－2，32の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ハ) ＷＥＬＤ－3，33の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ７

(ニ) ＷＥＬＤ－4，34の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ１１

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１１

＋Ｗ
ｅ７

ただし，Ｄ
ｏｎ

＝ｄ
ｗ
の場合はＷ

ｅｂｐ１
＝Ｗ

ｅｂｐ３
となるためＷ

ｅｂｐ３
を省略する。

(ホ) ＷＥＬＤ－5，35の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(へ) ＷＥＬＤ－6，36の場合 

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ７

(ト) ＷＥＬＤ－8，38の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０



71 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
3
-2
-
9
 R
1 

(チ) ＷＥＬＤ－9，39の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ７

(リ) ＷＥＬＤ－11，41の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ヌ) ＷＥＬＤ－12，42の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ル) ＷＥＬＤ－13，43の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ５Ｄ

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ５

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ５

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ５

(ヲ) ＷＥＬＤ－14，44の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０
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（ワ） ＷＥＬＤ－14’の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(カ) ＷＥＬＤ－15，16，22，45，46の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ６

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ヨ) ＷＥＬＤ－17の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ２

(タ) ＷＥＬＤ－18，48の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０
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(レ) ＷＥＬＤ－19，19′,49の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ６

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

ホ. 評価

鏡板の穴の補強は，下記の条件を満足すれば十分である。

Ａ
０
＞Ａ

ｒ

Ａ
０Ｄ

＞Ａ
ｒＤ

（ただし，Ｘ
１
≠Ｘ

２
の場合のみ）

Ａ
ｊ０

＞Ａ
ｊｒ

（ただし，大きい穴の補強を要する場合のみ）

すべての破断箇所の強さ≧Ｗ（ただし，Ｗが正の場合のみ）
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c. 平板の場合

設計・建設規格 PVC-3320(2)を適用する。

(a) 管台の形式

図2-6～図2-15及び図2-25に管台の形式，補強に有効な面積，補強に必要な面積，

破断形式等を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側

の脚長の破断形式のみを図示する。 

(b) 穴の補強

イ. 補強に必要な面積

設計・建設規格 PVC-3320(2)（設計・建設規格 PVC-3161.3準用）を適用す

る。 

(イ) 管台の一部分が平板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合

Ａ
ｒ
＝ｄ

ｈ
 ｔ

ｐｒ

(ロ) 管台の一部分が平板の部分となっている場合

Ａ
ｒ
＝ｄ

ｈ
 ｔ

ｐｒ
＋2 	 1－Ｓ

ｎ
Ｓ

ｐ
	 	 ｔ

ｐｒ
 ｔ

ｎ

（Ｓ
ｎ

Ｓ
ｐ

	 ＞1の場合はＳ
ｎ

Ｓ
ｐ

	 ＝1とする。以下，平板の場合において同じ。）
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ロ. 補強に有効な範囲

設計・建設規格 PVC-3320(2)（設計・建設規格 PVC-3161.1準用）を適用す

る。 

Ｘ＝Ｘ
１
＋Ｘ

２

Ｘ
１
＝Ｘ

２
＝Max（ｄ

ｈ
，ｄ

ｈ
２＋ｔ

ｐ
＋ｔ

ｎ
	 ）

Ｙ
１
＝Min（2.5 ｔ

ｐ
，2.5 ｔ

ｎ
＋ｔ

ｅ
）

Ｙ
２
＝Min（2.5 ｔ

ｐ
，2.5 ｔ

ｎ
）

ただし，構造上計算した有効範囲がとれない場合は，構造上取り得る範囲とす

る。 

また，強め板がない場合はｔ
ｅ
＝0とする。

ハ. 補強に有効な面積

設計・建設規格 PVC-3320(2)（設計・建設規格 PVC-3161.2準用）を適用す

る。 

(イ) 平板の部分の補強に有効な面積

①管台の一部分が平板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合

Ａ
１
＝ 	ｔ

ｐ
－ｔ

ｐｒ
	 Ｘ－ｄ

ｈ
	

②管台の一部分が平板の部分となっている場合

Ａ
１
＝ 	ｔ

ｐ
－ｔ

ｐｒ
	 Ｘ－ｄ	－ 1－Ｓ

ｎ
Ｓ

ｐ
	 	 ｔ

ｐ
－ｔ

ｐｒ
	 2 ｔ

ｎ

(ロ) 管台の部分の補強に有効な面積

①管台が平板の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合

Ａ
２
＝2 ｔ

ｎ
－ｔ

ｎｒ
	 Ｙ

１
 Ｓ

ｎ
Ｓ

ｐ
	

②管台が平板の内側に突出している場合

Ａ
２
＝2 ｔ

ｎ
－ｔ

ｎｒ
	 Ｙ

１
＋ｔ

ｎ
 Ｙ

２
	 Ｓ

ｎ
Ｓ

ｐ
	

ただし， 

ｔ
ｎｒ

＝
Ｐ Ｄ

ｏｎ
－2 ｔ

ｎ
	

2 Ｓ
ｎ
－1.2 Ｐ
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(ハ) すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積

Ａ
３
＝Ｌ

１
 Ｌ

１
＋Ｌ

２
 Ｌ

２
＋Ｌ

３
 Ｌ

３

ただし，補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。

(ニ) 強め板の部分の補強に有効な面積

Ａ
４
＝ 	 Min Ｂ

ｅ
，Ｘ	 －Ｄ

ｏｎ
	  ｔ

ｅ
 Ｓ

ｅ
Ｓ

ｐ
	

	（Ｓ
ｅ

Ｓ
ｐ

	 ＞1の場合はＳ
ｅ

Ｓ
ｐ

	 ＝1とする。以下，平板の場合において同じ。）

(ホ) 補強に有効な総面積

Ａ
０
＝Ａ

１
＋Ａ

２
＋Ａ

３
＋Ａ

４

ニ. 補強に有効な範囲Ｘ１≠Ｘ２の場合の補強に有効な面積の確認

設計・建設規格 PVC-3320(2)（設計・建設規格 PVC-3165準用）を適用する。

補強に必要な面積の2分の1以上の補強に有効な面積は，穴の中心線の両側に

ある必要がある。 

ただし，補強に有効な範囲Ｘ１＝Ｘ２の場合は上記条件を満足することが明ら

かであり以下の計算は行わない。 

(イ) 補強に必要な面積の2分の1

Ａ
ｒＤ

＝Ａ
ｒ

2	

(ロ) Ｘ１又はＸ２のいずれか小さい方の断面における補強に有効な面積

①平板の部分の補強に有効な面積

・管台の一部分が平板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場

合

Ａ
１Ｄ

＝ 	ｔ
ｐ
－ｔ

ｐｒ
	  	 Min 	Ｘ

１
，Ｘ

２
	 －ｄ

ｈ
2	

・管台の一部分が平板の部分となっている場合

Ａ
１Ｄ

＝ 	ｔ
ｐ
－ｔ

ｐｒ
	 Min Ｘ

１
，Ｘ

２
	 －ｄ

ｈ
2	

 － 1－Ｓ
ｎ

Ｓ
ｐ

	 	 ｔ
ｐ
－ｔ

ｐｒ
	 ｔ

ｎ
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②管台の部分の補強に有効な面積

Ａ
２Ｄ

＝Ａ
２

2	  

③すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積

Ａ
３Ｄ

＝Ａ
３

2	  

④強め板の部分の補強に有効な面積

Ａ
４Ｄ

＝Ａ
４

2	  

⑤補強に有効な総面積

Ａ
０Ｄ

＝Ａ
１Ｄ

＋Ａ
２Ｄ

＋Ａ
３Ｄ

＋Ａ
４Ｄ
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(c) 溶接部の強度

設計・建設規格 PVC-3320(2)（設計・建設規格 PVC-3168及びPVC-3169準用）

を適用する。 

イ. 溶接部の負うべき荷重

次の2つの計算式（Ｗ
１
及びＷ

２
）により求めた荷重のうちいずれか小さい方

よって，Ｗ＝Min 	Ｗ
１
，Ｗ

２
	

ここで，Ｗ＜0の場合は溶接部の強度計算は必要ない。

一方，Ｗ≧0の場合は以下の溶接部の強度計算を行う。

(イ) 管台の一部分が平板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合

Ｗ
１
＝Min 	Ａ

２
＋Ａ

３
＋Ａ

４
	  Ｓ

ｐ

Ｗ
２
＝ 	ｄ	ｔ

ｐｒ
－Ａ

１
	 	Ｓ

ｐ

(ロ) 管台の一部分が平板の部分となっている場合

Ｗ
１
＝Min 	Ａ

２
＋Ａ

３
＋Ａ

４
	  Ｓ

ｐ

Ｗ
２
＝ 	ｄ

ｗ
	ｔ

ｐｒ
－Ａ

１
	 	Ｓ

ｐ

ロ. 溶接部の単位面積当たりの強さ

Ｓ
ｗ１

＝Ｓ
ｐ
 Ｆ

１

Ｓ
ｗ２

＝Ｓ
ｐ
 Ｆ

２

Ｓ
ｗ３

＝Ｓ
ｐ
 Ｆ

３

Ｓ
ｗ４

＝Min 	Ｓ
ｐ
，Ｓ

ｎ
	  Ｆ

４
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ハ. 継手部の強さ

Ｗ
ｅ１

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
１
 Ｓ

ｗ１
2	  

Ｗ
ｅ２

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
３
 Ｓ

ｗ１
2	   （ＷＥＬＤ－17以外の場合） 

Ｗ
ｅ２

＝π 	ｄ－2 Ｌ
２
	 Ｌ

２
 Ｓ

ｗ１
2	   （ＷＥＬＤ－17の場合） 

Ｗ
ｅ３

＝π Ｂ
ｅ
 Ｌ

２
 Ｓ

ｗ１
2	  

Ｗ
ｅ４

＝π Ｄ
ｏｎ

ｄ
ｗ
－Ｄ

ｏｎ

2
Ｓ

ｗ２
/2

Ｗ
ｅ５

＝π
Ｄ

ｏｎ
＋ｄ

2
ｔ

ｎ
 Ｓ

ｗ２
/2

Ｗ
ｅ６

＝π Ｄ
ｏｎ

 ｔ
ｐ
 Ｓ

ｗ３
2	  （ＷＥＬＤ－5，6，14以外の場合） 

Ｗ
ｅ６

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
４
 Ｓ

ｗ３
2	     （ＷＥＬＤ－5，6，14の場合） 

Ｗ
ｅ７

＝π ｄ
ｗ
 ｔ

ｐ
 Ｓ

ｗ３
2	   （ＷＥＬＤ－6以外の場合） 

Ｗ
ｅ７

＝π ｄ
ｗ
 Ｌ

４
 Ｓ

ｗ３
2	   （ＷＥＬＤ－6の場合） 

Ｗ
ｅ８

＝π Ｄ
ｏｎ

 ｔ
ｅ
 Ｓ

ｗ３
2	  （ＷＥＬＤ－14以外の場合） 

Ｗ
ｅ８

＝π Ｄ
ｏｎ

 Ｌ
５
 Ｓ

ｗ３
2	  （ＷＥＬＤ－14の場合） 

Ｗ
ｅ９

＝π ｄ
ｗ
 ｔ

ｅ
 Ｓ

ｗ３
2	  

Ｗ
ｅ１０

＝π 	
Ｄ

ｏｎ
＋ｄ

ｈ

2
ｔ

ｎ
 Ｓ

ｗ４
/2

Ｗ
ｅ１１

＝π ｄ
ｗ

Ｄ
ｏｎ

－ｄ
ｗ

2
＋Ｌ

１
	  Ｓ

ｗ１
/2
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ニ. 予想される破断箇所の強さ

(イ) ＷＥＬＤ－1の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ５

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ５

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ５Ｄ

を通る強さ＝Ｗ
ｅ５

(ロ) ＷＥＬＤ－2の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ハ) ＷＥＬＤ－3の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ７

(ニ) ＷＥＬＤ－4の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ１１

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１１

＋Ｗ
ｅ７

ただし，Ｄ
ｏｎ

＝ｄ
ｗ
の場合はＷ

ｅｂｐ１
＝Ｗ

ｅｂｐ３
となるためＷ

ｅｂｐ３
を省略する。

(ホ) ＷＥＬＤ－5の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(へ) ＷＥＬＤ－6の場合 

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ７

(ト) ＷＥＬＤ－8の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０
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(チ) ＷＥＬＤ－9の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ７

(リ) ＷＥＬＤ－11の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ヌ) ＷＥＬＤ－12の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(ル) ＷＥＬＤ－13の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ５Ｄ

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ５

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ５

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ５

(ヲ) ＷＥＬＤ－14の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ６

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０
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(ワ) ＷＥＬＤ－15，16，22の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ６

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(カ) ＷＥＬＤ－17の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ２

(ヨ) ＷＥＬＤ－18の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０

(タ) ＷＥＬＤ－19，19´の場合

Ｗ
ｅｂｐ１

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ８

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ８

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ２

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ３

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ６

 Ｗ
ｅ２

を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ６

＋Ｗ
ｅ２

Ｗ
ｅｂｐ４

 ＝ Ｗ
ｅ３

 Ｗ
ｅ４

 Ｗ
ｅ１０

 を通る強さ＝Ｗ
ｅ３

＋Ｗ
ｅ４

＋Ｗ
ｅ１０

Ｗ
ｅｂｐ５

 ＝ Ｗ
ｅ９

 Ｗ
ｅ７

を通る強さ＝Ｗ
ｅ９

＋Ｗ
ｅ７

Ｗ
ｅｂｐ６

 ＝ Ｗ
ｅ１

 Ｗ
ｅ１０

を通る強さ＝Ｗ
ｅ１

＋Ｗ
ｅ１０
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ホ. 評価

平板の穴の補強は，下記の条件を満足すれば十分である。

Ａ
０Ｄ

＞Ａ
ｒ

Ａ
０Ｄ

＞Ａ
ｒＤ

（ただし，Ｘ
１
≠Ｘ

２
の場合のみ）

すべての破断箇所の強さ Ｗ≧ （ただし，Ｗが正の場合のみ）
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(3) 開放タンクの穴の補強計算

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3940及びPVC-3950を適用す

る。 

ただし，穴の径が85 mm以下の場合は計算を行わない。 

ここで，最高使用圧力Ｐは，次の式による値とする。 

Ｐ＝9.80665×10－3 Ｈ ρ 

開放タンクの胴に穴を設ける場合は，2.2.9(2)項「容器の穴の補強計算」を適用す

る。 
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(5) 2つ以上の穴が接近しているときの補強計算

重大事故等クラス２容器については，設計・建設規格 PVC-3162を適用する。

a. 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位

Ａ
１ 2 つの穴の間及び強め板の断面積の和 mm2 

Ａ
２ 2 つの穴の間の胴板内に溶着された管壁の断面積 mm2 

Ａ
ｄ

Ａ
１
とＡ

２
の和 mm2 

Ａ
ｒ

Ａ
ｒ１

とＡ
ｒ２

の和の 1/2 mm2 

Ａ
ｒ１

，Ａ
ｒ２ 2 つの穴のそれぞれの補強に必要な断面積 mm2 

Ａ
ｒｓ 2 つの穴の間の強め材の断面積 mm2 

Ａ
ｓ

Ａ
ｓ

2 つの穴の間に必要な胴の断面積（胴板内に溶着さ

れた管壁を含む。） 

mm2 

ｄ 2 つの穴の中心間に必要な距離 mm 

ｄ
１
，ｄ

２ 2 つの穴のそれぞれの直径 mm 

Ｆ Ｆ 係数 － 

2 つの穴の中心間の距離 mm 

Ｌ
１ｉ

，Ｌ
２ｉ 2 つの穴のそれぞれの内側溶け込み深さ mm 

Ｌ
１ｏ

，Ｌ
２ｏ 2 つの穴のそれぞれの外側溶け込み深さ mm 

ｔ
１
，ｔ

２ 2 つの穴のそれぞれの管壁の厚さ mm 

ｔ
ｓｒ

ｔ
ｓｒ 胴の継手がない場合の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｓｒ

ｔ
ｃｒ 鏡板の継手がない場合の計算上必要な厚さ mm 

ｔ
ｓｒ

ｔ
ｐｒ 平板の計算上必要な厚さ mm 

b. 算式

2以上の穴が接近しているためそれぞれの補強に有効な範囲が重なり合うときは次

による。 

ｄ＝1.5 
ｄ

１
＋ｄ

２

2

Ａ
ｒ
＝0.5 Ａ

ｒ１
＋Ａ

ｒ２
	

Ａ
ｓ
＝0.7 ｔ

ｓｒ
 Ｆ （胴の補強計算の場合）

Ａ
ｓ
＝0.7 ｔ

ｃｒ
 Ｆ （鏡板の補強計算の場合）

Ａ
ｓ
＝0.7 ｔ

ｐｒ
 Ｆ （平板の補強計算の場合）

Ａ
ｄ
＝Ａ

１
＋Ａ

２
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c. 評価

下記の条件を満足すれば十分である。

≧ｄ，Ａ
ｒｓ

≧Ａ
ｒ
，Ａ

ｄ
≧Ａ

ｓ

ここで，各形式図（図2-6～図2-44）において，胴，鏡板又は平板の最小厚さ及び

穴の補強計算に用いる計算上必要な厚さは，それぞれ胴の場合はｔｓ，ｔｓｒ，鏡板の

場合はｔｃ，ｔｃｒ，平板の場合はｔｐ，ｔｐｒと読替えを行う。

また，各形式図中のｄは，平板の場合はｄｈと読替えを行う。
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図2-6 

注 ：Ｗｅ１等で示される図中の太線は，予想される破断形式を示す。（以降，同様） 
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図2-7 
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図2-8 
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図2-9 
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図2-10 
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図2-11 
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図2-12 
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図2-13 
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図2-14 
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図2-15 
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図2-16 
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図2-17 
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図2-18 
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図2-19 
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図2-20 
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図2-21 
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図2-22 
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図2-23 
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図2-24 

図2-25 
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図2-26 
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図2-27 
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図2-28 
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図2-29 
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図2-30 
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図2-31 
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図2-32 
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図2-33 
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図2-34 
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図2-35 
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図2-36 
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図2-37 
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図2-38 
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図2-39 
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図2-40 
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図2-41 
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図2-42 
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図2-43 
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図2-44 
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2.2.10 フランジの強度計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3710を適用する。 

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５を適用する。 

フランジ形式及び各部の記号は図2-45～図2-47による。

(1) 記号の定義

ＪＩＳ 

の記号 
計算書の表示 表示内容 単位

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

Ａ
ｂ

Ａ
ｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａ
ｍ

Ａ
ｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａ
ｍ１

Ａ
ｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａ
ｍ２

Ａ
ｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ
０

ｂ
０

ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 表 3 による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 

・一体形フランジ及び一体形フランジとして計算

する任意形フランジの場合

Ｕ

Ｖ
ｈ

０
 ｇ

０

2

係数 

・ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして

計算する任意形フランジの場合

Ｕ

Ｖ
Ｌ

ｈ
０
 ｇ

０

2

mm3 

ｄ
ｂ

ｄ
ｂ

ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の小さ

い方の径 

mm 

Ｄ
ｇ

Ｄ
ｇ セルフシールガスケットの外径 mm 

ｅ ｅ 

・一体形フランジ及び一体形フランジとして計算

する任意形フランジの場合

Ｆ

ｈ
０

係数 

・ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして

計算する任意形フランジの場合

Ｆ
Ｌ

ｈ
０

mm－1
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ＪＩＳ 

の記号 
計算書の表示 表示内容 単位

Ｆ Ｆ 一体形フランジ及び一体形フランジとして計算する

任意形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 図 5 又は附属書 3 表 4 による。） 

－ 

Ｆ
Ｌ

Ｆ
Ｌ

ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして計算

する任意形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 図 6 又は附属書 3 表 4 による。）

－ 

ｆ ｆ ハブ応力修正係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書

3 図 4 又は附属書 3 表 4 による。）
－ 

ＦＬＡＮＧＥ－ フランジの形式（ＪＩＳ Ｂ ８２６５による。図

4-1～図 4-3 参照）
－ 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

Ｇ
ｓ ガスケット接触面の外径 mm 

ｇ
０

ｇ
０ ハブ先端の厚さ mm 

ｇ
ｉ

ｇ
ｉ フランジ背面のハブの厚さ mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

Ｈ
Ｄ

Ｈ
Ｄ 圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

ｈ
Ｄ

ｈ
Ｄ

ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離 mm 

Ｈ
Ｇ

Ｈ
Ｇ ガスケット荷重 N 

ｈ
Ｇ

ｈ
Ｇ

ボルト穴の中心円からＨ
Ｇ
作用点までの半径方向の距離 mm 

ｈ
０

ｈ
０ Ｂｇ

０
mm 

Ｈ
Ｐ

Ｈ
Ｐ

気密を十分に保つために，ガスケット又は継手接触

面に加える圧縮力 
N 

Ｈ
Ｔ

Ｈ
Ｔ

圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジの

内径面に加わる荷重との差 
N 

ｈ
Ｔ

ｈ
Ｔ

ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方向の

距離 
mm 

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比（＝Ａ Ｂ） － 

Ｌ Ｌ 係数 	 ＝
ｔ ｅ＋1

Ｔ
＋

ｔ
3

ｄ
－

ｍ ｍ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 

表 2 による。） 

－ 

Ｍ
Ｄ

Ｍ
Ｄ

内圧によってフランジの内径面に加わる荷重による

モーメント
N･mm

Ｍ
Ｇ

Ｍ
Ｇ ガスケット荷重によるモーメント N･mm

Ｍ
ｇ

Ｍ
ｇ ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント N･mm

Ｍ
０

Ｍ
０ 使用状態でフランジに作用するモーメント N･mm
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ＪＩＳ 

の記号 
計算書の表示 表示内容 単位

Ｍ
Ｔ

Ｍ
Ｔ

内圧によってフランジに加わる全荷重とフランジの

内径面に加わる荷重との差によるモーメント 

N･mm

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書 3 表 3 による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 － 

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交点ま

での半径方向の距離 

mm 

Ｔ Ｔ Ｋ＝Ａ Ｂ	 の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 又は図中の算式による。）

－ 

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

Ｕ Ｕ Ｋ＝Ａ Ｂ	 の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 又は図中の算式による。）

－ 

Ｖ Ｖ 一体形フランジ及び一体形フランジとして計算する

任意形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 図 8 又は附属書 3 表 4 による。） 

－ 

Ｖ
Ｌ

Ｖ
Ｌ

ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして計算

する任意系フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 図 9 又は附属書 3 表 4 による。）

－ 

Ｗ
ｇ

Ｗ
ｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗ
ｍ１

Ｗ
ｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ
ｍ２

Ｗ
ｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ
０

Ｗ
０ 使用状態でのボルト荷重 N 

Ｙ Ｙ Ｋ＝Ａ Ｂ	 の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 又は図中の算式による。）

－ 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力（ＪＩＳ Ｂ ８２

６５ 附属書 3 表 2 による。） 

N/mm

Ｚ Ｚ Ｋ＝Ａ Ｂ	 の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 又は図中の算式による。）

－ 

π π 円周率 － 

σ
ａ

σ
ａ

常温におけるボルト材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7 によ

る。） 

MPa 

σ
ｂ

σ
ｂ

最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7 によ

る。） 

MPa 

σ
ｆ

σ
ｆａ

常温におけるフランジ材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は

表 6 による。 

MPa 

σ
ｆ

σ
ｆ

最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は

表 6 による。） 

MPa 

σ
ｎ

σ
ｎａ

管台又は胴の材料の常温における許容引張応力（設

計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表 6

による。） 

MPa 
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ＪＩＳ 

の記号 
計算書の表示 表示内容 単位

σ
ｎ

σ
ｎ

管台又は胴の材料の最高使用温度における許容引張

応力（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。） 

MPa 

σ
Ｈ

σ
Ｈ ハブの軸方向応力 MPa＊

σ
Ｒ

σ
Ｒ フランジの径方向応力 MPa＊

σ
Ｔ

σ
Ｔ

フランジの周方向応力ガスケット締付時にフランジ

に作用するモーメント

MPa＊

ガスケット 

座面の形状 

ガスケット座面の形状（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 表 3 による。）

－ 

注記 ＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ

「MPa」に読み替えるものとする。 

(2) 算式

a. フランジの内圧計算

任意形フランジは，一体形フランジとして計算する。

ただし，下記条件をすべて満足する場合には，ハブなしルーズ形フランジとして計

算する。 

・ｇ
０
≦16mm

・Ｂ ｇ
０
≦300

・Ｐ≦2MPa

・最高使用温度≦370℃

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径

ガスケット座の有効幅ｂ及びガスケット反力円の直径Ｇは，ガスケット座の基本

幅ｂ
ｏ
に従い以下のように求める。

ここで，ｂ
０
はＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。

・ｂ
０
≦6.35mmの場合

ｂ＝ｂ
０

Ｇ＝Ｇ
ｓ
－Ｎ

・ｂ
０
＞6.35mmの場合

ｂ＝2.52 	 ｂ
０

Ｇ＝Ｇ
ｓ
－2 ｂ
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(b) 計算上必要なボルト荷重

イ. 使用状態で必要なボルト荷重

Ｗ
ｍ１

＝Ｈ＋Ｈ
ｐ

Ｈ＝
π

4
 Ｇ

2
 Ｐ 

Ｈ
Ｐ
＝2 π ｂ Ｇ ｍ Ｐ

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重

Ｗ
ｍ２

＝π ｂ Ｇ ｙ

熱交換器の管板を挟む一対のフランジのように，フランジ又はガスケットが同

一でない場合は，Ｗ
ｍ１

及びＷ
ｍ２

の値は，それぞれのフランジ又はガスケットに

ついて計算した値のうちの大きい方とし，その値を両方のフランジの計算に用い

る。 

また，セルフシールガスケットを用いる場合は， 

Ｗ
ｍ１

	＝Ｈ	＝
π

4
Ｄ

ｇ

2
 Ｐ 

Ｗ
ｍ２

＝0

とする。 

ハ. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積

Ａ
ｍ１

＝Ｗ
ｍ１

σ
ｂ

	 （使用状態）

Ａ
ｍ２

＝Ｗ
ｍ２

σ
ａ

	 （ガスケット締付時）

Ａ
ｍ
＝Max 	Ａ

ｍ１
，Ａ

ｍ２
	

Ａ
ｂ
＝

π

4
ｄ

ｂ

2
 ｎ 

ニ. フランジの計算に用いるボルト荷重

Ｗ
ｏ
＝Ｗ

ｍ１
（使用状態）

Ｗ
ｇ
＝ 	Ａ

ｍ
＋Ａ

ｂ
	  σ

ａ
2	 （ガスケット締付時） 
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ホ. 使用状態でフランジに加わる荷重

Ｈ
Ｄ
＝

π

4
 Ｂ

2
 Ｐ 

Ｈ
Ｇ
＝Ｗ

０
－Ｈ

Ｈ
Ｔ
＝Ｈ－Ｈ

Ｄ

ヘ. 使用状態でのフランジ荷重にに対するモーメントアーム

フランジの形式 ｈ
Ｄ

ｈ
Ｇ

ｈ
ｒ

一体形フランジ及び一

体型フランジとして計

算する任意形フランジ 

Ｒ＋0.5 ｇ
1

Ｃ－Ｇ

2

Ｒ＋ｇ
1
＋ｈ

ｇ

2

差込み形フランジ及び

ルーズ形フランジとし

て計算する任意形フラ

ンジ

Ｃ－Ｂ

2

Ｃ－Ｇ

2

ｈ
Ｄ
＋ｈ

Ｇ

2

ラップジョイント形

フランジ
Ｃ－Ｂ

2

Ｃ－Ｇ

2

Ｃ－Ｇ

2

ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
ｇ

１

また，セルフシールガスケットを用いる場合は，ＧはＤ
ｇ
と読み替える。

（ｈ項においても同じ。） 

ト. 使用状態でフランジに作用するモーメント

Ｍ
Ｄ
＝Ｈ

Ｄ
 ｈ

Ｄ

Ｍ
Ｇ
＝Ｈ

Ｇ
 ｈ

Ｇ

Ｍ
Ｔ
＝Ｈ

Ｔ
 ｈ

Ｔ

Ｍ
０
＝Ｍ

Ｄ
＋Ｍ

Ｇ
＋Ｍ

Ｔ

チ. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント

Ｍ
ｇ
＝Ｗ

ｇ

Ｃ－Ｇ

2
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リ. 一体形フランジ，一体形フランジとして計算する任意形フランジ及びルーズ

形フランジでハブを考慮して計算するものの応力 

(イ) 使用状態でのフランジ応力

σ
Ｈ
＝

ｆ Ｍ
０

Ｌ ｇ
１

2
 Ｂ

σ
Ｒ
＝

1.33 ｔ ｅ＋1 Ｍ
０

Ｌ ｔ
2
 Ｂ

σ
Ｔ
＝

Ｙ Ｍ
０

ｔ
2
 Ｂ

－Ｚ σ
Ｒ

(ロ) ガスケット締付時のフランジの応力

σ
Ｈ
＝

ｆ Ｍ
ｇ

Ｌ ｇ
１

2
 Ｂ

σ
Ｒ
＝

1.33 ｔ ｅ＋1 Ｍ
ｇ

Ｌ ｔ
2
 Ｂ

σ
Ｔ
＝

Ｙ Ｍ
ｇ

ｔ
2
 Ｂ

－Ｚ σ
Ｒ

ここで， 

Ｌ＝
ｔ ｅ＋1

Ｔ
＋

ｔ
3

ｄ

ｈ
０
＝	 Ｂ ｇ

０

（一体形フランジ及び一体形フランジとして計算する任意形のフランジの場合） 

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
ｈ

０
 ｇ

０

2

（ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして計算する任意形フランジの場合）

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
Ｌ

ｈ
０
 ｇ

０

2



132 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
3
-2
-
9
 R
1 

（一体形フランジ及び一体形フランジとして計算する任意フランジの場合） 

ｅ＝
Ｆ

ｈ
０

（ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして計算する任意形フランジの場合）

ｅ＝
Ｆ

Ｌ

ｈ
０

ヌ. ルーズ形フランジでハブがないもの，ハブを無視して計算するもの及びハブ

なしルーズ形フランジとして計算する任意形フランジの応力 

(イ) 使用状態でのフランジの応力

σ
Ｈ
＝0

σ
Ｒ
＝0

σ
Ｔ
＝

Ｙ Ｍ
０

ｔ
2
 Ｂ

(ロ) ガスケット締付時のフランジの応力

σ
Ｈ
＝0

σ
Ｒ
＝0

σ
Ｔ
＝

Ｙ Ｍ
ｇ

ｔ
2
 Ｂ

ル. 評価

内圧を受けるフランジは，下記の条件を満足すれば十分である。

(イ) 一体形フランジ，一体形フランジとして計算する任意形フランジ及びルー

ズ形フランジでハブを考慮するもの 

①ボルトの総有効断面積Ａ
ｂ
＞Ａ

ｍ
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②ハブの軸方向応力

・一体形フランジとして計算するものの場合

使用状態にあっては σ
Ｈ
≦Min 	 1.5 σ

ｆ
，1.5 σ

ｎ
	

ガスケット締付時にあっては σ
Ｈ
≦Min 	 1.5 σ

ｆａ
，1.5 σ

ｎａ
	

・図2-45 ＦＬＡＮＧＥ－2に示すハブ付き一体形フランジの場合

使用状態にあっては σ
Ｈ
≦Min 	 1.5 σ

ｆ
，2.5 σ

ｎ
	

ガスケット締付時にあっては σ
Ｈ
≦Min 	 1.5 σ

ｆａ
，2.5 σ

ｎａ
	

・上記以外で鋳鉄以外の材料の場合

使用状態にあってはσ
Ｈ
≦1.5 σ

ｆ

ガスケット締付時にあっては σ
Ｈ
≦1.5 σ

ｆａ

③フランジの径方向応力

使用状態にあってはσ
Ｒ
≦σ

ｆ

ガスケット締付時にあっては σ
Ｒ
≦σ

ｆａ

④フランジの周方向応力

使用状態にあってはσ
Ｔ
≦σ

ｆ

ガスケット締付時にあっては σ
Ｔ
≦σ

ｆａ

⑤軸方向と径方向応力の平均

使用状態にあっては 
σ

Ｈ
＋σ

Ｒ

2
≦σ

ｆ

ガスケット締付時にあっては 
σ

Ｈ
＋σ

Ｒ

2
≦σ

ｆａ

⑥軸方向と周方向応力の平均

使用状態にあっては 
σ

Ｈ
＋σ

Ｔ

2
≦σ

ｆ

ガスケット締付時にあっては 
σ

Ｈ
＋σ

Ｔ

2
≦σ

ｆａ
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(イ) ルーズ形フランジでハブがないもの，ハブを無視して計算するもの及びハ

ブなしルーズ形フランジとして計算する任意形フランジ 

①ボルトの総有効断面積   Ａ
ｂ
＞Ａ

ｍ
 

②フランジの周方向応力

使用状態にあっては σ
Ｔ
≦σ

ｆ

ガスケット締付時にあっては σ
Ｔ
≦σ

ｆａ
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図2-45 
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図2-46 
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図2-47 
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2.3 既工認における評価結果の確認による強度評価方法 

クラス２容器を重大事故等クラス２容器として兼用する容器の強度評価について，以下の

確認内容のとおり，クラス２容器の既に認可された工事計画（以下「既工認」という。）の

添付書類における評価結果を用いることにより，重大事故等クラス２容器の評価ができるこ

とから，クラス２容器の既工認の確認による評価を実施する。 

2.3.1 確認内容 

(1) 技術基準規則第17条において，クラス２容器の材料，構造及び強度の要求は，重

大事故等クラス２容器に要求される適切な機械的強度及び化学的成分，延性破断防止

等の要求と同じである。 

(2) 重大事故等時の使用圧力及び使用温度は設計基準の最高使用圧力及び最高使用温

度に包絡されている。 

2.3.2 強度評価方法 

クラス２容器の既工認における評価結果にてクラス２容器としての強度が十分である

ことを確認することにより，重大事故等クラス２容器として要求される強度が十分であ

ることを確認する。 
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3. 重大事故等クラス２容器であってクラス１容器の強度計算方法

重大事故等クラス２容器であってクラス１容器については，添付書類「Ⅴ-2-3-4-1-1 原

子炉圧力容器の応力解析の方針」に記載する強度計算方法にて評価を実施する。 

4. 重大事故等クラス２容器であって原子炉格納容器の強度計算方法

重大事故等クラス２容器であって原子炉格納容器の強度計算方法については，添付書類「Ⅴ

-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」

の記載内容に基づき，設計・建設規格による評価を実施する。 

対象となる添付書類を以下に示す。これら添付書類については，評価の対象となる機器の形

状，設計条件により計算方法が異なることから，計算方法については各計算書に個別に示すこ

ととする。 

Ⅴ-3-9-1-1-1 ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の基本板厚計算書 

Ⅴ-3-9-1-1-2 ドライウェルトップヘッドの強度計算書 

Ⅴ-3-9-1-1-3 ドライウェルフランジ部の強度計算書 

Ⅴ-3-9-1-1-4 ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の強度計算書 

Ⅴ-3-9-1-1-5 原子炉格納容器胴アンカー部強度計算書 

Ⅴ-3-9-1-1-6 サプレッション・チェンバ底部ライナ部強度計算書

Ⅴ-3-9-1-1-7 原子炉格納容器底部コンクリートマット強度計算書 

Ⅴ-3-9-1-2-1 機器搬入用ハッチの基本板厚計算書 

Ⅴ-3-9-1-2-2 機器搬入用ハッチの強度計算書 

Ⅴ-3-9-1-3-1 所員用エアロックの基本板厚計算書 

Ⅴ-3-9-1-3-2 所員用エアロックの強度計算書 

Ⅴ-3-9-1-3-3 サプレッション・チェンバアクセスハッチの基本板厚計算書

Ⅴ-3-9-1-3-4 サプレッション・チェンバアクセスハッチの強度計算書

Ⅴ-3-9-1-4-1 原子炉格納容器貫通部の強度計算書 

Ⅴ-3-9-1-4-2 原子炉格納容器貫通部ベローズの強度計算書 

Ⅴ-3-9-1-4-3 電気配線貫通部の強度計算書 

Ⅴ-3-9-2-1  ベント管の強度計算書 

Ⅴ-3-9-2-2-1-1 格納容器スプレイヘッダの基本板厚計算書 

Ⅴ-3-9-2-2-1-2 格納容器スプレイヘッダの応力計算書 
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別紙 容器の強度計算書のフォーマット 
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Ⅴ-3-＊-＊-＊ ○○○○○○○○○○○○の強度計算書



別 1-2 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
3
-2
-
9
 R
1 

まえがき 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-9 重大事故等クラス２容器の強度計算方法」に基づい

て計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の

技術基準

に対象と

する施設

の規定が

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性

評価 

区分 

評価 

クラス
クラス

アップ

の有無

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 
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1. 計算条件

 1.1 計算部位 

概要図に強度計算箇所を示す。 

図中の番号は次ページ以降の 

計算項目番号を示す。 

図3-1 概要図 

 1.2 設計条件 

最高使用圧力（MPa） ＊＊＊＊ 

最高使用温度（℃） ＊＊＊ 

2.2(1) 

2.6(2) 

2.4(2) 

2.1(1) 2.5(1) 

2.4(4) 

2.6(1) 

2.4(1) 

2.4(9) 

2.4(5) 
2.2(1) 2.5(2) 

2.4(6) 

2.4(8) 

2.3(1) 

2.6(4) 

2.4(7) 

2.4(3) 

2.6(3) 
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2.1 容器の胴の厚さの計算 

設計・建設規格 PVC-3120 

胴板名称 (1) 胴板

材料 SUS316L 

最高使用圧力   Ｐ    (MPa) 

最高使用温度  (℃) 

胴の内径  (mm) Ｄｉ 

許容引張応力   Ｓ    (MPa) 107 

継手効率 η 1.00 

継手の種類 突合せ両側溶接 

放射線検査の有無 有り 

必要厚さ   ｔ１  (mm) 

必要厚さ   ｔ２ (mm) 

ｔ１，ｔ２の大きい値  ｔ   (mm) 

呼び厚さ   ｔｓｏ  (mm) 

最小厚さ   ｔｓ  (mm) 

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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2.2 容器の鏡板の厚さの計算 

(イ) 設計・建設規格 PVC-3210

鏡板の形状

鏡板名称 (1) 鏡板

鏡板の外径 Ｄｏｃ   (mm) 2240.00 

鏡板の中央部における内面の半径 Ｒ   (mm) 2200.00 

鏡板のすみの丸みの内半径 ｒ  (mm) 220.00 

3・ｔｃｏ   (mm) 60.00 

0.06・Ｄｏｃ  (mm) 134.40 

評価：Ｄｏｃ≧Ｒ，ｒ≧3・ｔｃｏ，ｒ≧0.06・Ｄｏｃ，ｒ≧50 mm，よってさら形鏡板である。 

(ロ) 設計・建設規格 PVC-3220

鏡板の厚さ

鏡板名称 (1) 鏡板

材料 SUS316L 

最高使用圧力 Ｐ (MPa) 

最高使用温度  (℃) 

胴の内径 Ｄｉ   (mm) 

さら形鏡板の形状による係数 Ｗ 

許容引張応力 Ｓ (MPa) 107 

継手効率 η 1.00 

継手の種類 継手無し 

放射線検査の有無 － 

必要厚さ ｔ１   (mm) 

必要厚さ ｔ２ (mm) 

ｔ１，ｔ２の大きい値  ｔ  (mm) 

呼び厚さ ｔｃｏ  (mm) 

最小厚さ ｔｃ   (mm) 

評価：ｔｃ≧ｔ，よって十分である。 
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2.3 容器の平板の厚さの計算 

(イ) 設計・建設規格 PVC-3310

取付け方法及び穴の有無

平板名称 (1) マンホール平板

平板の取付け方法 （ｉ） 

平板の穴の有無 無し 

溶接部の寸法 ｔｗ１  (mm) 

溶接部の寸法 ｔｗ２  (mm) 

胴又は管の計算上必要な厚さ ｔｓｒ  (mm) 

胴又は管の最小厚さ ｔｓ (mm) 

ｔｗ１＋ｔｗ２ (mm) 

2・ｔｓ   (mm) 

1.25・ｔｓｒ  (mm) 

評価：ｔｗ１＋ｔｗ２≧2･ｔｗｓ，ｔｗ１≧ｔｓ，ｔｓ≧1.25･ｔｓｒ よって十分である。 

(ロ) 設計・建設規格 PVC-3310

平板の厚さ

平板名称 (1) マンホール平板

材料 SUSF316L（厚さ130 mm未満） 

最高使用圧力 Ｐ  (MPa) 

最高使用温度  (℃) 

許容引張応力 Ｓ  (MPa) 107 

取付け方法による係数 Ｋ 

平板の径 ｄ  (mm) 

必要厚さ ｔ  (mm) 

呼び厚さ ｔｐｏ (mm) 

最小厚さ ｔｐ  (mm) 

評価：ｔＰ≧ｔ，よって十分である。 
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2.4 容器の管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVC-3610 

管台名称 (1) ○○○入口

材料 SUS316LTP-S 

最高使用圧力 Ｐ (MPa) 

最高使用温度  (℃) 

管台の外径  Ｄо   (mm) 

許容引張応力 Ｓ (MPa) 107 

継手効率 η 1.00 

継手の種類 継手無し 

放射線検査の有無 － 

必要厚さ ｔ１  (mm) 

必要厚さ ｔ３  (mm) 

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ (mm) 

呼び厚さ ｔｎｏ (mm) 

最小厚さ ｔｎ  (mm) 

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。 
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2.5 容器の補強を要しない穴の最大径の計算 

設計・建設規格 PVC-3150(2) 

胴板名称 (1) 胴板

材料 SUS316L 

最高使用圧力 Ｐ (MPa) 

最高使用温度  (℃) 

胴の外径 Ｄ  (mm) 

許容引張応力 Ｓ (MPa) 107 

胴板の最小厚さ ｔｓ   (mm) 

継手効率 η 1.00 

継手の種類 継手無し 

放射線検査の有無 － 

ｄｒ１＝（Ｄ－２・ｔｓ）／4   (mm) 

61，ｄｒ１の小さい値  (mm) 61.00 

Ｋ 

Ｄ・ｔｓ   (mm2) 

200，ｄｒ２の小さい値  (mm) 200.00 

補強を要しない穴の最大径 (mm) 200.00 

評価：補強の計算を要する穴の名称 ○○○入口(3.6(1))

○○○出口(3.6(2))

○○○出口(3.6(3))

マンホール(3.6(4))
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2.5 容器の補強を要しない穴の最大径の計算 

設計・建設規格 PVC-3230(2) 

鏡板名称 (2) 鏡板

材料 SUS316L 

最高使用圧力 Ｐ (MPa) 

最高使用温度  (℃) 

鏡板のフランジ部の外径 Ｄ  (mm) 

許容引張応力 Ｓ (MPa) 107 

鏡板の最小厚さ ｔｃ   (mm) 

継手効率 η 1.00 

継手の種類 継手無し 

放射線検査の有無 － 

ｄｒ１＝（Ｄ－２・ｔｃ）／4   (mm) 

61，ｄｒ１の小さい値  (mm) 61.00 

Ｋ 

Ｄ・ｔｃ   (mm2) 

200，ｄｒ２の小さい値  (mm) 

補強を要しない穴の最大径 (mm) 

評価：補強の計算を要する穴の名称 無し 
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2.6 容器の穴の補強計算 

設計・建設規格 PVC-3160 

参照附図 ＷＥＬＤ－１１ 

部材名称 (1) ○○○入口

胴板材料 SUS316L 

管台材料 SUS316LTP-S 

強め板材料 SUS316L 

最高使用圧力 Ｐ  (MPa) 

最高使用温度   (℃) 

胴板の許容引張応力 Ｓｓ (MPa) 107 

管台の許容引張応力 Ｓｎ   (MPa) 107 

強め板の許容引張応力 Ｓｅ   (MPa) 107 

穴の径    ｄ    (mm) 

管台が取り付く穴の径 ｄｗ   (mm) 

胴板の最小厚さ ｔｓ   (mm) 

管台の最小厚さ ｔｎ   (mm) 

胴板の継手効率 η 1.00 

係数 Ｆ 1.00 

胴の内径   Ｄｉ   (mm) 

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ    (mm) 

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ    (mm) 

穴の補強に必要な面積 Ａｒ   (mm2) 

補強の有効範囲 Ｘ１   (mm) 

補強の有効範囲 Ｘ２   (mm) 

補強の有効範囲    Ｘ    (mm) 

補強の有効範囲 Ｙ１   (mm) 

補強の有効範囲 Ｙ２   (mm) 

強め板の最小厚さ ｔｅ   (mm) 

強め板の外径 Ｂｅ   (mm) 

管台の外径    Ｄｏｎ  (mm) 

溶接寸法   Ｌ１   (mm) 

溶接寸法   Ｌ２   (mm) 

溶接寸法   Ｌ３   (mm) 

胴板の有効補強面積 Ａ１   (mm2) 

管台の有効補強面積 Ａ２   (mm2) 

すみ肉溶接部の有効補強面積Ａ３   (mm2) 

強め板の有効補強面積 Ａ４   (mm2) 

補強に有効な総面積積 Ａ０   (mm2) 

補強：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。 
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部材名称 (1) ○○○入口

大きい穴の補強 

補強を要する穴の限界径 ｄｊ (mm) 

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。 

溶接部にかかる荷重 Ｗ１   (N) 

溶接部にかかる荷重 Ｗ２   (N) 

溶接部の負うべき荷重 Ｗ  (N) 

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１ (MPa) 

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２ (MPa) 

突合せ溶接の許容引張応力 Ｓｗ３ (MPa) 

管台壁の許容せん断応力 Ｓｗ４ (MPa) 

応力除去の有無 

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２

突合せ溶接の許容引張応力係数 Ｆ３

管台壁の許容せん断応力係数 Ｆ４

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ１ (N) 

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ２ (N) 

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ３ (N) 

突合せ溶接部のせん断力 Ｗｅ４ (N) 

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ８ (N) 

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ９ (N) 

管台のせん断力 Ｗｅ１０  (N) 

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ１ (N)

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２ (N)

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３ (N)

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４ (N)

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５ (N)

評価：Ｗｅｂｐ１≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ 

以上より十分である。

１

１
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3.7 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価 

胴側胴板（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△）の評価結果

(比較材料：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△）

(1) 機械的強度

引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 370 N/mm2以上 215 N/mm2以上 
引張強さ及び降伏点は同等である。 

比較材料 370 N/mm2以上 215 N/mm2以上 

(2) 化学的成分

化学成分(%) 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用 

材料 

0.25 

以下 

0.35 

以下 

0.30 

～ 

0.90 

0.040 

以下 

0.040 

以下 
－ － － － － 

比較 

材料 

0.25 

以下 

0.10 

～ 

0.35 

0.30 

～ 

0.90 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
－ － － － － 

比較 

結果 

Si，P，S の成分規定に差異があるが，以下により，本設備の環境下での使用は問題な

いと考える。 

Si：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械強

度は同等以上であること。 

P：冷間脆性に影響を与える成分であるが，本設備において使用される材料は，薄肉

(16 mm 未満)であるため，脆性破壊が発生しがたい寸法の材料であること，さらに

は，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊脆性試験が要求されない範囲であるこ

と。 

S：熱間脆性に影響を与える成分であるが，本設備において使用される材料は，薄肉

(16 mm 未満)であるため，脆性破壊が発生しがたい寸法の材料であること，さらに

は，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊脆性試験が要求されない範囲であるこ

と。 

(3) 評価結果

(1)(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等であ

ることを確認したため，本設備において，△△△△を重大事故等クラス２材料として使

用することに問題ないと考える。 

設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価の評価結果例

(材料記号を記載) 

(材料記号を記載) 
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Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法
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まえがき 

本書は，工事計画認可申請書に添付する重大事故等クラス２管の強度計算について説明するも

のである。 

本書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

強度計算の基本方針」に基づき以下により構成される。 

第一部 重大事故等クラス２管であってクラス２管の基本板厚計算方法

第二部 重大事故等クラス２管であってクラス２管の応力計算方法

第三部 重大事故等クラス２管であってクラス２管の規定によらない場合の強度計算方法 

第四部 重大事故等クラス２管であってクラス１管の基本板厚計算方法 

第五部 重大事故等クラス２管であってクラス１管の応力計算方法 
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第一部 重大事故等クラス２管であってクラス２管の基本板厚計算方法 
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1. 一般事項

1.1 概要 

本書は，発電用原子力設備のうち重大事故等クラス２管であってクラス２管の基本板厚計

算書（以下「基本板厚計算書」のことを「強度計算書」という。）について説明するものであ

る。 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設規格」

という。）及び昭和45年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（以下「告示第５０１号」という。）により行う。 

設計・建設規格各規格番号及び告示第５０１号各条項と強度計算書との対応は，表1-1に

示すとおりである。 

(2) 設計・建設規格及び告示第５０１号に計算式の規定がないものについては，他の規格及び

基準を適用して行う。 

日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は，表1-2に示すとおり

である。 

(3) 強度計算書で計算するもの以外の管継手は，以下に掲げる規格（形状及び寸法に関する部

分に限る。）又は設計・建設規格 別表4に掲げるものとし，接続配管のスケジュール番号

と同等以上のものを使用する。（設計・建設規格 PPC-3415） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２３１２（2001）「配管用鋼製突合せ溶接式管継手」

b. ＪＩＳ Ｂ ２３１３（2001）「配管用鋼板製突合せ溶接式管継手」

c. ＪＩＳ Ｂ ２３１６（1997）「配管用鋼製差込み溶接式管継手」

(4) 強度計算書で計算するもの以外のフランジ継手については，以下に掲げる規格（材料に関

する部分を除く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規

格 PPC-3414） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」

c. ＪＩＳ Ｂ ８２１０（1994）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」

(5) 管の接続

管と管を接続する場合は，設計・建設規格より溶接継手，フランジ継手及び機械継手とす

る。 

上記のうち機械継手は設計・建設規格 PPD-3430に記載されクラス３管として使用可能な

継手であり，海水系配管のように重大事故等クラス２管として要求される機能が設計基準対

象施設（クラス３管）と同じ機能である場合，強度に関する最高使用圧力及び最高使用温度

が同じである事を確認し，機械継手を使用できるものとする。 

なお，クラス２管とクラス３管に規定される計算上必要な厚さの規定は同様であり，機械

継手の強度評価は主要耐圧部材の厚さが計算上必要な厚さの規定以上であることを確認する。 
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表 1-1 設計・建設規格各規格番号及び告示第５０１号各条項と強度計算書との対応 

設計・建設規格 規格番号 

告示第５０１号 条項 

強度計算書の計算式 

（章節番号） 

第 58条 

  第 1 項第 1号 

    第 2号 

  第 3号 

PPC-3411（直管） 

PPC-3411(1) 

PPC-3411(2) 

PPC-3411(3) 

2.2 

2.2.1 

2.2.2 

2.4 

2.5 

管の板厚計算（告示第５０１号） 

管の板厚計算（設計・建設規格） 

鏡板の強度計算（フランジ部） 

レジューサの強度計算（フランジ

部） 

PPC-3412（曲げ管） 

PPC-3411（直管）を準用する。 

PPC-3413（平板） 2.3 平板の強度計算 

PPC-3414（フランジ） 

PPC-3414(1) 

PPC-3414(2) 

PPC-3414(3) 

2.7 フランジの強度計算

（1.2(4) フランジ継手） 

PPC-3415（管継手） 

PPC-3415(1) 

1.2(3)管継手 

PPC-3415.1（レジューサ） 

PPC-3415.1(1) 

PPC-3415.1(2) 

PPC-3415.1(3) 

準用 

PVC-3124.2(外面に圧力を受ける円

すい形の胴の厚さ) 

2.5 レジューサの強度計算

レジューサの強度計算（円すい及

びすその丸みの部分（外面に圧力

を受けるもの）） 

備考 
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設計・建設規格 規格番号 

告示第５０１号 条項 

強度計算書の計算式 
備考 

（章節番号） 

PPC-3415.2（鏡板） 

PPC-3415.2(1) 

PPC-3415.2(2) 

2.4 鏡板の強度計算 

PPC-3416（伸縮継手） 2.8 伸縮継手の強度計算 

第 60条 

準用 

第 31 条 

第 2 項第 2号イ，ハ 

第 5 項第 1号 

第 2 号イ，ロ 

第 6 項第 1号イ，ロ，ハ 

第 2 号イ，ロ，ハ 

  第 3号 

  第 4号 

第 5 号 

第 6 号イ，ロ 

  第 7号イ 

PPC-3420（穴と補強） 

PPC-3421 

PPC-3422 

PPC-3423 

PPC-3424 

PPC-3422(3) 

2.6 

2.6.1 

2.6.2 

2.3 

管の穴と補強計算（告示第５０１

号） 

管の穴と補強計算（設計・建設規

格） 

平板の強度計算 
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表 1-2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

ＪＩＳ 強度計算書の計算式 
備考 

Ｎｏ． 項 （章節番号） 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）

「圧力容器の構造－一般事項」附

属書 3（規定）「圧力容器のボルト

締めフランジ」 

2 

3 

4 

5 

2.7 フランジの強度計算＊

注記 ＊：設計・建設規格 PPC-3414(2)によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造

－一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書 3（規定）「圧力

容器のボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は，本書と各配管の強度計算書からなる。

(2) 各配管の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書によるものと

する。 

(3) 各配管の強度計算書において，ＮＯ．の番号は概略系統図の丸で囲んだ番号を表す。
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表1-3に示すとおりとする。 

表 1-3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧 
下記以外の圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

最高使用圧力 MPa － － 小数点以下第 2位 

力 

外面に受ける最高

の圧力 

MPa － － 小数点以下第 2位＊2 

温度 ℃ － － 整数位 

許容応力＊１ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

下記以外の長さ mm 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

長 計算上必要な厚さ mm 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

最小厚さ mm 小数点以下第 3位 切捨て 小数点以下第 2位 

さ ボルト谷径 mm － － 小数点以下第 3位 

ガスケット厚さ mm － － 小数点以下第 1位 

面積 mm
2

有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

角度 ゜ 

小数点以下第 2位 

(小数点以下第 1 位)＊4 

四捨五入 

小数点以下第 1位 

(整数位)＊4 

注記 ＊1：設計・建設規格 付録材料図表及び告示第５０１号 別表に記載された温度の中間に

おける許容引張応力及び設計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第１位

を切り捨て，整数位までの値とする。（告示第５０１号は非ＳＩ単位をＳＩ単位に換

算する。） 

＊2：必要に応じて小数点以下第 3 位を用いる。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊4：管の穴と補強計算の主管と分岐管とのなす角度に用いる。 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1） SM400A 相当（SMA400AP） 

（例2） SCMV3-1 相当（ASME SA387 Gr.11Cl.1） 

(2) 管の強度計算書において管の製造方法の区別を表示するので，材料表示としては，製造方

法の区別を特に表示しない。 

（継目無管：S，溶接管：W） 

(3) 強度区分により許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳで定める強度区分

を付記する。 

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

付録材料図表 

Part5 表 5 の許容 

引張応力の上段 

SCMV3-1 

付録材料図表 

Part5 表 5 の許容 

引張応力の下段 

SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当する

厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例）SS400（16 mm＜径≦40 mm） 

(5) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，各計算「記号の説明」の「計算書の表示」によ

る。 

（例）NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）は， 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3によりガスケットメーカ推奨値を適用する。 

1.6 概略系統図の管継手及び仕様変更点の表示方法 

(1) 管継手の表示方法

概略系統図において，計算対象となる管と管継手の区別をするために管継手のみの管番号

に“＊”を付け，概略系統図中に“注記 ＊：管継手”と表示する。 

(2) 管の仕様変更点の表示方法

概略系統図中，管の途中において仕様変更が生じた場合は“ ”のように表示する。 

SCMV3

SCMV3
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2. 重大事故等クラス２管であってクラス２管の強度計算方法

重大事故等クラス２管であってクラス２管の強度計算に用いる計算式と記号を以下に定める。

2.1 共通記号 

特定の計算に限定せず，一般的に使用する記号を共通記号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 

設計・建設

規格又は 

告示第５０１

号の記号 

計算書の表示 表示内容 単位 

ＮＯ． 管，平板，鏡板，レジューサ，管の穴，フラン

ジ及び伸縮継手等の番号 

数字のみ：管 

Ｂ：平板 

Ｃ：鏡板 

Ｒ：レジューサ 

Ｔ：管の穴 

Ｆ：フランジ 

Ｅ：伸縮継手 

ＳＰ：穴あき管 

－ 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｐｅ
＊ Ｐｅ 外面に受ける最高の圧力 MPa 

Ｑ 厚さの負の許容差 ％，mm 

η η 継手の効率 

管及び鏡板は設計・建設規格 PVC-3130 によ

る。レジューサは設計・建設規格 PVC-3130 及

び PVC-3140 による。 

告示第５０１号より計算を実施する場合，告示

第５０１号第 31 条第 3項第 1 号による。 

－ 

 注記 ＊：告示第５０１号で使用されていない記号 



1-8

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
1
1 
R
0 

2.2 管の板厚計算 

  管の板厚計算は，告示第５０１号第 58 条第 1 項又は設計・建設規格 PPC-3411 を適用する。 

2.2.1 管の板厚計算（告示第５０１号） 

(1) 記号の説明

告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄ０ Ｄｏ 管の外径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 及び別表第 5 によ

る。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｏｐ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

ｔｓ 管の最小厚さ mm 

ｔｔ 炭素鋼鋼管の告示第５０１号上必要な最小厚さ mm 

算式 ｔｒとして用いる値の算式 － 

製法

S 継目無管 

－ 

W 溶接管 
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(2) 算式

管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。

a. 内面に圧力を受ける管

告示第５０１号第58条第1項第1号により求めた値：ｔ

Ｐ2・Ｓ・η＋0.8・

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

ｏ
····························································  (A)

b. 外面に圧力を受ける管

告示第５０１号第58条第1項第2号により求めた値：ｔｏｐ

················································  (B)

c. 炭素鋼鋼管の告示第５０１号上必要な最小厚さ：ｔｔ

告示第５０１号第58条第1項第3号により求めた値   ································  (C)

(3) 評価

ｔ，ｔｏｐ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）ならば強度は十分である。

(4) 補足

a. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項及びc項の文字Ａ，Ｂ及びＣに対応する。

b. 曲げ管は，管に必要な厚さが確保されている場合は，直管と同等に考えるものとし，

表示はしないものとする。 



1-10

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
1
1 
R
0 

2.2.2 管の板厚計算（設計・建設規格） 

(1) 記号の説明

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～

図 20 により求めた値（Ｂを求める際に使用し

た板の厚さは繰返し計算により最終的にｔｏｐと

なる。） 

－ 

Ｄ０ Ｄｏ 管の外径 mm 

管の座屈の長さ mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｏｐ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

ｔｓ 管の最小厚さ mm 

ｔｔ 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ mm 

算式 ｔｒとして用いる値の算式 － 

製法

S 継目無管 

－ 

W 溶接管 
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(2) 算式

管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。

a. 内面に圧力を受ける管

設計・建設規格 PPC-3411(1)の式より求めた値：ｔ

Ｐ2・Ｓ・η＋0.8・

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

ｏ
·····························································  (A)

b. 外面に圧力を受ける管

設計・建設規格 PPC-3411(2)の図PPC-3411-1より求めた値。ただし，図から求められ

ない場合は次の式より求めた値：ｔｏｐ 

4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ
ｏｐ ···································································  (B)

c. 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ：ｔｔ

設計・建設規格 PPC-3411(3)の表PPC-3411-1より求めた値   ··················  (C)

(3) 評価

ｔ，ｔｏｐ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）ならば強度は十分である。

(4) 補足

a. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項及びc項の文字Ａ，Ｂ及びＣに対応する。

b. 曲げ管は，管に必要な厚さが確保されている場合は，直管と同等に考えるものとし，

表示はしないものとする。 
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2.3 平板の強度計算 

平板の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3413及び設計・建設規格 PPC-3422(3)を適用す

る。 

(1) 記号の説明

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号

計算書の表示 表示内容 単位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 設計・建設規格の表 PPC-3413-1 に規定する方

法によって測った平板の径又は最小内のり 

mm 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

小さい方の径 

mm 

ｄｈ 穴の径 mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力 N 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ｈｇ ｈｇ ボルトのピッチ円の直径とｄとの差の 2分の 1 mm 

Ｋ Ｋ 平板の取付け方法による係数 － 

フランジの長さ mm 

ｍ ｍ ｔｒ／ｔｓ －

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属

書 3 表 2による。） 

－ 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 － 

ｒ ｒ すみの丸みの内半径 mm 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号

計算書の表示 表示内容 単位 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における平板材料の許容引張応力

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による 

MPa 

σａ Ｓａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7

による 

MPa 

σｂ Ｓｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7

による 

MPa 

Ｓｘ ボルトの許容引張応力（Ｓａ又はＳｂのいずれか

小さい方の値） 

MPa 

Ｓ１ 最高使用温度におけるねじ込み輪，分割リング

等の機械的装置の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による 

MPa 

ｔ ｔ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔｃ ｔｃ 平板のすみ肉ののど厚 mm 

ｔｆ，ｔ ｔｆ 平板のフランジ部の厚さ mm 

ｔｗ ｔｉ 平板ののど厚 mm 

ｔｎ ｔｎ ガスケット溝を考慮した平板の厚さ mm 

ｔ ｔｐ 平板の最小厚さ mm 

ｔｐｏ 平板の呼び厚さ mm 

ｔｓ ｔｓ 管の最小厚さ mm 

ｔｒ ｔｒ 継目のない管の計算上必要な厚さ mm 

ｔｗ，ｔｗ１ ｔｗ 平板の溶接部の深さ mm 

ｔｗ２ ｔｗ２ 平板の溶接部の長さ mm 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又は平板の接触面の外径内の面

積に作用する全圧力 

N 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2 によ

る。） 

N/mm2 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号

計算書の表示 表示内容 単位 

π π 円周率 － 

σｐ 平板に作用する力によって生じる応力 MPa 

NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート － 

SUS-NON-

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼) － 

ガスケット座

面の形状 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2 によ

る。 

－ 

平板の取付け

方法 

平板の取付け方法で設計・建設規格 PPC-3413

の表 PPC-3413-1 による。 

－ 

(ａ)～(ｎ) 2A～2N 取付け方法の表示区分 
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(2) 形状の制限

取付け方法 形状の制限 

（ａ） 無し 

（ｂ） ｄ≦600 mm，ｄ／20≦ｔｐ＜ｄ／4 かつ， 

ｒ≧0.25・ｔｆであること。 

（ｃ） ｔｆ≧2・ｔｓかつ，ｒ≧3・ｔｆであること。 

（ｄ） ｔｆ≧ｔｓかつ，ｒ≧1.5・ｔｆであること。 

（ｅ） ｒ≧3・ｔｆであること。 

ｔｆ

ｒ≧3・ｔｆ 

ｔｐ

ｄ
 

ｔ

溶接部中心 

ｔｐ 

ｄ

r≧0.25・ｔｆ 

ｔｐ 

ｔｆ

ｄ
 

ｒ≧3・ｔｆ 

ｔｆ≧2・ｔｓｔｆ
ｔｓ

ｔｐ

ｄ
 

ｒ≧1.5・ｔｆ 

ｔｐ
ｔｓ

ｔｆ≧ｔｓ ｔｆ

ｄ
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取付け方法 形状の制限 

（ｆ） 0.8・Ｓ１≧σｐであること。 

（ｇ） 0.8・Ｓｘ≧σｐであること。 

（ｈ） ｔｉ≧2・ｔｒかつ，ｔｉ≧1.25・ｔｓであるこ

と。 

（ｉ） ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓ，ｔｗ≧ｔｓかつ， 

ｔｓ≧1.25・ｔｒであること。 

分割リング 

ｔｐ

ｄ
 

ｔｐ

ｄ
 

ｔ
ｓ
 

ｔｐ

ｔｗ２

ｔ
ｗ
 

ｄ
 

ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓ 

ｔｗ≧ｔｓ 

ｔｐ

ｄ
 

ね
じ
込
み
輪

ｔｉ

ｔ
ｓ
 

45 ° 
以下 ｄ

 

ｔｐ
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取付け方法 形状の制限 

（ｊ） 
(1) 平板が鍛造品で，かつ，平板の面からの開

先角度が 45 °未満の場合 

ｔｗ≧Min（0.5・ｔｓ，0.25・ｔｐ）かつ， 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6 mm）であること。 

(2) (1)以外の場合

ｔｗ≧Min（ｔｓ，0.5・ｔｐ）かつ，

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6 mm）であること。

（ｋ） ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6 mm）であること。 

（ ） ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓであること。 

ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓ 

ｄ
 

ｔｐ

ｔｗ２

ｔ
ｓ
 

ｔ
ｗ
 

ｔｓ

ｔｃ

ｄ

ｔ
ｐ
 

ｔｃ

ｔ
ｓ
 

ｄ
 

ｔｐ

ｔｗ

ｔｃ

ｔ
ｃ
 

ｔ
ｓ
 

ｄ
 

ｔｐ

ｔ
ｗ
 

ｔｓ

ｔｃ

ｔｃ

ｄ

ｔ
ｐ
 

ｔ
ｗ
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取付け方法 形状の制限 

（ｍ） 無し

（ｎ） その他の場合 無し 

ｔｐ

ｔｎ

ｈ
ｇ
 

ｄ
 

ｄ
 

ｈ
ｇ
 

ｔｐ
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(3) 算式

平板の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。

a. 平板に穴がない場合

Ｓ

Ｐ・Ｋ
＝ｄ・ｔ   

Ｋの値は以下による。

取付け方法 Ｋの値 

（ａ） 0.17 

（ｂ） 0.13 

（ｃ） 0.17 

（ｄ） Max（0.33・ｍ，0.2） ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｅ） 0.17＊1 

0.10 

（ｆ） 0.20 

（ｇ） 0.20＊2 

（ｈ） Max（0.33・ｍ，0.2） ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｉ） 0.33 

（ｊ） 

（ｋ） Max（0.33・ｍ，0.2） ｍ＝ｔｒ／ｔｓ  

（ ） 

（ｍ） 0.20＋
Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈｇ

ただし，ｔｎの厚さの場合は 
＊3

ｇ

Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈ

（ｎ） 0.50 

注記 ＊1：取付け方法（ｅ）の場合 

ｔｆからｔｓへ移行するテーパが 1 対 4 又はそれより緩やかであり，かつ，以

下の(a)又は(b)いずれかの場合，Ｋ＝0.10 とできる。 

(a) ｆ
ｆ

ｓ
ｄ・ｔ・ 

ｔ

ｔ
1.1－0.8・ 

２

２

≧   の場合 

(b) 管が ｓｄ・ｔ2・  以上の長さにわたって

ｆｆｓ ｄ・ｔ／1.1－・1.12・ｔ≧ｔ   の場合 
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注記 ＊2：取付け方法（ｇ）の場合のσｐは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガ

スケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。

6.35≦ｂｏ  mm の場合

－ＮＧ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ

＞6.35ｂｏ  mm の場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂｂ＝2.52・

ｓ

ｏ  

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 3 による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重

イ. 使用状態で必要なボルト荷重

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ・Ｇ
4

π
Ｈ＝  

２  

Ｗ＝Ｈ 

Ｈｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍｇ・Ｐ 

ただし，Ｐは 2.7 項(1)のフランジの強度計算の記号の説明による。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積

・ｎ ・ｄ
4

π
＝Ａ

)，Ａ＝Max(ＡＡ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２

２１

２
２

１
１

ｂｂ

ｍｍ ｍ

ａ

ｍ
ｍ

ｂ

ｍ
ｍ

  

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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(d) フランジの計算に用いるボルト荷重

)Ｗ,Ｆ＝Max(Ｗ

・Ｓ 
2

＋ＡＡ
＝Ｗ

＝ＷＷ

ｇｏ

ａ
ｂｍ

ｇ

ｍｏ １

(e) 平板に作用する力によって生じるボルトの応力

ｂ
ｐ

Ａ

Ｆ
＝σ

注記 ＊3：取付け方法（ｍ）の場合のＦ，ｈｇ，Ｗ及びｄは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガ

スケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。

6.35≦ｂｏ  mm の場合

－ＮＧ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ

＞6.35ｂｏ  mm の場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂｂ＝2.52・

ｓ

ｏ  

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 3 による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重

イ. 使用状態で必要なボルト荷重

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ ・Ｇ
4

π
Ｈ＝ ２  

Ｗ＝Ｈ 

・Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ ｇＰ  

ただし，Ｐは 2.7 項(1)のフランジの強度計算の記号の説明による。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積

・ｎ・ｄ
4

π
＝Ａ

)，ＡMax(Ａ＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２

２１

２
２

１
１

ｂｂ

ｍｍｍ

ａ

ｍ
ｍ

ｂ

ｍ
ｍ

   

(d) フランジの計算に用いるボルト荷重

)，ＷＦ＝Max(Ｗ

・Ｓ 
2

＋ＡＡ
＝Ｗ

＝ＷＷ

ｇｏ

ａ
ｂｍ

ｇ

ｍｏ １

 

(e) 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム

2

Ｃ－Ｇ
＝ｈｇ

b. 平板に穴を設ける場合は，設計・建設規格 PPC-3422(3)により平板の計算上必要な厚さ

を，次の式より計算した値とする。 

(a) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1以下の場合

Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・  

ただし，Ｋの値は（ｍ）の取付け方法を除き 0.375 以上とすることを要しない。 

(b) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1を超える場合

Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・  

(4) 評価

平板の最小厚さ（ｔｐ）≧平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。

(5) 補足

a. 取付け方法は，設計・建設規格 PPC-3413の表PPC-3413-1の条件を満足するものとする。

b. スペクタクルフランジの取付け方法は（ｇ）タイプとする。

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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2.4 鏡板の強度計算 

鏡板の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3415.2及び設計・建設規格 PPC-3411を適用す

る。 

(1) 記号の説明

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｂ Ｂ 中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～

図 20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔとなる。） 

－ 

Ｄ Ｄ 半だ円形鏡板の内面における長径 mm 

Ｄ０ Ｄｏ 鏡板が取り付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。）

mm 

Ｄｏｃ さら形鏡板の外径 mm 

ｈ ｈ 半だ円形鏡板の内面における短径の 2 分の 1 mm 

Ｋ Ｋ 半だ円形鏡板の形状による係数 － 

Ｋ ＫＫ 半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の計

算に用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.の表 PPC-

3415.2-1 による。 

－ 

Ｒ Ｒ さら形鏡板の中央部における内半径又は全半球

形鏡板の内半径 

mm 

Ｒ ＲＤ さら形又は全半球形鏡板の中央部の外半径 

ＲＤ＝Ｒ＋（最小厚さ） 

mm 

Ｒ ＲＲ 半だ円形鏡板の外面の長径 

ＲＲ＝Ｄ＋2・（最小厚さ） 

mm 

ｒ ｒ さら形鏡板のすみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

ｔ ｔ 鏡板の鏡部及びフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

ｔｃｏ 鏡板の公称厚さ mm 

Ｗ Ｗ さら形鏡板の形状による係数 － 

形式 鏡板の形式及び計算箇所を示す名称 － 

算式 ｔとして用いる値の算式 － 
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(2) 算式

鏡板の計算上必要な厚さは，次に掲げる値とする。

a. さら形鏡板鏡部

形状は設計・建設規格 PPC-3415.2(1)a.により以下とする。

mm50≧ｒ 　

0.06・Ｄ≧ｒ 　

3・ｔ≧ 　ｒ

Ｒ≧Ｄ

ｏｃ

ｃｏ

ｏｃ

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)a.の式PPC-1.12又は設計・建設規格 PPC-3415.2(2)b.

の式PPC-1.14より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
ｔ＝ ·····························································  (A)

ただし， 

ｒ

Ｒ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝

(b) 中高面に圧力を受けるもの

Ｂ

・ＲＰ
ｔ＝

Ｄｅ
  ············································································  (A')

b. 全半球形鏡板鏡部

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)c.の式PPC-1.15又は設計・建設規格 PPC-3415.2(2)d.

の式PPC-1.16より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
ｔ＝ ·····························································  (B)

(b) 中高面に圧力を受けるもの

Ｂ

ＲＰ
ｔ＝

Ｄ・ｅ
  ············································································  (B')
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c. 半だ円形鏡板鏡部

形状は設計・建設規格 PPC-3415.2(1)c.により以下とする。

2・ｈ

Ｄ
≧2

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)e.の式PPC-1.17又は設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.

より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｄ・Ｋ
ｔ＝ ·····························································  (C)

ただし， 
２

2・ｈ

Ｄ
2＋ ・

6

1
Ｋ＝

(b) 中高面に圧力を受けるもの

Ｂ

・Ｒ・ＫＰ
ｔ＝

ＲＫｅ
  ····································································  (C')

d. 鏡板のフランジ部

設計・建設規格 PPC-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ··································································  (D)

(b) 外面に圧力を受ける管  ··································································  (D')

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ·································  (D'')

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。

(3) 評価

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡部（上段）及びフランジ部（下段）の計算上必要な厚さ（ｔ）

ならば強度は十分である。 

(4) 補足

計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字A，A'，B，B'，C，C'，D，

D'及びD''に対応する。 
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2.5 レジューサの強度計算 

レジューサの強度計算は，設計・建設規格 PPC-3415.1（設計・建設規格 PVC-3124.2準用）

及び設計・建設規格 PPC-3411を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～

図 20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔ３となる。） 

－ 

Ｄｉ Ｄｉ 円すいの部分がすその丸みの部分に接続する部

分の軸に垂直な断面の内径 

mm 

Ｄ０ Ｄｏ レジューサのフランジ部の外径 mm 

Ｄｏ 大径端側の外径 mm 

Ｋ Ｋ 設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の図 PPC-

3415.1-1 より求めた係数 

－ 

ｒ，ｒ０，ｒｓ ｒ 円すいのすその丸みの部分の内半径 

（円すいの丸みの外半径） 

mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。 

MPa 

Ｓ Ｓ1 最高使用温度における設計・建設規格 付録材

料図表 Part5 表 5 又は表 6 に定める値の 2

倍，又は設計・建設規格 付録材料図表

Part5 表 8 に定める値の 0.9 倍の値のいずれか

小さい方の値 

MPa 

ｔ ｔ レジューサの計算上必要な厚さ mm 

ｔ１ 円すいの部分の計算上必要な厚さ mm 

ｔ２ すその丸みの部分の計算上必要な厚さ mm 

ｔ３ 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さ mm 

ｔｓ レジューサの最小厚さ mm 

ｔｓ 大径端側の最小厚さ mm 

Ｗ Ｗ 円すいの形状による係数 － 

θ θ 円すいの頂角の 2 分の 1 ゜ 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

算式 ｔとして用いる値の算式（計算上必要な厚さが

最大となる算式） 

－ 

端部記号 大径端，小径端及びフランジ部を示す名称 － 

(2) 算式

レジューサの計算上必要な厚さは，次に掲げる値とし，大径端側及び小径端側のそれぞれ

について計算を行う。 

a. 円すいの部分（内面に圧力を受けるもの）

設計・建設規格 PPC-3415.1(1)a.の式PPC-1.8より求めた値

）Ｓ・η－0.6・Ｐ（ 2・cosθ・

Ｄ Ｐ・
＝ｔ

ｉ
１  ························································  (A)

b. すその丸みの部分（内面に圧力を受けるもの）

大径端側

設計・建設規格 PPC-3415.1(1)b.の式PPC-1.9より求めた値 

）Ｓ・η－0.1・Ｐ（ 4・cosθ・

・Ｗ・Ｄ Ｐ
＝ｔ

ｉ
２ ···················································

ただし， 

cosθ 2・ｒ・

Ｄ
3＋・

4

1
Ｗ＝

ｉ

小径端側 

設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の式PPC-1.11より求めた値 

2・Ｓ＋0.8・Ｐ

Ｐ・Ｄ
・

η

Ｋ
＝ｔ

ｏ
２   ······························································ 

ただし，Ｋは設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の図PPC-3415.1-1より求めた値 

c. レジューサのフランジ部

設計・建設規格 PPC-3411により求めた値

(a) 内面に圧力を受ける管  ······························································  (C）

(b) 外面に圧力を受ける管  ······························································  (C')

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ·····························  (C'')

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。

(B)
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d. 円すい及びすその丸みの部分（外面に圧力を受けるもの）

設計・建設規格 PVC-3124.2により求める。

(a) 円すいの頂角の2分の1が22.5 °以下のもの

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍以下の場合

4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ
３   ···································································  (D)

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍を超える場合

次の2つの式より計算したいずれか大きい方の値

１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

Ｄ
＝ｔ

2.167

）／Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・Ｄ
＝ｔ

ｅｏ

ｅｏ

  

··················································  (D')

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

(b) 円すいの頂角の2分の1が22.5 °を超え60 °以下のもの

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍以下の場合

4・Ｂ

）－2・ｔＤ（ ・3・Ｐ
＝ｔ

ｓｏｅ
３  ····················································  (D'')

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，ｔｓ＝ｔｓ ，長さは（Ｄｏ －2・ｔｓ ）とする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍を超える場合

次の2つの式より計算したいずれか大きい方の値

１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

）－2・ｔＤ（
ｔ

2.167

）／Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・ ）－2・ｔＤ（
＝ｔ

ｅｓｏ

ｅｓｏ

  

 ···································  (D''')

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，ｔｓ＝ｔｓ ，長さは（Ｄｏ －2・ｔｓ ）とする。 

(3) 評価

大径端側及び小径端側のそれぞれについて，レジューサの最小厚さ（ｔｓ）≧レジューサ

の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足

a. 計算書中，ＮＯ.(レジューサの番号)に＊印の付いているものは，偏心レジューサを示す。

b. 偏心レジューサの場合のθは，円すいの頂角をそのまま使用する。

c. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字A，B，C，C'，C''，D，D'，

D''及びD'''に対応する。 
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2.6 管の穴と補強計算 

2.6.1 管の穴と補強計算（告示第５０１号） 

管の穴と補強計算は，告示第５０１号第 60条（第 31条第 2項，第 5項及び第 6項準用）

を適用する。告示第５０１号に関する記載は，全て直管又は曲げ管の場合のみに限る。 

(1) 記号の説明

告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号

Ｂ 

Ｄ，Ｄ０ 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｓ 

ｔｓ 

ｔ，ｔｓｒ 

η 

Ｂ 

Ｄｏｒ 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

Ｑｒ

Ｓｒ 

ｔｒ 

ｔｒｏ 

ｔｒｒ 

η 

外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

告示第５０１号 別図第 1～第 8 により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｒｒとなる。） 

主管の外径 

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ1.82・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝

主管の厚さの負の許容差 

最高使用温度における主管の材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 又は別表第 5による。 

主管の最小厚さ 

主管の公称厚さ 

主管の計算上必要な厚さ 

継手の効率 

穴が管の長手継手を通る場合 

告示第５０１号第 60 条（第 31 条第 3 項第 1 号準

用）に規定する効率 

その他の場合は 1.00 とする。 

－ 

mm 

mm 

mm 

－ 

％，mm 

MPa 

mm 

mm 

mm 

－ 



1-30

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
1
1 
R
0 

告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ

Ａｒ 

Ａｓ 

Ｄｉ 

ｄ 

Ｆ 

Ａ０ 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａ３ 

Ａ４ 

Ａｒ 

ＡｒＤ 

Ａ０Ｄ 

Ａ１Ｄ 

Ａ２Ｄ

Ａ３Ｄ 

Ａ４Ｄ

Ａｓｒ 

Ａｓｏ 

Ａｒｉ 

Ａｏｉ 

Ａｒｓ 

Ａ２ｓ 

Ａ３ｓ 

Ａ４ｓ 

Ｄｉｂ 

Ｄｉｒ 

Ｄｏｂ 

Ｄｏｅ 

ｄＤ 

ｄｆｒＤ 

ｄｒ１ 

ｄｒ２ 

Ｆ 

Ｆ１ 

Ｆ２

Ｆ３ 

穴の補強に有効な面積の総和 

穴の補強に有効な主管部の面積 

穴の補強に有効な管台部の面積 

穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

穴の補強に有効な強め材部の面積 

穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に有効な面積の総和 

大穴の補強に有効な主管部の面積 

大穴の補強に有効な管台部の面積 

大穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

大穴の補強に有効な強め材部の面積 

2 つの穴の間の主管の必要な断面積 

2 つの穴の間の主管の断面積 

2 つの穴の補強に必要な面積 

2 つの穴の間にある補強に有効な面積 

隣接する穴の補強に必要な面積 

隣接する穴の補強に有効な管台部の面積 

隣接する穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

隣接する穴の補強に有効な強め材部の面積 

管台の内径 

主管の内径 

管台の外径 

強め材の外径 

断面に現われる隣接する穴の径 

大穴の補強を要しない限界径 

補強を要しない穴の最大径 

補強を要しない穴の最大径 

告示第５０１号第 60 条（第 31 条第 6 項第 1 号ロ

(イ)準用）により求められる係数

すみ肉溶接のせん断応力係数 

突合せ溶接の引張応力係数 

突合せ溶接のせん断応力係数 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号
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告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

 Ｐ 

Ｓ 

Ｓ 

ｔｎ 

ｔ 

Ｌ 

ＬＡ 

ＬＡＤ 

ＬＮ 

ＬＮＤ 

Ｌｓ 

Ｌ１ 

Ｌ２ 

Ｐ 

Ｑｂ 

Ｓｂ 

Ｓｅ 

Ｓｗ１ 

Ｓｗ２ 

Ｓｗ３ 

ｔｂ 

ｔｂｎ 

ｔｂｒ 

ｔｅ 

Ｗ 

Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ 

2 つの穴の径の平均値の 3 分の 4 倍の値 

穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な

範囲 

穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に

有効な範囲 

主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範

囲 

主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有

効な範囲 

2 つの穴の中心間の距離 

管台のすみ肉部の脚長（Ａ形，Ｂ形）又は管台補強

部の短辺長さ（Ｃ形） 

強め材のすみ肉部の脚長  

最高使用圧力又は外面に受ける最高の圧力 

管台の厚さの負の許容差 

最高使用温度における管台の材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 及び別表第 5による。 

最高使用温度における強め材の材料の許容引張応力

告示第５０１号 別表第 4 及び別表第 5による。 

すみ肉溶接の許容せん断応力 

突合せ溶接の許容引張応力 

突合せ溶接の許容せん断応力 

管台の最小厚さ 

管台の公称厚さ 

管台の計算上必要な厚さ 

強め材の最小厚さ 

溶接部の負うべき荷重 

管台取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

MPa 

％，mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

N 

N 

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号
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告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

θ 

Ｗｅ３ 

Ｗｅ４ 

Ｗｅ５ 

Ｗｅｂｐ１

Ｗｅｂｐ２

Ｗｅｂｐ３

α 

π 

形式 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

強め材取付部突合せ溶接部の許容引張力 

強め材取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

分岐管の中心線と主管の中心線との交角 

円周率 

管台の取付け形式 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

゜ 

－ 

－ 

直
管
又
は
曲
げ
管
の
記
号
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(2) 計算手順及び算式

a. 穴の形状

管に設ける穴は，告示第５０１号第60条（第31条第5項第1号準用）により円形又はだ

円形であること。 

b. 管台の取付け形式

図2-1～図2-3に管台の取付け形式及び予想される破断形式を示す。

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の脚

長の破断形式のみを図示する。 

ｔ
ｒ
ｒ

Ａｒ

ｄ

α

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

Ｌ
Ｎ

 

Ｄ
ｉ

ｒ

Ｄ
ｏ
ｒ

ｔ
ｒ

ｔ
ｒ

ｏ

Ｌ
１

Ｌ１

ＬＡ ＬＡ

Ｗｅ３ 

補強に有効な面積

補強に必要な面積

予想される破断形式

・   を通る破断

・       を通る破断

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ２

Ａ３

Ａ１

Ｗｅ１ Ｗｅ２

Ｗｅ３ 

C L 

図 2-1 Ａ形（強め材のない場合） 
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Ｌ
Ｎ

Ｄ
ｉ

ｒ
 

Ｄ
ｏ

ｒ

ｔ
ｅ

ｔ
ｒ

ｔ
ｒ

ｏ

ｔ
ｒ

ｒ

Ｌ
２

Ｌ
１Ｌ２

Ｌ１

補強に有効な面積

補強に必要な面積

予想される破断形式

・       を通る破断

・       を通る破断

・       を通る破断

Ａｒ

ｄ

α

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ

Ｄｏｅ

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

ＬＡ ＬＡ 

Ｗｅ３

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ２

Ａ３

Ａ１

Ａ４

Ｗｅ４

Ｗｅ５

Ｗｅ１ Ｗｅ３

Ｗｅ２ Ｗｅ４

Ｗｅ２ Ｗｅ５

C L 

図 2-2 Ｂ形（強め材のある場合） 
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Ｄ
ｏ

ｒ

Ｄ
ｉ

ｒ
ｔ

ｒ

ｔ
ｒ

ｏ

ｔ
ｒ

ｒ

ｔｂｎ 

ｔｂ 

Ａｒ 

d 

α
ＬＡＬＡ

Ａ２

補強に有効な面積

補強に必要な面積

注記 ＊：本形式における補強に有効な面積Ａ３はＡ形及びＢ形と同様

にＡ３＝(Ｌ１)２･sinα･Ｓｂ／Ｓｒ（上記 部）として算出

するものとし，同補強部外側の余肉部（上記 部）は，

補強面積評価上は考慮しない。

Ａ３

＊

ｔｂｒ 

Ｄｉｂ 

Ｄｏｂ 

Ｌ
Ｎ

Ｌ１

Ｌ
１

Ａ３

Ａ１

C L 

図 2-3 Ｃ形（一体形で強め材のない場合） 
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c. 穴の補強の要否

穴の補強の要否は，告示第５０１号第60条（第31条第5項第2号イ，ロ準用）を適用す

る。 

(a) 算式

補強を要しない穴の最大径は，次のイ項又はロ項で計算した値のいずれか大きい値

（ｄｆｒ）とする。 

イ. 管に設ける穴であって，穴の径が61 mm以下で，かつ，管の内径の4分の1以下の穴

（ｄｒ１） 

ロ. 管に設ける穴であって，イ項に掲げるものを除き，穴の径が200 mm以下で，かつ，

告示第５０１号第60条（第31条第5項第2号ロ準用）により求めた値以下の穴（ｄｒ２） 

３
２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｒｏｒｒ  

ただし，Ｋの値は次の算式による。 

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ.82・Ｓ1

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝

ただし，Ｋ＞0.99 の場合はＫ＝0.99 とする。 

(b) 評価

補強を要しない穴の最大径（ｄｆｒ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）ならば，穴の

補強計算及び溶接部の強度計算は必要ない。 

必要な場合は，d項以降による。 

d. 穴の補強に有効な範囲

穴の補強に有効な範囲は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第1号イ準用）を適用

する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＡ）は，次の2つの式

より計算したいずれか大きい方の値 

＝ｄＬＡ  又は ｂｒ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

(b) 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＮ）は，次の2つの式よ

り計算したいずれか小さい方の値 

ｒ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｅｂ＋ｔ＝2.5・ｔＬＮ  

e. 主管の厚さの計算

主管の計算上必要な厚さ（ｔｒｒ）は，告示第５０１号第60条（第31条第2項第2号イ並

びにハ準用）を適用する。 

1.2・Ｐ-2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

・ηｒ

iｒ
ｒｒ ·······················································  （内圧）

Ｂ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｒ
ｒｒ ····································································  （外圧）
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f. 管台の厚さの計算

管台の計算上必要な厚さ（ｔｂｒ）は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第1号ロ

(ロ)準用）を適用する。

－1.2・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｂ

ｉｂ
ｂｒ ···························································  （ 内 圧 ）

Ｂ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｂ
ｂｒ  ·······································································  （ 外 圧 ）

g. 穴の補強計算

穴の補強計算は，告示第５０１号第60条（第31条第6項準用）を適用する。

(a) 算式

イ. 補強に必要な面積

補強に必要な面積は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第1号ハ準用）を適用

する。 

Ｆ・＝ｄ・ｔＡ rｒｒ  

ロ. 補強に有効な面積

補強に有効な面積は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第1号ロ，第4号及び第

5号準用）を適用する。 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｒｒｒ１

ｒ

ｂ
ｂｒｂ

Ｓ

Ｓ
・α・Ｌ・cosec ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ Ｎ２

ｒ

ｂ

Ｓ

Ｓ
α・・sin）Ｌ（＝Ａ ２

１３   

ｒ

ｅ

ｒ

ｅ
ｅｏｂｏｅ

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＋

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－ＤＤ（＝Ａ ２

２４       

（強め材が有効範囲ＬＡ内にある場合） 

ｒ

ｅ
ｅｏｂ

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－Ｄ2・Ｌ（＝Ａ Ａ４   

（強め材が有効範囲ＬＡの外まである場合） 

４３２１０ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(b) 評価

穴の補強に有効な面積（Ａ０）＞穴の補強に必要な面積（Ａｒ）ならば穴の補強は

十分である。 
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h. 大穴の補強の要否

大穴の補強の要否は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第3号準用）を適用する。

(a) 算式

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ）

イ. Ｄｉｒが1500 mm以下の場合

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／2 

ただし，500 mmを超える場合500 mmとする。 

ロ. Ｄｉｒが1500 mmを超える場合

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／3 

ただし，1000 mmを超える場合1000 mmとする。 

(b) 評価

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）ならば大穴

の補強計算は必要ない。 

必要な場合は，ｉ項以降による。 
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i. 大穴の補強に有効な範囲

大穴の補強に有効な範囲は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第1号イ準用）を適

用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 大穴の補強における管台の取付け形式

図2-4～図2-6に大穴の補強における管台の取付け形式を示す。

ｔ
ｒ

ｒ
 

ｄ 

α 

Ｄｏｂ 

Ｄｉｂ 

ｔｂｒ 

ｔｂｎ 

ｔｂ 

Ｌ
Ｎ

Ｄ
 

Ｄ
ｉ

ｒ
 

Ｄ
ｏ

ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

Ｌ
１
 

Ｌ１

ＬＡＤ ＬＡＤ

ＡｒＤ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ 

C L 

図 2-4 Ａ形（強め材のない場合） 
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α 

ｄ 

Ｄｏｂ 

Ｄｉｂ 

ｔｂｒ 

ｔｂｎ 

ｔｂ 

Ｌ
Ｎ
Ｄ

Ｄ
ｉ
ｒ
 

Ｄ
ｏ
ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ

ｔ
ｒ

ｒ
 

Ｌ
１
 

Ｌ１

ＬＡＤ ＬＡＤ

Ｄｏｅ

Ｌ２

Ｌ
２
 

ｔ
ｅ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

ＡｒＤ 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ４Ｄ

Ａ２Ｄ

C L 

図 2-5 Ｂ形（強め材のある場合） 
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Ｄ
ｏ

ｒ
 

Ｄ
ｉ

ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ

ｒ
 

ＬＡＤ 

Ｌ
Ｎ

Ｄ
 

α 

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

注記 ＊：本形式における補強に有効な面積Ａ３ＤはＡ形及びＢ形と同様に 

Ａ３Ｄ＝(Ｌ１)
２・sinα・Ｓｂ／Ｓｒ（上記   部）として算出 

するものとし，同補強部外側の余肉部（上記 部）は，補強

面積評価上は考慮しない。 

ＡｒＤ

ｄ 

ＬＡＤ

Ａ３Ｄ

＊

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

Ｄｉｂ

Ｄｏｂ

Ｌ１

Ｌ
１
 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ 

C L 

図 2-6 Ｃ形（一体形で強め材のない場合） 
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(b) 穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲

Ｌ
ｄ

2

ｄ

4
ＡＤ＝ ＋

(c) 主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲

ＮＮＤ ＝ＬＬ

j. 大穴の補強計算

大穴の補強計算は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第3号準用）を適用する。

(a) 算式

イ. 大穴の補強に必要な面積

Ａ
2

3
ｒ ｒＤ＝ ・Ａ

ロ. 大穴の補強に有効な面積

－ｄ）・Ｌ2）･（－Ｆ・ｔ・ｔ＝（Ａ ＡＤＤ ｒｒｒ１    

Ａ２ ２Ｄ＝Ａ

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ
ｄ

4

Ｓ

Ｓ
２Ｄ ＮＤｂｒ

ｂ

ｒ
＝2・ －ｔ ・cosec ・Ｌ ・

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ３ ３Ｄ＝Ａ  

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ３Ｄ＝0 

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ４ ４Ｄ＝Ａ  

（強め材が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ 3・
ｄ

2

Ｓ

Ｓ
４Ｄ ｏｂ ｅ

ｅ

ｒ
＝ －Ｄ ・cosec ・ｔ ・

（強め材が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ０ １ ２ ３ ４Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋Ａ  

(b) 評価

大穴の補強に有効な面積（Ａ０Ｄ）≧大穴の補強に必要な面積（ＡｒＤ）ならば大穴

の補強は十分である。
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k. 2つ穴の補強計算

2つ以上の穴の補強に有効な範囲が重なり合う場合の補強計算は，告示第５０１号第60

条（第31条第6項第2号準用）を適用する。 

以下，直管の2つ穴の計算方法を示す。 

(a) 算式

イ. 2つの穴の間にある主管の必要な断面積

Ａｓｒ ｓ ｒｒ＝0.7・Ｌ ・ｔ ・Ｆ

ロ. 2つの穴の間にある主管の断面積

Ａ Ｌ
ｄ＋ｄ

2
ｓｏ ｓ ｒ

Ｄ
＝ － ・ｔ

(b) 算式

2つの穴の径の平均値の3分の4倍の値

2

＋ｄｄ
・＝Ｌ

Ｄ

3

4

(c) 算式

イ. 2つの穴の補強に必要な面積

ｒｓｒｒｉ ＋ＡＡ＝Ａ

Ａｒ及びＡｒｓは 1つの穴の計算に準じる。 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積

４ｓ４３ｓ３２ｓｒｒｒｓｏｉ ＋ＡＡ＋＋ＡＡ＋＋ＡＡ）＋－ｔｔ（・
2

＋ｄｄ
－Ｌ＝Ａ ２

Ｄ
     

Ａ２，Ａ２ｓ，Ａ３，Ａ３ｓ，Ａ４及びＡ４ｓは，1つの穴の計算に準じる。 

(d) 評価

穴の補強は，以下の条件を満足すれば十分である。

イ. 2つの穴の間にある主管の断面積（Ａｓｏ）≧2つの穴の間にある主管の必要な断面

積（Ａｓｒ） 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積（Ａｏｉ）≧2つの穴の補強に必要な面積

（Ａｒｉ） 

ハ. 2つの穴の中心間の距離（Ｌｓ）≧2つの穴の径の平均値の3分の4倍（Ｌ）

ニ. それぞれの穴に共通な強め材の断面積（Ａ４）≧2 つの穴の補強に必要な面積

（Ａｒｉ）

l. 溶接部の強度計算

溶接部の強度計算は，告示第５０１号第60条（第31条第6項第6号，第7号準用）を適用

する。 

ただし，Ｃ形に関しては評価すべき溶接部がないため，強度計算は行わない。 
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(a) 算式

イ. 溶接部の負うべき荷重

ｒｒｒｒｒｒｒ Ｓ－ｄ）･・Ｌ2）･（－Ｆ・ｔ・ｔ－（・Ｓ＝ｄ・ｔＷ Ａ      

ロ. 溶接部の許容応力

３３

２２

１

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

ｒ

ｒ

ｒ１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ハ. 溶接部の破断強さ

／2・Ｓ・Ｌ＝π・ＤＷ

・Ｓ・ｔ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

１２５

２４

３３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｏｅｅ

ｅｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

ニ. 予想される破断箇所の強さ

(イ) Ａ形の管台形式の場合

Ｗｅｂｐ ｅ１ ３＝Ｗ を通る強さ＝Ｗｅ３  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ２ １ ２＝Ｗ ＋Ｗ を通る強さ＝Ｗｅ ｅ１ ２＋Ｗ

(ロ) Ｂ形の管台形式の場合

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ１ １ ３＝Ｗ ＋Ｗ を通る強さ＝Ｗｅ ｅ１ ３＋Ｗ

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ２ ２ ４＝Ｗ ＋Ｗ を通る強さ＝Ｗｅ ｅ２ ４＋Ｗ

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ３ ２ ５＝Ｗ ＋Ｗ を通る強さ＝Ｗｅ ｅ２ ５＋Ｗ

(b) 評価

イ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0以下の場合

溶接部の強度は十分とみなし，溶接部の強度計算は行わない。

ロ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0を超える場合

溶接部の負うべき荷重（Ｗ）≦予想される破断箇所の強さ（ Ｗｅｂｐ１ ，

Ｗｅｂｐ２ ，Ｗｅｂｐ３ ）ならば溶接部の強度は十分である。 

(3) 補足

a. 穴の補強計算，大穴の補強計算及び2つ穴の補強計算において面積の計算をする際，

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｂ

ｒ

ｂ ｅ

ｒ
又は, が1を超える場合は，値を1として計算する。 

b. 断面が長手軸となす角度により求めた係数Ｆは，1として計算する。
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2.6.2 管の穴と補強計算（設計・建設規格） 

管の穴と補強計算は，設計・建設規格 PPC-3420 を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号

Ｂ 

Ｄ 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｓ 

ｔｓ 

ｔｓｒ，ｔｒ３ 

η 

Ｂ 

Ｄｏｒ 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

Ｑｒ

Ｓｒ 

ｔｒ 

ｔｒｏ 

ｔｒｒ 

η 

外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～図

20 により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｒｒとなる。） 

主管の外径 

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ1.82・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝

主管の厚さの負の許容差 

最高使用温度における主管の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

主管の最小厚さ 

主管の公称厚さ 

主管の計算上必要な厚さ 

継手の効率 

穴が管の長手継手を通る場合 

穴が鏡板を継ぎ合わせて作る場合の当該継手を通る

場合 

穴が管と全半球形鏡板との接合部の周継手を通る場

合 

設計・建設規格 PVC-3130 に規定する効率 

その他の場合は 1.00 とする。 

－ 

mm 

mm 

mm 

－ 

％，mm 

MPa 

mm 

mm 

mm 

－ 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

鏡

板

の

記

号

Ｂ 

Ｄ 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｋ１ 

Ｋ 

Ｒ 

Ｓ 

ｔｓ 

ｔｓｒ，ｔｒ１

Ｗ 

Ｂ 

Ｄ 

Ｄｏ 

ｄ 

ｄｆｒ

Ｋ 

Ｋ１ 

ＫＫ 

Ｒ 

Ｓ 

ｔｃ 

ｔｃｏ

ｔｃｒ 

Ｗ 

中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～図

20 により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｃｒとなる。） 

鏡板の内面における長径 

鏡板が取り付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。）

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 

半だ円形鏡板の中底面に圧力を受ける場合の計算に

用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3424(1)の表 PPC-3424-1 及び

表 PPC-3424-2 による。 

半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の計算に

用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.の表 PPC-3415.2-

1 による。 

さら形鏡板の中央部における内面の半径又は全半球

形鏡板の内半径 

最高使用温度における鏡板の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

鏡板の最小厚さ 

鏡板の公称厚さ 

鏡板の計算上必要な厚さ 

さら形鏡板の形状による係数  

－ 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

mm 

MPa 

mm 

mm 

mm 

－ 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

平 
 

板 
 

の 
 

記 
 

号

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｓ 

ｔ 

ｔｓ 

ｔｓｒ，ｔｒ２

(ａ)～(ｎ) 

ｄ 

ｄＨ 

Ｋ 

Ｓ 

ｔ 

ｔｃ 

ｔｃｏ 

ｔｃｒ 

取付け方法

2A～2N 

平板の径又は最小内のり 

断面に現われる穴の径 

平板の取付け方法による係数 

最高使用温度における平板材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

補強を要しない平板の計算上必要な厚さ 

平板の最小厚さ 

平板の呼び厚さ 

平板の計算上必要な厚さ 

平板の取付け方法で設計・建設規格 PPC-3413 の表

PPC-3413-1 による。 

取付け方法の表示区分 

mm 

mm 

－ 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ

Ａｒ 

Ａｓ 

Ｄｉ

ｄ 

Ｆ 

Ａ０ 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａ３ 

Ａ４

Ａｒ 

ＡｒＤ 

Ａ０Ｄ 

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ

Ａ３Ｄ 

Ａ４Ｄ

Ａｓｒ 

Ａｓｏ 

Ａｒｉ 

Ａｏｉ 

Ａｒｓ 

Ａ２ｓ 

Ａ３ｓ 

Ａ４ｓ 

Ｄｉｂ 

Ｄｉｒ

Ｄｏｂ 

Ｄｏｅ

ｄＤ 

ｄｆｒＤ 

ｄｒ１ 

ｄｒ２ 

Ｆ 

Ｆ１

Ｆ２

Ｆ３ 

穴の補強に有効な面積の総和 

穴の補強に有効な主管部の面積 

穴の補強に有効な管台部の面積 

穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

穴の補強に有効な強め材部の面積 

穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に有効な面積の総和 

大穴の補強に有効な主管部の面積 

大穴の補強に有効な管台部の面積 

大穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

大穴の補強に有効な強め材部の面積 

2 つの穴の間の主管の必要な断面積 

2 つの穴の間の主管の断面積 

2 つの穴の補強に必要な面積の 2 分の 1の面積 

2 つの穴の間にある補強に有効な面積 

隣接する穴の補強に必要な面積 

隣接する穴の補強に有効な管台部の面積 

隣接する穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

隣接する穴の補強に有効な強め材部の面積 

管台の内径 

主管の内径 

管台の外径 

強め材の外径 

断面に現われる隣接する穴の径 

大穴の補強を要しない限界径 

補強を要しない穴の最大径 

補強を要しない穴の最大径 

設計・建設規格 PPC-3424(1)b.により求められる

係数 

すみ肉溶接のせん断応力係数 

突合せ溶接の引張応力係数 

突合せ溶接のせん断応力係数 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

共 
 

通 
 

記 
 

号 
 

（
管 

の 

穴 

と 
補 

強 

計 

算
）



1-49

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
1
1 
R
0 

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｐ，Ｐｅ 

Ｓ 

Ｓ 

ｔｎ 

ｔｎｒ 

Ｌ 

ＬＡ 

ＬＡＤ 

ＬＮ 

ＬＮＤ 

Ｌｓ 

Ｌ１ 

Ｌ２ 

Ｐ 

Ｑｂ 

Ｓｂ 

Ｓｅ 

Ｓｗ１ 

Ｓｗ２ 

Ｓｗ３ 

ｔｂ 

ｔｂｎ 

ｔｂｒ 

ｔｅ 

Ｗ 

Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ 

2 つの穴の径の平均値の 1.5 倍の値 

穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な

範囲 

穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に

有効な範囲 

主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範

囲 

主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有

効な範囲 

2 つの穴の中心間の距離 

管台のすみ肉部の脚長（Ａ形，Ｂ形）又は管台補強

部の短辺長さ（Ｃ形）* 

強め材のすみ肉部の脚長 * 

最高使用圧力又は外面に受ける最高の圧力 

管台の厚さの負の許容差 

最高使用温度における管台の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

最高使用温度における強め材の材料の許容引張応力

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

すみ肉溶接の許容せん断応力 

突合せ溶接の許容引張応力 

突合せ溶接の許容せん断応力 

管台の最小厚さ 

管台の公称厚さ 

管台の計算上必要な厚さ 

強め材の最小厚さ 

溶接部の負うべき荷重 

管台取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

MPa 

％，mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

N 

N 

注記 ＊：設計・建設規格の図 PPC-4010-4 による。 

共 
 

通 
 

記 
 

号 
 

（
管 

の 

穴 

と 
補 
強 

計 

算
）
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

θ 

Ｗｅ３ 

Ｗｅ４ 

Ｗｅ５ 

Ｗｅｂｐ１

Ｗｅｂｐ２

Ｗｅｂｐ３

α 

π 

形式 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

強め材取付部突合せ溶接部の許容引張力 

強め材取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

分岐管の中心線と主管の中心線との交角 

円周率 

管台の取付け形式 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

゜ 

－ 

－ 

共
通
記
号
（
管
の
穴
と
補
強
計
算
）
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(2) 計算手順及び算式

a. 穴の形状

管に設ける穴は，設計・建設規格 PPC-3421(2)により円形又はだ円形であること。

b. 管台の取付け形式

図 2-7～図 2-11 に管台の取付け形式及び予想される破断形式を示す。

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の脚長

の破断形式のみを図示する。 

ｔ
ｒ

ｒ

Ａｒ

ｄ

α

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

Ｌ
Ｎ

Ｄ
ｉ
ｒ

 

Ｄ
ｏ

ｒ

ｔ
ｒ

ｔ
ｒ

ｏ

Ｌ
１

Ｌ１

ＬＡ ＬＡ

Ｗｅ３ 

補強に有効な面積

補強に必要な面積

予想される破断形式

・   を通る破断

・       を通る破断

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ２

Ａ３

Ａ１

Ｗｅ１ Ｗｅ２ 

Ｗｅ３

C L 

図 2-7 Ａ形（強め材のない場合） 
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Ｌ
Ｎ

Ｄ
ｉ

ｒ
 

Ｄ
ｏ

ｒ

ｔ
ｅ

ｔ
ｒ

ｔ
ｒ

ｏ

ｔ
ｒ

ｒ

Ｌ
２

Ｌ
１Ｌ２

Ｌ１

補強に有効な面積

補強に必要な面積

予想される破断形式

・       を通る破断

・       を通る破断

・       を通る破断

Ａｒ

ｄ

α

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ

Ｄｏｅ 

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

ＬＡ ＬＡ

Ｗｅ３

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ２

Ａ３

Ａ１

Ａ４

Ｗｅ４

Ｗｅ５

Ｗｅ１ Ｗｅ３

Ｗｅ２ Ｗｅ４ 

Ｗｅ２ Ｗｅ５ 

C L 

図 2-8 Ｂ形（強め材のある場合） 
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Ｌ
１
 

Ｌ１

ｄ 

ｔｃｒ ｔｃ

ｔｃｏ

ｔｂｎ

ｔｂｒ

ｔｂ Ｄｉｂ

Ｄｏｂ

ＬＮ

ＬＡ ＬＡ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ｗｅ３ 

Ａ１

Ｗｅ２ 
Ｗｅ１ 

Ａｒ

Ａ３

Ａ２

Ｒ 

＊

予想される破断形式 

・    を通る破断

・       を通る破断 

注記 ＊：Ａ３の面積で(Ｌ１)
２以外の部分は，

補強面積評価上は考慮しない。 

C L 

Ｗｅ３

Ｗｅ１ Ｗｅ２

図 2-9 Ａ形（鏡板で強め材のない場合） 
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ｔｂｎ

ｔｂｒ

ｔｂ 

Ｄｏｂ 

Ｄｉｂ 

ｄＨ

ｔ
ｃ

ｏ

ｔ
ｃ

 

ｔ
ｃ

ｒ

Ｌ
Ｎ

Ｌ
１

ｄ

ＬＡ

Ｌ１

ＬＡ

補強に有効な面積

補強に必要な面積

予想される破断形式

・   を通る破断

・       を通る破断

Ａｒ
Ｗｅ１

Ａ１

Ｗｅ１

C L 

Ａ３

Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ 

Ｗｅ３

Ｗｅ２ 

Ａ２

図 2-10 Ａ形（平板で強め材のない場合） 
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Ｄ
ｏ

ｒ
 

Ｄ
ｉ

ｒ
ｔ

ｒ

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ

ｒ
 

ｔｂｎ 

ｔｂ 

Ａｒ 

d 

α
ＬＡＬＡ

Ａ２ 

補強に有効な面積

補強に必要な面積

注記 ＊：本形式における補強に有効な面積Ａ３はＡ形及びＢ形と同様

にＡ３＝(Ｌ１)２･sinα･Ｓｂ／Ｓｒ（上記 部）として算出

するものとし，同補強部外側の余肉部（上記 部）は，

補強面積評価上は考慮しない。

Ａ３ 
＊

ｔｂｒ 

Ｄｉｂ 

Ｄｏｂ 

Ｌ
Ｎ

Ｌ１

Ｌ
１

Ａ３

Ａ１

C L 

図 2-11 Ｃ形（一体形で強め材のない場合） 
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c. 穴の補強の要否

穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPC-3422 を適用する。

(a) 算式

補強を要しない穴の最大径は，次のイ項又はロ項で計算した値のいずれか大きい値

（ｄｆｒ）とする。 

イ. 平板以外の管に設ける穴であって，穴の径が 61 mm 以下で，かつ，管の内径の

4 分の 1 以下の穴（ｄｒ１） 

ロ. 平板以外の管に設ける穴であって，イ項に掲げるものを除き，穴の径が 200 mm

以下で，かつ，設計・建設規格の図 PPC-3422-1 及び図 PPC-3422-2 により求めた

値以下の穴（ｄｒ２） 

直管又は曲げ管の場合  

３
２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｒｏｒｒ  

鏡板の場合 

３
２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｃｏｒ  

ただし，Ｋの値は次の算式による。 

(イ) 直管又は曲げ管の場合

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ.82・Ｓ1

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝

(ロ) さら形鏡板又は半だ円形鏡板の場合

ｃ

ｏ

Ｓ・η・ｔ 1.82・

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝

(ハ) 全半球形鏡板の場合

ｃ

ｏ

Ｓ・η・ｔ 3.64・

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝

ただし，Ｋ＞0.99 の場合はＫ＝0.99 とする。 

ハ. 平板に穴を設ける場合であって，平板の最小厚さ（ｔｃ）が次の式により計算

した値以上のもの 

(イ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の 2 分の 1以下の場合

Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・  

ただし，Ｋの値は設計・建設規格 PPC-3413 の表 PPC-3413-1 中で(ｍ)の取
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付け方法を除き，0.375 以上とすることを要しない。 

(ロ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の 2 分の 1を超える場合

Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・  

(b) 評価

補強を要しない穴の最大径（ｄｆｒ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）又は平板の最

小厚さ（ｔｃ）≧補強を要しない平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば，穴の補強計

算及び溶接部の強度計算は必要ない。 

必要な場合は，d 項以降による。 

d. 穴の補強に有効な範囲

穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPC-3424(1)a.を適用する。

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。

(a) 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＡ）は，次の 2 つの式

より計算したいずれか大きい方の値 

イ. 直管又は曲げ管の場合

＝ｄＬＡ  又は ｂｒ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

ロ. 鏡板の場合

＝ｄＬＡ  又は ｂｃ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

ハ. 平板の場合

ＨＡ＝ｄＬ  又は ｂｃ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝Ｌ

Ｈ
Ａ  

(b) 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＮ）は，次の 2 つの式よ

り計算したいずれか小さい方の値 

イ. 直管又は曲げ管の場合

ｒ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｅｂ＋ｔ＝2.5・ｔＬＮ  

ロ. 鏡板の場合

ｃ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｂ＝2.5・ｔＬＮ  

ハ. 平板の場合

ｃ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｂ＝2.5・ｔＬＮ  
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e. 主管の厚さの計算

主管の計算上必要な厚さ（ｔｒｒ又はｔｃｒ）は，設計・建設規格 PPC-3424(1)b.(a)を

適用する。 

(a) 直管又は曲げ管の場合

＋0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

・ηｒ

ｏｒ
ｒｒ ···············································  （内圧）

ただし，η＝1.00 

4・Ｂ

3・Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｒ
ｒｒ  ··························································  （外圧）

(b) 鏡板の場合

イ. さら形鏡板

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
＝ｔｃｒ  ················································  （中低面）

ただし，Ｗ＝1.00 及びη＝1.00 

Ｂ

）Ｒ＋ｔ（ Ｐ・
＝ｔ

ｃ
ｃｒ ························································  （中高面）

ロ. 半だ円形鏡板

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

・ＤＰ・Ｋ
＝ｔ

１
ｃｒ  ················································  （中低面）

Ｂ

）Ｄ＋2・ｔ（ ・Ｐ・Ｋ
＝ｔ

ｃ
ｃｒ

Ｋ ···········································  （中高面）

ハ. 全半球形鏡板

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
＝ｔｃｒ  ················································  （中低面）

Ｂ

）Ｒ＋ｔ（ Ｐ・
＝ｔ

ｃ
ｃｒ ························································  （中高面）

(c) 平板の場合

Ｓ

Ｋ・Ｐ
＝ｄ・ｔｃｒ   

f. 管台の厚さの計算

管台の計算上必要な厚さ（ｔｂｒ）は，設計・建設規格 PPC-3424(1)b.(b)を適用する。 

－1.2・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｂ

ｉｂ
ｂｒ ·························································  （ 内 圧 ）

4・Ｂ

3・Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｂ
ｂｒ ······························································  （ 外 圧 ）
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g. 穴の補強計算

穴の補強計算は，設計・建設規格 PPC-3424(1)を適用する。

(a) 算式

イ. 補強に必要な面積

(イ) 直管又は曲げ管の場合

・(2－sinα)＝1.07・ｄ・ｔＡ ｒｒｒ  

(ロ) 鏡板の場合

ｃｒｒ＝ｄ・ｔＡ  

(ハ) 平板の場合

ｃｒｒ ・ｔ＝0.5・ｄＡ Ｈ

ロ. 補強に有効な面積

(イ) 直管又は曲げ管の場合

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｒｒｒ１

ｒ

ｂ
ｂｒｂ

Ｓ

Ｓ
・α・Ｌ・cosec ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ Ｎ２

ｒ

ｂ

Ｓ

Ｓ
α・・sin）Ｌ（＝Ａ ２

１３   

ｒ

ｅ

ｒ

ｅ
ｅｏｂｏｅ

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＋

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－ＤＤ（＝Ａ ２

２４       

（強め材が有効範囲ＬＡ内にある場合） 

ｒ

ｅ
ｅｏｂ

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－Ｄ2・Ｌ（＝Ａ Ａ４   

（強め材が有効範囲ＬＡの外まである場合） 

４３２１０ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(ロ) 鏡板の場合

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｃｒｃ１  

Ｓ

Ｓ
・Ｌ ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ

ｂ
・ｂｒｂ Ｎ２   

Ｓ

Ｓ
・ ）Ｌ（＝Ａ

ｂ２
１３   

３２１０ ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(ハ) 平板の場合

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ ＨＡｃｒｃ１

Ｓ

Ｓ
・・Ｌ ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ

ｂ
ｂｒｂ Ｎ２   
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Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＝Ａ

ｂ２
１３   

３２１０ ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(b) 評価

穴の補強に有効な面積（Ａ０）＞穴の補強に必要な面積（Ａｒ）ならば穴の補強は

十分である。 

h. 大穴の補強の要否

大穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。

(a) 算式

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ）

イ. Ｄｉｒが 1500 mm 以下の場合

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／2 

ただし，500 mm を超える場合 500 mm とする。 

ロ. Ｄｉｒが 1500 mm を超える場合

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／3 

ただし，1000 mm を超える場合 1000 mm とする。 

(b) 評価

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）ならば大穴

の補強計算は必要ない。 

必要な場合は，ｉ項以降による。 
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i. 大穴の補強に有効な範囲

大穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。

(a) 大穴の補強における管台の取付け形式

図2-12～図2-16に大穴の補強における管台の取付け形式を示す。
ｔ

ｒ
ｒ
 

ｄ 

α 

Ｄｏｂ 

Ｄｉｂ 

ｔｂｒ 

ｔｂｎ 

ｔｂ 

Ｌ
Ｎ

Ｄ
 

Ｄ
ｉ

ｒ

Ｄ
ｏ

ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ

Ｌ
１
 

Ｌ１

ＬＡＤ ＬＡＤ 

ＡｒＤ 

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ 

C L 

図 2-12 Ａ形（強め材のない場合） 
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α 

ｄ 

Ｄｏｂ 

Ｄｉｂ 

ｔｂｒ 

ｔｂｎ 

ｔｂ 

Ｌ
Ｎ
Ｄ

Ｄ
ｉ

ｒ

Ｄ
ｏ

ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ

ｔ
ｒ

ｒ
 

Ｌ
１
 

Ｌ１

ＬＡＤ ＬＡＤ 

Ｄｏｅ 

Ｌ２

Ｌ
２

ｔ
ｅ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

ＡｒＤ 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ４Ｄ

Ａ２Ｄ 

C L 

図 2-13 Ｂ形（強め材のある場合） 
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Ｌ
１
 Ｌ１

ｄ 

ｔｃｒ

ｔｃ

ｔｂｎ

ｔｂｒ

ｔｂ Ｄｉｂ

Ｄｏｂ

Ｒ 

ＬＮＤ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ａ２Ｄ

ＬＡＤＬＡＤ

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

ＡｒＤ ｔｃｏ

＊

注記 ＊：Ａ３Ｄの面積で(Ｌ１)
２以外の部分は，

補強面積評価上は考慮しない。 

C L 

図 2-14 Ａ形（鏡板で強め材のない場合） 
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ｔｂｎ

ｔｂ

ｔｂｒ

ｔ
ｃ

ｏ
 

ｔ
ｃ

ｔ
ｃ

ｒ
 

ｄ 

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ｌ
１

Ｌ１

Ａ２Ｄ

Ｌ
Ｎ

Ｄ

ＬＡＤＬＡＤ

ｄＨ

Ｄｏｂ 

Ｄｉｂ 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

ＡｒＤ

C L 

図 2-15 Ａ形（平板で強め材のない場合） 



1-65

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
1
1 
R
0 

Ｄ
ｏ

ｒ
 

Ｄ
ｉ

ｒ
 

ｔ
ｒ

ｔ
ｒ

ｏ

ｔ
ｒ

ｒ

ＬＡＤ 

Ｌ
Ｎ
Ｄ
 

α 

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

注記 ＊：本形式における補強に有効な面積Ａ３ＤはＡ形及びＢ形と同様に 

Ａ３Ｄ＝(Ｌ１)
２・sinα・Ｓｂ／Ｓｒ（上記   部）として算出 

するものとし，同補強部外側の余肉部（上記 部）は，補強

面積評価上は考慮しない。 

ＡｒＤ

ｄ 

ＬＡＤ

Ａ３Ｄ

＊

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

Ｄｉｂ

Ｄｏｂ

Ｌ１

Ｌ
１
 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ 

C L 

図 2-16 Ｃ形（一体形で強め材のない場合） 
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(b) 穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲

Ｌ
ｄ

2

ｄ

4
ＡＤ＝ ＋

(c) 主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲

ＬＮＤ Ｎ＝Ｌ

j. 大穴の補強計算

大穴の補強計算は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。

(a) 算式

イ. 大穴の補強に必要な面積

Ａ
2

3
ｒ ｒＤ＝ ・Ａ

ロ. 大穴の補強に有効な面積

－ｄ）・Ｌ2）･（－Ｆ・ｔ・ｔ＝（Ａ ＡＤＤ ｒｒｒ１    

Ａ２ ２Ｄ＝Ａ

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ
ｄ

4

Ｓ

Ｓ
２Ｄ ＮＤｂｒ

ｂ

ｒ
＝2・ －ｔ ・cosec ・Ｌ ・

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ３ ３Ｄ＝Ａ  

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ３Ｄ＝0 

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ４ ４Ｄ＝Ａ  

（強め材が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ 3・
ｄ

2

Ｓ

Ｓ
４Ｄ ｏｂ ｅ

ｅ

ｒ
＝ －Ｄ ・cosec ・ｔ ・

（強め材が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ０ １ ２ ３ ４Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋Ａ

(b) 評価

大穴の補強に有効な面積（Ａ０Ｄ）≧大穴の補強に必要な面積（ＡｒＤ）ならば大穴

の補強は十分である。
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k. 2つ穴の補強計算

2つ以上の穴の補強に有効な範囲が重なり合う場合の補強計算は，設計・建設規格

PPC-3424(2)a.，b.及びc.を適用する。 

以下，直管の2つ穴の計算方法を示す。 

(a) 算式

イ. 2つの穴の間にある主管の必要な断面積

Ａｓｒ ｓ ｒｒ＝0.7・Ｌ ・ｔ ・Ｆ

ロ. 2つの穴の間にある主管の断面積

Ａ Ｌ
ｄ＋ｄ

2
ｓｏ ｓ ｒ

Ｄ
＝ － ・ｔ

ハ. 2つの穴の径の平均値の1.5倍の値

Ｌ＝1.5・
ｄ＋ｄ

2

Ｄ

ニ. 2つの穴の補強に必要な面積の2分の1

Ａ
Ａ

2
ｒｉ

ｒ ｒｓ
＝

＋Ａ

Ａｒ及びＡｒｓは 1つの穴の計算に準じる。 

ホ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積

2

＋ＡＡ
＋

2

＋ＡＡ
＋

2

＋ＡＡ
）＋－ｔｔ（・

2

＋ｄｄ
－Ｌ＝Ａ

４ｓ４３ｓ３２ｓ
ｒｒｒｓｏｉ

２Ｄ
    

Ａ２，Ａ２ｓ，Ａ３，Ａ３ｓ，Ａ４及びＡ４ｓは，1つの穴の計算に準じる。 

(b) 評価

穴の補強は，以下の条件を満足すれば十分である。

イ. 2つの穴の間にある主管の断面積（Ａｓｏ）≧2つの穴の間にある主管の必要な断面

積（Ａｓｒ） 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積（Ａｏｉ）≧2つの穴の補強に必要な面積の2

分の1（Ａｒｉ） 

ハ. 2つの穴の中心間の距離（Ｌｓ）≧2つの穴の径の平均値の1.5倍（Ｌ）
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l. 溶接部の強度計算 

溶接部の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3424(8)及び(9)を適用する。 

ただし，Ｃ形に関しては評価すべき溶接部がないため，強度計算は行わない。 

(a) 算式 

イ. 溶接部の負うべき荷重 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

ｒｒｒｒｒｒｒ Ｓ－ｄ）･・Ｌ2）･（－Ｆ・ｔ・ｔ－（・Ｓ＝ｄ・ｔＷ Ａ       

(ロ) 鏡板の場合 

Ｓ－ｄ）･・Ｌ2・（）－Ｆ・ｔ・ｔ・Ｓ－（＝ｄ・ｔＷ Ａｃｒｃｃｒ          

(ハ) 平板の場合 

Ｓ）･－ｄ・Ｌ2（・）－Ｆ・ｔ・ｔ・Ｓ－（・ｔ＝ｄＷ ＨＡＨ ｃｒｃｃｒ            

ロ. 溶接部の許容応力 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

ＳＷ1 ＝Ｓｒ・Ｆ１ 

ＳＷ２＝Ｓｒ・Ｆ２ 

ＳＷ３＝Ｓｒ・Ｆ３ 

(ロ) 鏡板又は平板の場合 

Ｓ

Ｓ

Ｓ

１ １

２ ２

３ ３

Ｗ

Ｗ

Ｗ

＝Ｓ・Ｆ

＝Ｓ・Ｆ

＝Ｓ・Ｆ

 

ハ. 溶接部の破断強さ 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

／2・Ｓ・Ｌ＝π・ＤＷ

・Ｓ・ｔ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

１２５

２４

３３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｏｅｅ

ｅｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

 

(ロ) 鏡板の場合 

／2・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ ＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

ｂｅ

ｂｅ
 

Ｗｅ３＝π・ｄ・ｔｂ・ＳＷ３／2 
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(ハ) 平板の場合

／2・Ｓ・ｔ＝π・ｄＷ

／2・Ｓ・ｔ＝π・ｄＷ

・Ｓ・Ｌ＋ｔ
2

ｄ
＝π・Ｗ

３３

３２

１１１

ＷＨ

ＷＨ

Ｗ
Ｈ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ     

ニ. 予想される破断箇所の強さ

(イ) Ａ形の管台形式の場合

Ｗｅｂｐ ｅ１ ３＝Ｗ を通る強さ＝Ｗｅ３  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ２ １ ２＝Ｗ ＋Ｗ を通る強さ＝Ｗｅ ｅ１ ２＋Ｗ

(ロ) Ｂ形の管台形式の場合

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ１ １ ３＝Ｗ ＋Ｗ を通る強さ＝Ｗｅ ｅ１ ３＋Ｗ

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ２ ２ ４＝Ｗ ＋Ｗ を通る強さ＝Ｗｅ ｅ２ ４＋Ｗ

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ３ ２ ５＝Ｗ ＋Ｗ を通る強さ＝Ｗｅ ｅ２ ５＋Ｗ

(b) 評価

イ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0以下の場合

溶接部の強度は十分とみなし，溶接部の強度計算は行わない。

ロ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0を超える場合

溶接部の負うべき荷重（Ｗ）≦予想される破断箇所の強さ（ Ｗｅｂｐ１ ，

Ｗｅｂｐ２ ，Ｗｅｂｐ３ ）ならば溶接部の強度は十分である。 

(3) 補足

a. 穴の補強計算，大穴の補強計算及び2つ穴の補強計算において面積の計算をする際，

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｂ

ｒ

ｂ ｅ

ｒ
又は, が1を超える場合は，値を1として計算する。 

b. 断面が長手軸となす角度により求めた係数Ｆは，1として計算する。

c. 鏡板及び平板の補強計算は，本書では取付け角度が90 °で1つ穴のものについての計

算方法を示す。 
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2.7 フランジの強度計算 

フランジの強度計算は，設計・建設規格 PPC-3414を適用する。

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

Ｂ１ Ｂ１ Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1 のときの一体形フランジの場

合） 

Ｂ＋ｇ１（ルーズ形フランジ(差込み形フラン

ジ)及び一体形フランジでｆの最小採用値は 1

であるが，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3

図 4 より求まるｆが 1 未満となる場合） 

mm 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

ｄ ｄ 係数 

合）（一体形フランジの場・ｇ・ｈ
Ｖ

Ｕ
＝ ２

０ｏ  

）み形フランジ）の場合

差込（ルーズ形フランジ（
・ｇ・ｈ

Ｖ

Ｕ
＝ ２

０ｏ
Ｌ

  

mm3 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

小さい方の径 

mm 

ｄｉ 穴あきボルトの内径 mm 

ｅ ｅ 係数 

場合）　（一体形フランジの
ｈ

Ｆ
＝

ｏ
 

）み形フランジ）の場合

差込（ルーズ形フランジ（

ｈ

Ｆ
＝

ｏ

Ｌ

mm-1

Ｆ Ｆ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 図 5又は表 4による。） 

－ 

ＦＬ ＦＬ ルーズ形フランジの係数(ＪＩＳ Ｂ ８２６

５ 附属書 3 図 6又は表 4 による。) 

－ 

ｆ ｆ ハブ応力修正係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 図 4 又は表 4 による。） 

－ 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

ｇ０ ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｈ Ｈ 圧力によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＤ ＨＤ 圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

ＨＧ，ＨＧ ＨＧ ガスケット荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ＨＴ ＨＴ 圧力によってフランジに加わる全荷重とフラン

ジの内径面に加わる荷重との差 

N 

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

ｈ０ ｈｏ Ｂ・ｇ０  mm 

ｈＴ ｈＴ ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比 － 

Ｌ Ｌ 係数（＝ ＋
ｔ・ｅ＋1

Ｔ

ｔ

ｄ

３

） － 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

ＭＤ ＭＤ 内圧によってフランジの内径面に加わるモーメ

ント

N･mm 

ＭＧ ＭＧ ガスケット荷重によるモーメント N･mm 

Ｍｇ Ｍｇ ガスケット締付時にフランジに作用するモーメ

ント

N･mm 

Ｍ０ Ｍｏ 使用状態でフランジに作用するモーメント N･mm 

ＭＴ ＭＴ 内圧によってフランジに加わる全荷重とフラン

ジの内径面に加わる荷重との差によるモーメン

ト 

N･mm 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属

書 3 表 2による。） 

－ 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅(ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。) 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 － 

Ｍ Ｍｅ フランジ部に作用するモーメント N･mm 

ＰＦＤ Ｐ 設計圧力 

応力計算に用いる設計圧力は最高使用圧力又は

外面に受ける最高の圧力にＰｅｑを加えたもの

である。 

MPa 

Ｐｅｑ Ｐｅｑ 管の自重及びその他の機械的荷重によりフラン

ジ部に作用する曲げモーメントを圧力に換算し

た値 

３・Ｇπ

・Ｍ16
＝Ｐ

ｅ
ｅｑ

  

MPa 

Ｐｏ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交

点までの半径方向の距離 

mm 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｔ Ｔ Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

Ｕ Ｕ Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

Ｖ Ｖ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 図 8又は表 4による。） 

－ 

ＶＬ ＶＬ ルーズ形フランジの係数(ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 図 9又は表 4による。) 

－ 

Ｗ，Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

Ｙ Ｙ Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 表 2 による。） 

N/mm2 

Ｚ Ｚ Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

π π 円周率 － 

σａ σａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7

による。 

MPa 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7

による。 

MPa 

σｆ σｆａ 常温におけるフランジ材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

σｆ σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

σＨ σＨｇ ガスケット締付時のハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＨ σＨｏ 使用状態でのハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｇ ガスケット締付時のフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｏ 使用状態でのフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｇ ガスケット締付時のフランジの周方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｏ 使用状態でのフランジの周方向応力 MPa＊ 

形式 フランジの形式 － 

NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート － 

SUS-NON- 

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼) － 

注記 ＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ

「MPa」に読み替えるものとする。 
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(2) フランジの形式

フランジの形式及び各部の記号は，図2-17～図2-21による。

ただし，Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

φ
Ａ

 

φ
Ｃ

 

Ｎ
 

ＨＤ 

ＨＧ

ＨＴ

φ
Ｇ

 

ｂ
 

ｇ
０
 

ｇ
１
 ｈ

Ｔ ｈ
Ｇ

ｈ
Ｄ

φ
Ｂ

 

Ｗ 

ｈ ｔ 
ガスケット

注：ハブのテーパが 6 °以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

ＴＹＰＥ－1 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 a) 4) 

ｇ
０
 

ガスケット

φ
Ａ

 

φ
Ｃ
 

Ｎ
 

ＨＤ 

ＨＧ

ＨＴ

φ
Ｇ

 

ｂ
 

ｇ
１
 ｈ

Ｔ ｈ
Ｇ

ｈ
Ｄ
 

φ
Ｂ
 

Ｗ 

ｈ ｔ 

注：ハブのテーパが 6 °以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

ＴＹＰＥ－2 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 a) 4) 

図 2-17 ルーズ形フランジ（差込み形フランジ） 
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ガスケット

φ
Ａ

 

φ
Ｃ
 Ｎ

 

ＨＤ 

ＨＧ

ＨＴ

φ
Ｇ
 

ｂ
 

ｇ
０
 

ｇ
１
 ｈ

Ｔ ｈ
Ｇ

ｈ
Ｄ

φ
Ｂ

 

Ｗ 

ｈ ｔ 

注：ハブのテーパが 6 °以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

ＴＹＰＥ－3 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 a) 5) 

図 2-18 ルーズ形フランジ（差込み形フランジ） 
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ＨＧ ｈ
Ｇ

2 

ガスケット

2
 φ

Ａ
 

φ
Ｃ
 Ｎ

 

ＨＤ 
ＨＴ 

Ｒ
 

φ
Ｇ
 

ｂ
 

ｇ
１
 

ｇ
０
 

ｇ
１
 ｇ

１
 

ｈ
Ｔ

ｈ
Ｄ

φ
Ｂ
 

Ｗ 

ｈ＊ ｔ 

ＴＹＰＥ－4 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 8) 

2
 

ガスケット

2
 φ

Ａ
 

φ
Ｃ

 Ｎ
 

ＨＤ 

ＨＧ 

ＨＴ

Ｒ
 

φ
Ｇ

 

ｂ
 

ｇ
１
 

ｇ
０

ｇ
１
 ｇ

１
 

ｈ
Ｔ ｈ

Ｇ

ｈ
Ｄ

φ
Ｂ

 

Ｗ 

ｈ＊ ｔ 

ＴＹＰＥ－5 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 8) 

注記＊：フランジに近いハブのこう配が 1／3 以下の場合は，ｈは下図に従う。 

ｇ
０

ｈ 

図 2-19 一体形フランジ
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Ｎ
 

2
 

ｇ０＝ｇ１

ガスケット

φ
Ａ
 

φ
Ｃ
 

ＨＤ

ＨＧ

ＨＴ 

Ｒ
 

φ
Ｇ
 

ｂ
 

ｇ
１
 

ｈ
Ｔ ｈ

Ｇ

ｈ
Ｄ

φ
Ｂ
 

Ｗ 

ｔ 

ＴＹＰＥ－6 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 6) 

図 2-20 一体形フランジ
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2
 

Ｎ
 

ｇ
１
 

ｇ
１
 

ｈ 
ガスケット 

φ
Ａ

 

φ
Ｃ

 ＨＤ

ＨＧ

ＨＴ

φ
Ｇ

 

Ｒ
 

φ
Ｂ

 

ｂ
 

ｇ
０
 ｈ

Ｔ ｈ
Ｇ

ｈ
Ｄ

Ｗ 

ｔ 

ＴＹＰＥ－7 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 c) 12) 

（一体形フランジとして計算） 

ｈ 
ｇ

１
 

ＨＧｈ
Ｇ

2
 

ガスケット 

φ
Ａ

 

φ
Ｃ

 Ｎ
 

ＨＤＨＴ

Ｒ
 

φ
Ｇ

 

ｂ
 

ｇ
０
 

ｇ
１
 

ｈ
Ｔ

ｈ
Ｄ

φ
Ｂ

 

Ｗ 

ｔ 

ＴＹＰＥ－8 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 c) 11) 

（一体形フランジとして計算） 

図 2-21 任意形フランジ 
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(3) 内圧計算手順及び算式

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケット座の基

本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35 mm の場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35 mm の場合 

ｂ＝ ｏｂ2.52・  

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 3 による。 

b. 計算上必要なボルト荷重

(a) 使用状態で必要なボルト荷重

・Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ

・Ｐ・Ｇ
4

π
Ｈ＝

＝Ｈ＋ＨＷ

ｇ

ｍ

Ｐ

Ｐ

２

１

   

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積

Ａ
Ｗ

ｍ
ｍ

ｂ
１

１
＝

σ
（使用状態） 

Ａ
Ｗ

ｍ
ｍ

ａ
２

２
＝

σ
（ガスケット締付時） 

）・ｎ－ｄ・（ｄ
4

π
＝Ａ

），ＡＡ（Max＝Ａ

２２

２１

ｉｂｂ

ｍｍｍ

  

d. フランジの計算に用いるボルト荷重

Ｗｏ ｍ１＝Ｗ （使用状態） 

Ｗ
Ａ

2
ｇ

ｍ ｂ
ａσ＝

＋Ａ
・ （ガスケット締付時）
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e. 使用状態でフランジに加わる荷重

Ｈ
π

4

Ｈ

Ｈ

Ｄ

Ｇ

Ｔ Ｄ

２

ｏ

＝ ・Ｂ ・Ｐ

＝Ｗ －Ｈ

＝Ｈ－Ｈ

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ

一体形フランジ Ｒ＋0.5・ｇ１
Ｃ－Ｇ

2

Ｒ＋ｇ

2

Ｇ１＋ｈ

ルーズ形フランジ

（差込み形フランジ）

Ｃ－Ｂ

2

Ｃ－Ｇ

2

ｈ

2

Ｄ Ｇ＋ｈ

ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
１－ｇ

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｄ Ｄ Ｄ

Ｇ Ｇ Ｇ

Ｔ Ｔ Ｔ

Ｄ Ｇ Ｔｏ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｍ ＋Ｍ ＋Ｍ

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント

Ｍ
Ｃ－Ｇ

2
ｇ ｇ＝Ｗ ・

i. 一体形フランジ及びルーズ形フランジ（差込み形フランジ）の応力

(a) 使用状態でのフランジの応力

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
ｏ

ｏｏ
ｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂt

・ＭＹ
＝

Ｂ・・ｔＬ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（
＝

・ｇ4

・ＢＰ
＋

・ＢＬ・ｇ

・Ｍｆ
＝

２

２

０
２

１
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(b) ガスケット締付時のフランジの応力

ｇ
ｇ

ｇ

ｇ
ｇ

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂｔ

・ＭＹ
＝

・Ｂ・ｔＬ

Ｍ）・1・ｔ・ｅ＋.331（
＝

Ｂ・ｇ・Ｌ

・Ｍｆ
＝

２

２

２
１

  

  

    

  

ただし， 

Ｌ＝
ｔ・ｅ＋1

Ｔ

ｔ

ｄ

３

＋

ｈ Ｂ・ｇｏ ０＝

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
０

２・ｈ ・ｇｏ （一体形フランジ） 

ｄ＝
Ｕ

ＶＬ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ））

ｅ＝
Ｆ

ｈｏ
（一体形フランジ） 

ｅ＝
Ｆ

ｈ

Ｌ

ｏ
（ルーズ形フランジ（差込み形フランジ））

また，Ｂが20・ｇ１より小さいときは，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及びσＨｇの計

算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 

j. 評価

内圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。

(a) ボルトの総有効断面積 Ａｍ＜Ａｂ 

(b) ハブの軸方向応力

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

(c) フランジの径方向応力

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

(d) フランジの周方向応力

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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(4) 外圧計算手順及び算式

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケット座の基

本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35 mm の場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35 mm の場合 

ｏｂｂ＝2.52・   

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積

Ａ ＝ｍ２
Ｗ

σ

ｍ

ａ

２

Ａ ＝ ・（ｄ －ｄ ）・ｎｂ ｂ ｉ
２ ２π

4

d. フランジの計算に用いるボルト荷重

Ｗ ＝
Ａ ＋Ａ

・ｇ
ｍ ｂ

ａ
２

σ
2

e. 使用状態でフランジに加わる荷重

Ｈ＝ ・Ｇ ・Ｐ２π

4

Ｈ ＝ ・Ｂ ・ＰＤ
２π

4

ＨＴ＝Ｈ－ＨＤ
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f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ Ｒ＋0.5・ｇ１ 
Ｃ－Ｇ

2

Ｒ＋ｇ ＋ｈ

2

１ Ｇ

ルーズ形フランジ

（差込み形フランジ）

Ｃ－Ｂ

2

Ｃ－Ｇ

2

ｈ ＋ｈ

2

Ｄ Ｇ

ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
－ｇ１

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント

Ｍｏ＝ＨＤ・（ｈＤ－ｈＧ）＋ＨＴ・（ｈＴ－ｈＧ） 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント

Ｍｇ＝Ｗｇ・ｈＧ 

i. 一体形フランジ及びルーズ形フランジ（差込み形フランジ）の応力

(a) 使用状態でのフランジの応力

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
ｏ

ｅ

２

ｏ
ｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂt

・ＭＹ
＝

Ｂ・・ｔＬ

・Ｍ1）・ｔ・ｅ＋（1.33
＝

・ｇ4

・ＢＰ
＋

・ＢｇＬ・

・Ｍｆ
＝

２

２

０１

(b) ガスケット締付時のフランジの応力

ｇ
２

ｇ
ｇ

２

ｇ
ｇ

２
１

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂｔ

・ＭＹ
＝

・Ｂ・ｔＬ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（
＝

Ｂ・Ｌ・ｇ

・Ｍｆ
＝

ただし， 

Ｌ＝
ｔ・ｅ＋1

Ｔ
＋

ｔ

ｄ

３

ｈ ＝ Ｂ・ｇｏ ０

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ （一体形フランジ） 

ｄ＝
Ｕ

ＶＬ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ））

ｅ＝
Ｆ

ｈｏ
（一体形フランジ） 

ｅ＝
Ｆ

ｈ

Ｌ

ｏ
（ルーズ形フランジ（差込み形フランジ））
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また，Ｂが20・ｇ１より小さいときは，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及びσＨｇの計

算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 

j. 評価

外圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。

(a) ボルトの総有効断面積 Ａｍ２＜Ａｂ 

(b) ハブの軸方向応力

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

(c) フランジの径方向応力

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

(d) フランジの周方向応力

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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2.8 伸縮継手の強度計算 

伸縮継手の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3416を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

ｂ ｂ 継手部の波のピッチの 2分の 1 mm 

ｃ ｃ 継手部の層数 － 

Ｅ Ｅ 材料の縦弾性係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1

による。 

MPa 

ｈ ｈ 継手部の波の高さ mm 

Ｎ Ｎ 許容繰返し回数 － 

Ｎｒ 実際の繰返し回数 － 

ｎ ｎ 継手部の波数の 2 倍の値 － 

ｔ ｔ 継手部の板の厚さ mm 

Ｕ 実際の繰返し回数(Ｎｒ)／許容繰返し回数(Ｎ) － 

δ δ 全伸縮量 mm 

σ σ 継手部応力 MPa 

算式

A 調整リング無しの場合 

－ 

B 調整リング付きの場合 

(2) 継手部の形状

継手部の形状を図2-16に示す。

ｈ

ｂ

ｔ

図 2-16 継手部の形状 
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(3) 算式

伸縮継手の許容繰返し回数は

3.5

σ

11031
Ｎ＝

ただし，材料がステンレス鋼及び高ニッケル合金のものに限る。 

a. 調整リングが付いていない場合の継手部応力

・ｃ・ｔ2

・ｈＰ
＋

・ｈｂ・ｎ

・Ｅ・ｔ・1.5
＝

２

２

３

δ
σ   ······························································ (Ａ)

b. 調整リングが付いている場合の継手部応力

ｔ・ｃ

・ｈＰ
＋

・ｈｂ・ｎ

・Ｅ・ｔ・1.5
＝

３

δ
σ  ·································································· (Ｂ)

(4) 評価

実際の繰返し回数（Ｎｒ）と許容繰返し回数（Ｎ）の比（Ｕ＝Ｎｒ／Ｎ）がＵ≦1であれば，

伸縮継手の強度は十分である。 

実際の繰返し回数が2種類以上の場合は，実際の繰返し回数と許容繰返し回数の比を加え 

た値（Ｕ＝
i

ｒｉ ｉ( )Ｎ ／Ｎ ）がＵ≦1であれば，伸縮継手の強度は十分である。
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3. 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価

重大事故等クラス２管及び重大事故等クラス２支持構造物の材料について，「実用発電用原子

炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25 年 6 月 28 日 原子力規制委員会規則第

6 号）（以下「技術基準規則」という。）施行前に工事着手又は完成したものであって設計・建

設規格における材料の規定によらない場合の評価については，以下の方針にしたがって，重大事

故等対処設備として使用される圧力，温度，荷重その他の使用条件に対して適切な材料であるこ

とを確認する。 

(1) 機械的強度及び化学的成分

設計・建設規格においてクラス２管及びクラス２支持構造物に使用可能な材料として規

定されていない材料を使用している場合は，機械的強度及び化学的成分について，使用材

料とクラス２管に使用可能な材料として規定されている材料との比較又は求められる機能

を考慮し，使用材料が重大事故等対処設備として使用される圧力，温度，荷重その他の使

用条件に対して適切な材料であることを確認する。 

a. 機械的強度

(a) 評価項目の選定

機械的強度については，使用材料と比較対象となるクラス２管に使用可能な材料とし

て規定されている材料の材料規格であるＪＩＳ等に規定されている機械的性質のうち，

機械的強度の評価について必要な項目の選定を行う。表 3-1「機械的強度における評価

項目の選定結果」に選定結果を示す。 
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表 3-1 機械的強度における評価項目の選定結果 

機械的性質＊ 
選定 

結果 
選定理由 

引張強さ 

○ 
引張強さ，降伏点又は耐力については，強度評価に用いる設計許容応

力を算出するために必要であるため確認を実施する。 
降伏点 

又は耐力 

伸び × 

伸びについては，材料の延性の評価に用いる値であるが，重大事故等 

クラス２管の強度評価においては，全体的な変形を弾性域に抑えるこ

とが要求されていることから今回評価を省略する。また，一般的に伸

びが大きいほど塑性加工の際の加工量を大きくとれるものの，対象と

なる重大事故等クラス２管は既に施設された設備であるため，今回評

価を省略する。 

絞り 
× 

絞りについては，材料の延性の評価に用いる値であるが，重大事故等

クラス２管については，塑性変形する領域では使用しないことから今

回評価を省略する。また，一般的に絞りが大きいほど深しぼり加工な

どの成型性が良くなるものの，対象となる重大事故等クラス２管は既

に施設された設備であるため，今回評価を省略する。 

曲げ性 
× 

曲げ性については，材料の加工性を示す値であるが，一般的に曲げ性

が大きいほど曲げ加工性など成型性が良くなるものの，対象となる重

大事故等クラス２管は既に施設された設備であるため，今回評価を省

略する。 

シャルピー

衝撃値

× 

シャルピー衝撃値については，材料の靭性の評価に用いられる値であ

るが，靭性については「(2) 破壊靭性」において確認を実施するた

め，今回評価を省略する。 

硬さ 
× 

硬さについては，耐磨耗性を示す値であり，硬いほど耐摩耗性が強く

なるが，引張強さと相関関係がある値であり，引張強さについて確認

を実施するため，今回評価を省略する。 

注記 ＊：ＪＩＳ等に機械的性質として規定されている項目を示す。 



1-91

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
1
1 
R
0 

(b) 機械的強度の適切性の確認

評価項目として選定された引張強さ及び降伏点又は耐力について，使用材料と設計・

建設規格においてクラス２管に使用可能な材料として規定された材料との比較又は求め

られる機能を考慮し，使用条件に対して適切な機械的強度を有していることを確認する。 

b. 化学的成分

(a) 評価項目の選定

化学的成分の評価項目は，使用材料と比較対象となるクラス２管に使用可能な材料と

して規定されている材料の材料規格であるＪＩＳ等に記載されている化学的成分とする。 

(b) 化学的成分の適切性の確認

評価項目として設定された化学的成分について，使用材料と設計・建設規格において

クラス２管に使用可能な材料として規定されている材料との比較を行い，化学的成分規

定値に差異があった場合は，化学的成分ごとの影響を確認し，使用条件において材料に

悪影響を及ぼす差異でないことを確認する。あるいは，求められる機能を考慮し，使用

条件に対して適切な材料であることを確認する。なお，各化学的成分の影響については，

表 3-2「化学的成分が材料に及ぼす影響整理表」のとおり整理する。 
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表 3-2 化学的成分が材料に及ぼす影響整理表 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 影響の確認方法 

機械的強度 向上 向上 向上 向上 － 向上 向上 向上 向上 向上 

機械的強度に影響を及ぼす化学的成分に差異がある場合は，材料の

機械的性質である引張強さ，降伏点又は耐力が同等であることを確

認する。 

高温強度 向上 － － － － － － － 向上 － 
高温強度に影響を及ぼす化学的成分に差異がある場合は，高温域 

（設計・建設規格 PVB-3312）で使用されないことを確認する。 

溶接性 低下 － － － － － － － － － 
溶接性に影響を及ぼす化学的成分に差異がある場合は，溶接規格＊に

て定められた数値 0.35 ％以下であることを確認する。 

靭性 低下 － 向上 低下 低下 － 向上 － － － 

靭性については，「(2) 破壊靭性」において確認する。なお，靭性

に影響を及ぼす不純物である P，S の化学的成分に差異がある場合は

,成分値が影響を与えるレベル以下であることを確認する。 

耐 

食 

性 

応力 

腐食 

割れ 

低下 － － － － － 向上 向上 － － 

耐食性のうち，応力腐食割れに影響を与える化学的成分には，C， 

Ni，Cr があるが，Ni，Cr については応力腐食割れを防ぐために添加

されるものであり考慮は不要であることから，悪影響を与える C の

含有量が過剰でないことを確認する。全面腐食に影響を与える化学

的成分に差異がある場合は，悪影響を与える差異が無いことを確認

する。なお，耐食性に関しては使用環境に対して適切な水質管理や

ライニング処理が行われていることも確認する。

全面 

腐食 

－ － － － － 向上 向上 向上 向上 向上 

注 ：表中は化学的成分を添加した場合の影響を示す。 

注記 ＊：「溶接規格」とは，発電用原子力設備規格（溶接規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＢ１－2007）（日本機械学会 2007 年 11 月）をいう。
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(2) 破壊靭性

a. 破壊靭性試験不要となる材料の規定

破壊靭性については，設計・建設規格に規定されている破壊靭性試験不要となる材料の

規定に該当する材料であることを確認する。 

破壊靭性試験不要となる材料の規定＊ 

・厚さが 16 mm 未満の材料

・断面積が 625 mm2未満の棒の材料

・呼び径が 25 mm 未満のボルト等の材料

・外径が 169 mm 未満の管の材料

・厚さが 16 mm または外径が 169 mm 未満の管に接続されるフランジの材料および管継

手の材料

・オーステナイト系ステンレス鋼および高ニッケル合金

注記 ＊：クラス２配管の除外規定（設計・建設規格 PPC-2310）を記載している。

b. 破壊靭性の確認

破壊靭性試験不要となる材料の規定に該当しない配管の破壊靭性については，施設時の

要求を考慮し，以下のとおりとする。 

(a) 施設時に破壊靭性が要求されていた配管

該当配管は，施設時の規格の要求に基づき十分な破壊靭性を有していることを確認し

ている。また，材料の破壊靭性値は，一般的に温度が低くなるにつれて低下することか

ら，脆性破壊に対して影響を与える最低使用温度について，重大事故等対処設備として

使用される値が設計基準対象施設としての値を有意に下回らないこと又は使用条件を考

慮して影響がないことを確認する。 

(b) 施設時に破壊靭性が要求されていなかった配管

対象配管は，技術基準規則で規定している機器クラスのうち，クラス３管（工学的安

全施設を除く。），クラス４管及び Non クラス＊に該当する配管（支持構造物を含む。）

であり，施設時における破壊靭性に対する要求がないことから，材料の靭性は確認され

ていないが，設計基準の使用条件に応じた材料が選定されている。重大事故等対処設備

としての使用条件と設計基準対象施設としての条件が大きく変わらないことを確認する

ことで，使用条件下での脆性破壊に対する靭性は同じであるとみなせることから，脆性

破壊に対して影響を与える最低使用温度について，重大事故等対処設備としての値が設

計基準対象施設としての値を有意に下回らないこと又は使用条件を考慮して影響のない

ことを確認する。 

注記 ＊：技術基準規則第2条第2項第32号，第33号，第34号及び第35号に規定する。

「クラス１管」，「クラス２管」及びこれらを支持する構造物，「クラス３

管」及び「クラス４管」並びに発電用火力設備に関する技術基準を定める省

令の規定を準用するもの以外の管又は支持構造物 
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上述の(a)項，(b)項において比較対象となる設計基準対象施設としての最低使用温度

は原子炉格納容器，格納容器バウンダリ及び屋外に施設される配管においては気象観測

記録における最低温度である－12.7 ℃，屋内に設置される配管においては建屋の最低

温度である 4.4 ℃，海水又は海水により冷却される原子炉補機冷却水と接する配管は

海水の最低温度である 7.0 ℃，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管について

は，21 ℃がそれぞれ設定されている。 

重大事故等時において屋外の最低気温が変わることはないため，原子炉格納容器，格

納容器バウンダリ及び屋外に施設される配管の最低使用温度は設計基準対象施設として

設定された値と変わらない。屋内に施設される配管のうち，重大事故等時において通水

される内部流体が高温流体の場合は，設計基準対象施設として設定されている最低使用

温度 4.4 ℃を下回ることはなく，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管につい

ては，重大事故等時において原子炉冷却材圧力バウンダリは高温状態となるため，設計

基準対象施設としての最低使用温度を下回ることはない。また，屋内に施設される配管

のうち，重大事故等時において通水される内部流体が海水の場合は，最低海水温度が

7.0 ℃であり，設計基準対象施設として設定されている最低使用温度 4.4 ℃を有意に

下回ることはない。 

以上より，(a)項に該当する施設時に破壊靭性が要求されていた配管において，材料

の破壊靭性に影響を与える最低使用温度が設計基準対象施設として設定されている値を

重大事故等対処設備としての値が下回らない配管については，施設時に確認した破壊靭

性が重大事故等対処設備としての材料に要求される破壊靭性を包絡しており，重大事故

等対処設備としての評価は省略する。最低使用温度が設計基準対象施設として設定され

ている値を重大事故等対処設備としての値が下回る配管については，使用条件を考慮し

て問題のない材料であることを確認する。 

(b)項に該当する施設時に破壊靭性が要求されていなかった配管において，設計基準

対象施設としての最低使用温度と重大事故等対処設備としての最低使用温度とを比較し，

使用条件に応じた材料が規格に適合していること若しくは使用条件を考慮して問題のな

い材料であることを確認する。 

(3) 非破壊試験

a. 非破壊試験の実施確認

重大事故等クラス２に属する鋳造品については，非破壊試験の実施の有無を確認する。

b. 非破壊試験の実績の考慮

強度計算に用いる許容値に，非破壊試験実施の有無による品質係数を適用することで，

材料の品質を適切に考慮した強度評価を実施する。 
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別紙 1 基本板厚計算書の概略系統図記載要領 
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基本板厚計算書の概略系統図記載要領については，添付書類「Ⅳ-3-2-2 クラス１管の強度計算

方法 別紙１ 基本板厚計算書の概略系統図記載要領」による。 
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別紙 2 管の基本板厚計算書のフォーマット 
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管の基本板厚計算書のフォーマットについては，添付書類「Ⅳ-3-2-2 クラス１管の強度計算方

法 別紙 2 管の基本板厚計算書のフォーマット」による。




